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要 旨 

本報告書は、平成 30 年度に受け入れた交流研究員 52 名の研究成果を概要版として 
とりまとめたものである。 
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まえがき 

 

 

 国立研究開発法人土木研究所では、国内における他機関の研究者を受け

入れ、相互の研究者の資質向上を図るとともに、それぞれの機関の研究活

動の効率化を図ることを目的として創設した交流研究員受入れ制度によ

り、平成１３年度の独立行政法人移行以来、当研究所の中期目標を達成す

るために国内の他機関の研究者を積極的に受け入れております。 

 

 平成３０年度は、年間を通じて、地方自治体、公益法人及び民間企業か

ら５３名の研究者を受け入れました。受入れ期間中において、研究成果発

表における入賞や技術士等の資格を取得する方々がおられましたことを考

えますと、技術力向上という目的がある程度達成できたのではないかと思

います。 
また、交流研究員からは「災害発生時に被災地の最前線での調査機会を

得られ、最新の土木技術の研究現場・実験施設を体験・利用できた」｢産官

学の様々な業界や立場の方との横のつながりができ、ものの考え方や視野

が広がった｣、｢技術基準には載っていない最先端の研究開発に携わり、そ

の基礎資料となりうる研究成果を論文・会誌へ投稿することで、現場に役

立つ情報を提供できていることにモチベーションが上がった｣等の感想が

寄せられております。他機関の研究者を受け入れることは、土木研究所と

しても現場や民間のニーズを直接把握することができ、より現場と密接し

た研究開発が行えると考えております。 

 

 本報告書は、平成３０年度に受け入れた交流研究員５２名 ※の研究成果

を概要版として作成したものです。 

 皆様方の業務のご参考となれば幸いです。 

※53 名の内 1 名は、受入れ期間が短期間だったため、掲載しておりません。 

 

 

                    国立研究開発法人土木研究所 

                        理事長 西川 和廣 
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橋梁点検画像を用いた三次元モデル構築に関する研究 

 

チーム名等  先端技術チーム 

氏   名  榎本 真美  

 

 

1. まえがき 

社会インフラ老朽化の進行、地震及び風水害等の災害リスクの高まり、技術者の担い手不足から、インフラの維

持管理および災害対応の効果・効率をより向上させるために、ロボット技術の開発・導入が進められている。土木

研究所先端技術チームでは、官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM ：Public/Private R&D Investment Strategic 

Expansion PrograM）にて、インフラ点検における様々な計測技術から得られるデータについて効率的な収集・解

析を実現するための研究・開発を実施している。 

インフラ用点検ロボット（以下、「ロボット」という）を活用した橋梁点検の事例として、小型無人航空機（以

下「UAV」）による三次元空間計測技術を用いた三次元データの取得が挙げられる。長大橋のコンクリート主塔を、

UAVを用いて得られた画像にて三次元モデル化やオルソ画像作成を行う 1)など、ロボットの活用検討が進められ、

従来手法より点検効率の改善、再現性のある点検記録の蓄積方法として注目されている。三次元モデル構築に使用

するSfM（Structure form Motion）は、様々な視点で撮影された未整列画像群からカメラ位置と姿勢の推定をお

こない、特徴点の三次元構造復元を行う技術である。 

 

2. 研究目的 

ロボットを点検に使用するには、設定した範囲を見落としなく損傷箇所以外の箇所も含めて記録する必要があり、

ロボットに搭載されたカメラによって取得された膨大な写真を効率的に整理することが求められる。その際、撮影

した画像の撮影位置と撮影範囲を明示することが必要である。 

そこで、著者らは、撮影した点検画像を三次元モデル上で管理することを提案する。点検時に取得した画

像をもとにSfM技術による画像撮影位置の推定と三次元モデルの生成を行うことで、効率的なデータの蓄積

と管理を目指している。画像撮影位置の推定や三次元モデルの構築は、深層学習を用いた損傷の自動検出や、

VR 技術及び AR 技術を用いた点検支援など点検業務効率化・高度化の基礎となるものである。 

本研究では、UAVにより三次元モデル構築の可能性を確認するため、まず既設橋梁を用いて撮影した。次に、取

得した画像で三次元モデル化のために特徴点が発見できるかの確認を行った。その上で、ソフトウェアでモデル構

築を行い、さらにGCPを用いた場合の三次元モデル精度検証を行った。 

 

3. 研究方法 

3.1 対象 

今回、UAVによる点検画像からSfMを用いた三次元モデル構築することが可能か、精度の面から実橋で検証を行

った。供用中の橋梁として、点検車両による目視が困難な江島大橋（鳥取県境港市）の橋脚PE10を対象とした。
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図 4 測量実施の様子 

 

3.4 SfM解析ソフトウェア 

SfM解析ソフトウェアには、土工管理や施工管理に用途を特化したものや、商用ソフトウェア他にオープンソー

スソフトウェアなどライセンス形態が異なるものがある。本研究では、汎用的な商用ソフトウェアとして、Pix4D

社の「Pix4Dmapper（以下、Pix4D）」、土木向け商用ソフトウェアとしてReconstruct社の「Reconstruct」及び、

オープンソースの「Meshroom」を使用した。「Reconstruct」は、SfM技術をベースとした土木施工管理Webアプリ

ケーションで、クラウド上で三次元空間管理及び時系列管理が可能なツールとなっている。各ソフトウェアの機能

比較を表 2 にまとめた。 

表 2 SfM ソフトウェアの機能比較 

 Pix4Dmapper Reconstruct Meshroom 

用途 汎用的な商用ソフトウェア 土木向け商用Webアプリケーション オープンソースソフトウェア 

開発 Pix4D社 Reconstruct社 AliceVision 

価格 60万円/1年 ―（契約内容による） 無料 

環境 Windows, Mac クラウドサーバ Windows, Mac, Linux 

インプット 画像、動画 画像 画像、リアルタイム動画 

GCPs設定 可 可（一部） 不可 

SfMアルゴリズム 自動 自動 選択可能（SIFT, AKAZE等） 

テクスチャの貼り付け 可 可 可 

オルソフォトの出力 可 不可 不可 

三次元モデルへの元画像配置 不可 可 不可 

時系列データ管理 不可 可 不可 

 

4. 研究結果 

4.1 点検画像の特徴点抽出 

取得した画像から SfM を用いた点群生成及び高密度処理により実用的な橋梁の三次元モデルを生成することが

可能か、検証を行った。SfMは複数枚の画像から同一の特徴点を抽出し撮影位置と特徴点との距離を推測する手法

である。SfMではその原理から、構造物の特徴となる目地や部材が複数の画像に映り込むよう対象構造物から一定

の距離を保って撮影すると三次元復元しやすい。一方で、点検画像は0.1mmオーダーでひび割れ認識が求められる

ため、対象となる構造物から３メートル程度とかなり近接して撮影したものとなる。点検画像間の僅かな位置のず

れにより特徴点をマッチングできないことがよく起こりうる。そこで、隣り合う２枚の画像から特徴点を抽出し、

同一する特徴点を線で結びマッチングした結果を可視化した(図 5)。目地や橋梁マーカ、施工跡などを特徴点と

して抽出され、その多くがマッチングされていることから、SfMによる三次元モデル生成の可能性があることが示

される。 
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図 5 特徴点とマッチング結果 

 

4.2 SfMソフトウェアによる比較検証 

SfMソフトウェアによって、特徴点の抽出や撮影位置推定の結果が異なるため、前述したPix4D、Reconstruct、

Meshroom を使用して、それぞれの結果を比較した。各ソフトウェアで構築された三次元モデルの形状を比較した

結果を表 3 に示す。 

表 3 各ソフトウェアによる三次元モデル 

 特徴点群 撮影位置推定結果 テクスチャモデル 

Pix4D 

GCP

なし 

 

（形状復元不可） 

GCP 

あり 

  

Reconstruct 
GCP

なし 

  

Meshroom 
GCP

なし 

  

 

Pix4Dでは、GCP（位置情報）を付与しない場合、形状を構築することができなかった。そこで、橋梁マーカ26

点をGCPとして三次元の位置情報を付与したところ、形状を正しく構築することができた。Reconstructでは、GCP
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を付与せずに撮影した画像の位置や方向を十分に把握できる精度で再現することができ、テクスチャモデルも再現

性が高かった。一方で、オープンソースの Meshroom では、GCP による位置補正なしで撮影画像の位置・方向と形

状を把握することができたものの、橋脚上部は下部に比べてSfMの三次元復元精度が低い結果となった。その原因

として、画像のラップ率が低いことや日照による影の影響によって十分な特徴点を抽出できなかったことが考えら

れる。撮影位置と方向の推定位置精度については、別途検証を行っているのでここでは割愛する。ソフトウェアご

とに傾向や機能が異なる為、取得した画像データの特性や必要なモデル精度を考慮したうえで、ソフトウェアの選

択が必要である。 

 

4.3 橋梁マーカを活用した位置座標精度の検証 

構築した三次元モデルの位置座標精度を検証する。三次元構築を行う際に、橋梁マーカの測量座標値を用いて、

点検画像に位置座標（GCP）を付与した特徴点を追加した。GCP を付与することで、三次元モデル上でのその特徴

点の位置座標を定めることができる。GCP付与数や箇所の違いによる三次元モデルの位置座標精度を比較検証する

こととした。ソフトウェアは、GCPを設定可能なPix4Dを使用することとした。 

表 4 GCP 設定と三次元構築結果 
 

GCP 
マニュアル 

タイポイント 
GCP 位置図  

ケース１ 

 

26 点 なし  

 

 

 

 

 

 

ケース２ 

 

12 点 なし  

 

 

 

 

 

 

ケース３ 

 

8 点 4 点  

 

 

 

 

 

 

ケース４ 

 

8 点 なし  

 

 

 

 

 

 

 

ケース 5 

 

8 点 なし  

 

 

 

 

 

 

 

GCP付与設定とその結果を表 4 に示す。設置した橋梁マーカ26点すべてをGCPに設定したケース１及び、橋脚

平面各４点と南北の側面各 2点の計 12 点を GCP としたケース２の場合、SfM による三次元形状を構築することが

できた。また、ケース３では、側面の各２点について、位置情報を付与せずに、複数の画像に写る同一の特徴点を
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手動で設定するマニュアルタイポイント（MTP）を設定した。この場合、位置座標を付与したケース２同様に形状

を構築することができた。一方で、ケース４及びケース５のようにGCPを削減した場合、形状を構築できなかった。

各橋脚面の構築は概ねできているが、位置補正するため十分なGCPがなく各面同士の整合がとれていないことが見

てとれる。 

三次元モデルを生成することができたケース１～３について、精度検証点（CP）９点を使用して、三次元モデル

の精度を比較した。結果は表 5 に示すとおりである。各モデルの平均二乗誤差は 0.002～0.004m と小さく、GCP

付与数によるモデル精度の差は見られなかった。Pix4Dでは、モデルを生成するに十分なGCPが付与されている限

り、それ以上GCPを増やしても大きな精度の差がない。 

表 5 誤差比較 

ケース RMS Errors on CPs (m) 
mean RMS error (m) 

 # GCP # MTP # CP X Y Z 

ケース１ 26 0 9 0.003356 0.002197 0.004375 0.003582 

ケース２ 12 0 9 0.002243 0.002146 0.00325 0.002726 

ケース３ 8 4 9 0.002629 0.001853 0.003058 0.002306 

 

5. 結論 

 本研究では、ロボットが撮影した点検画像を活用して、汎用ソフトウェア、土木向けソフトウェア、オープンソ

ースのソフトウェアいずれを利用しても三次元構築が可能であるとともに、撮影ベクトルから範囲の明示が可能で

あることが確認できた。また、橋梁マーカを利用することにより、平均二乗誤差２～４mm と高精度な三次元モデ

ルを構築可能であることが得られた。橋梁マーカを設置する作業コストが大きくなるデメリットはあるが、精度向

上に寄与することが期待できる。橋梁マーカを十分に配置できず三次元モデル構築ができない場合は、マニュアル

タイポイントを追加することで補完可能であることが得られた。 

  一方で、ソフトウェアによっては、ラップ率や影の影響により三次元モデルが構築できない場合がある。今後、

SfMのための画像撮影方法、三次元モデルから損傷を抽出するための深層学習などの技術を組み合わせた画像処理

方法について研究し、インフラ点検用ロボットの普及によるインフラ維持管理の効率化に繋げていく。 

 

6. 謝辞 
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微動探査を用いた地盤の3次元S波速度モデル構築 

 

チーム名等 地質・地盤グループ 物理探査担当  

氏 名              小林 貴幸  

 

 

1）まえがき 

建設や土木分野において，安全かつ効率的に施工・維持メンテナンスを行う上で，地盤構造を3次元で理解す

ることは非常に重要である．3次元で地盤情報を得ることで，設計や施工の精度を向上することができしかし，

現状，コストと手間の観点から，実際の建設・土木現場において3次元物理探査が適用されることは少ない．こ

のことから，従来に比べ少ない手間で地盤の3次元構造を推定できる物理探査技術の構築が必要である． 

常時微動を利用した微動アレイ探査は，浅部地盤のS波速度構造を簡便に推定する方法として，土木分野など

をはじめとして広く利用されている．従来の微動アレイ探査は1次元探査への適用が主であったが，近年のチェ

ーンアレイ配置（林ほか，2010），リニアアレイ配置（稲崎ほか，2017）等の新たな探査手法の確立によって，2

次元・3次元探査へ適用されるようになってきた．また，近年の独立型の地震探査装置の開発・普及に伴い，よ

り多くの地震計を同時に用いて3次元S波速度構造を求める常時微動トモグラフィと呼ばれる手法も開発されて

きた（林ほか，2018）．これらの技術開発により3次元探査が従来に比べ簡便に実施できるようにはなったが，3

次元探査の実施例は少なく適用性について検証されている例は稀である． 

 

2）研究目的 

本研究では，3次元微動アレイ探査の適用性の検証を目的として，微動アレイ探査のデータ取得・解析を実施

し，3次元S波速度構造モデルの作成を行った．本稿では，土木研究所構内において，多数の地震計を多重円周

上に配置して取得した自然振動のデータを用いて，3次元S波速度構造を推定した例について報告する．また，

同実験場所において取得した検証データによる結果について報告する． 

 

3）調査方法 

3次元S波速度構造モデルの構築には，土木研究所構内南部舗装走行実験場ループ内で実施した3次元微動ア

レイ探査のデータを用いた．測点配置を図1に示す．舗装走行実験場ループ内に半径の異なる4つの円周上とそ

の中心に測点を設け，固有周波数2Hzの地震計と独立型の地震探査装置を合計49台設置して測定を行った．各円

周の半径は，外側から80m，40m，20m，10mであり，設置した地震計の数はそれぞれ，24個，12個，6個，6個で

ある． 測定時間長は約22時間で，データサンプリングタイムは4msである．なお，測定準備にかかった時間は

4人工で2時間程度であり，従来の方法に比べ非常に省力化できている． 

解析には，夜間1時間のデータを使用した．常時微動トモグラフィ（林ほか，2018）の解析では，全ての地震

計ペアに対しコヒーレンスを計算し，その実数部を，地震計ペアの中点（CMP）におけるSPAC係数とする．同じ

CMP位置で地震計ペアの距離が等しいSPAC係数は平均化され，地震計間隔の異なるSPAC係数列が作成される．
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図9にPS検層結果，2D-LAMSおよび3次元微動アレイ探査結果の比較を示す．左図は3次元微動アレイ探査結

果のPS検層箇所（SeiSC3孔）を通る東西方向断面である．なお，図中グラフはSeiSC3箇所の1次元プロファイ

ルである．中央図はSeiSC3箇所のA-Line，B-Lineそれぞれの1次元プロファイルであり，右図はSeiSC3でのP

S検層結果である．3次元微動アレイ探査，2D-LAMSおよびPS検層結果とも深度約10mから20mに 300m/s程度の

高速度層が見られる．また，その下部の速度は約200m/sの比較的低速度の層が見られる．3つの手法とも，整合

的であり，このことから3次元微動アレイ探査は信頼性の高いデータを得ることができており，地盤のS波速度

構造を知るうえで十分な適用性を有していると考える  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 3次元微動アレイ探査，2D-LAMSおよびPS検層結果比較 

5）結  論 

今回の実験により，常時微動アレイ探査を利用することで浅部地盤の3次元構造を推定できることが分かっ

た．また，ケーブルレスの地震計を使用することで，従来に比べ少ない手間で測定できることがわかった．今

後，ますます3次元構造探査の重要性は高まると考えられ，将来的に，より簡便に測定できる微動探査が3次元

構造推定に広く適用されると期待される．今回の実験では，地震計を多重円周上に配置したが，さらに効率的な

測定を実現するため，より効果的な配置方法を検討する必要がある． 

 

6）所属 

応用地質株式会社 
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弱層の強度評価手法に関する研究 

 

チーム名等  地質チーム 

氏   名  西塚 大  

 

 

1. まえがき 

岩盤中には断層や節理のように力学的な不連続面が存在することがあり、周囲の岩盤と比較し強度が著しく低い

ことから総称して弱層と呼ばれる 1)。この弱層がダムや橋梁の基礎、トンネル切羽や天端、切土のり面に分布する

場合、強度不足による滑動や過大変位などが問題となることが多い。これら弱層の強度評価によっては基礎岩盤の

掘削量や構造物の規模・配置、対策工費用等が大きく変化するため、適切な調査・強度評価が求められる。しかし、

弱層の力学的性状については体系的な強度評価手法が確立されておらず定性的評価に頼る部分もあり、設計におい

て極めて安全側の評価を行っていることが現状である。 

土木研究所ではこれまで挟在物を含まない、あるいは単一挟在物からなる弱層の強度評価手法を開発してきた

1) 2) 3)。しかし、実際の弱層には複数の挟在物からなる複雑な構造を有する場合が多いため、これらの弱層に対す

る適切な強度評価手法を確立する必要がある。 

 

2. 研究目的 

複数の狭在物を有し、かつ岩盤部のかみ合わせが考慮されるなどの複雑な構造を有する弱層の強度評価手法、お

よび強度評価に必要な調査手法を開発することを最終目標とする。弱層の強度は岩盤部・岩盤のかみ合い部・挟在

物の強度が関係する。このうち、岩盤部はダム等で設定される岩級強度が適用でき、岩盤のかみ合い部強度につい

ては既往研究で検討されている 2) 3) 。そのため、複雑な構造を有する挟在物を対象に平成29年度は拘束圧により

せん断経路が変化することを確認した。平成30年度は、多くの現場で確認される礫と基質で構成される弱層を想

定し、礫径や礫の分布割合（礫率）とせん断経路やせん断強度の関係について検討した。 

 

3. 研究方法 

礫径・礫率とせん断経路やせん断強度の関係を検討するために、礫と基

質からなる弱層について単純化したモデル（模擬礫と模擬基質で構成され

る試料。以下、模擬弱層と呼ぶ)における予測せん断強度を算出し、一面

せん断試験結果と比較することにより、せん断強度の算出方法および算出

値の妥当性を検証した。 

3.1 弱層モデルの作成 

模擬弱層は２次元断面として計算可能とするため、図－１に例を示すよ

うに同一径の円柱を供試体全体に均等配置した。模擬弱層の材料には再現

性を考慮し強度の異なる2種類の石こうを用いた。供試体の大きさは

図―１ 弱層モデルの例 

（礫の直径30mm、礫率57%） 

57% 2
35% 3
26% 3
57% 2
40% 3
26% 3

30mm

20mm

礫の直径 礫率 供試体数

表―１ 模擬弱層の礫径・礫率一覧 
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地質・地盤リスクマネジメントの基本体系の構築に関する研究 

 

チーム名等  地質チーム 

氏   名  植田 律 

 

 

1. まえがき 

土木事業において地質・地盤の不確実性に起因する事故は後を絶たず、近年ではしばしば社会的な問題となるこ

とがある。平成28年 11月に発生した福岡市地下鉄延伸工事における道路陥没 1)は、地質・地盤の不確実性の影響

が顕在化した事例として社会に大きなインパクトを与えるものとなった。これを受けて、社会資本整備審議会・交

通政策審議会「地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会」では、その答申において「地盤リス

クアセスメント技術的手法の確立」の必要性を指摘した 2)。土木事業におけるこのような重大な事故やトラブルを

防ぐにあたって、地質・地盤リスクに対する技術体系の確立は喫緊の課題となっている。 

2. 研究目的 

地質・地盤の情報は、土木事業の進捗に応じて増大していくという特徴があるが、直接全容を把握できない地下

を対象とする以上、計画、設計、施工および維持管理の各段階において少なからず不確実性が存在する。この「地

質・地盤の不確実性」は、事業においてコストや工期、環境等、様々な方面に影響を及ぼす可能性（地質・地盤リ

スク）があるため、事業における各段階で適切な対応が必要となる。しかし、現状ではこのような不確実性やリス

クを適切にマネジメントする基本体系は整備されていない。本研究では、土木事業における「地質・地盤リスクマ

ネジメント」の体系の構築を目的として、それに資する基礎資料を得るための文献調査と分析を行った。 

3. 研究方法 

 我が国の土木事業において、地質・地盤リスクマネジメントは体系的に行われていないものの、事業・構造物ご

との指針・基準類、各事業の設計要領等のマニュアルや関連するガイドラインには、リスクマネジメントに関する

記載が認められる。しかし、土木事業を進めるにあたって地質・地盤リスクが顕在化する事例は多く存在する。こ

れらのことから、上記のような文献に記載されている内容を抽出し、リスクが顕在化する原因の分析とリスクマネ

ジメント体系構築にあたっての課題の整理を行った。 

4. 研究結果 

4.1 指針・基準類における地質・地盤リスクマネジメントに関する記載 

 各事業や構造物の指針・基準類およびそれに準ずる図書においては、「リスク」という表現ではなくとも、リス

クマネジメント的手法に関する記載が多く存在している。従前から、これらの書籍の手法により、事業の中で経験

的にリスクアセスメントやリスクマネジメントが行われてきた。その一例を以下に列挙するとともに表-1に示す。 

4.1.1 リスク要因の抽出 

 道路事業およびダム事業の計画段階においては、問題となる地形や地山を避ける等の事業上のコントロールポイ

ントへの配慮や、避けられない場合の検討・対策の必要性を、ほぼすべての指針・基準類で指摘している。これは、

事業の早い段階でのリスク要因の抽出、および回避によるリスク対応を示すものである。 
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4.1.2 調査計画の策定 

 リスク対応の方策とし

て、調査計画の策定を示し

ている指針・基準類が存在

する。調査計画は、リスク

の特定や、その後の低減等

の対応を決定するための

情報を正確に得るために

不可欠である。しかし、そ

の重要性の指摘や策定方

法についての記載はあま

り認められない。 

4.1.3 リスク情報の共有・伝達 

 地質・地盤の不確実性を認識していたにも関わらずリスクが顕在化する場合がある。これは、事業の次段階への

リスク情報の伝達不足が原因であることが多い（図-1）。すなわち、事業の円滑な遂行においては、リスクに関す

る情報共有が極めて重要となる。このことに関する記載も複数の指針・基準類において見受けられる。 

4.2 マニュアル類における地質・地盤リスクマネジメントに関する規定 

4.2.1 設計要領 

 道路事業の設計要領には、事業の流れおよび必要な意思決定のタイミングが記載されており、事業の中で、いつ、

どのような意思決定を行うかを規定している例えば11)。意思決定により事業は次の段階へ進むが、リスクマネジメン

トの観点から考えると、この時に誰が何を根拠に意思決定を行うかを明確にすることが、責任の所在等の点で非常

に重要となってくる。しかし、意思決定の根拠となる情報を取得する方法やその後の取り扱い、および誰が意思決

定を行うかについての詳細な記載がないため、設計要領のみでは事業進捗に伴うリスク管理は困難である。 

表-1 指針・基準類におけるリスクマネジメントに関する記載 

図-1 情報伝達不足による事前調査と施工実績との地山評価の違い6) 

構造物 リスク要因の抽出 調査計画の策定 リスク情報の共有・伝達

・道路計画時のコントロール

ポイントへの配慮
3)

・設計・施工上問題となりや

すい岩質
3)

・路線選定上問題となるコン

トロールポイントを検討
5)

・不良地山：膨張性、湧水、
未固結、地熱・温泉・ガス、

山はね、偏土圧、地すべり
5)

・地盤変動の影響を避けられ

る架橋位置とする
7)

・できるだけ早い段階から調

査項目や実施時期を検討
7)

・軟弱地盤、液状化、斜面崩

壊等、断層について検討
7)

・設計の進捗に合わせて計画

的に実施
8)

・事業区域や各サイトの

地質情報の水平展開
10)

・段階ごとの判断や課題

の明確化
10)

橋梁

・以降の調査、設計に適
切に引き継ぐことが重要
8)

ダム

・ダム計画にとって大きな課
題となる事項はできるだけ予

備調査段階で検討
9)

・綿密な調査計画を策定し地

形・地質情報を取得
10)

道路土工
・各段階で適切な調査計画の

立案
3)

・調査・設計・施工・維
持管理段階における情報

の共有化が必要
4)

トンネル
・各段階に応じて順次、系統

的に調査を実施
5)

・情報伝達不足による事
前調査と施工実績との地

山評価の違い
6)
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4.2.2 ガイドライン 

 道路事業では、構想段階のガイドライン 12)により道路計画時に必要となる情報や留意点等をまとめている。こ

の中で、計画時のチェック項目に「地形・地質条件を考慮したか」という記載がある。また、高度な技術的判断が

必要となる場合は、外部の有識者等に助言を求めることを提言している。これらは、計画時の地質・地盤リスクの

特定が事業の進捗において重要であることを示唆している。 

4.2.3 その他マニュアル 

 近畿地整では、地質リスク低減のための調査・設計マニュアル（案）13)を作成しており、リスクアセスメントの

具体的な手法とその取り扱いを示している。現在、近畿地整をはじめとした各地整・開発局において地質リスク調

査検討業務が試行されており、道路事業の予備設計段階におけるリスクアセスメントが実施されつつある。ただし、

試行段階であるため、その効果や課題については今後の検討を要する。 

 また、各学協会において、地質・地盤リスクに関する研究や分析が行われており、マニュアルや研究報告が示さ

れている。地質リスク学会では、「地質リスクマネジメント体系化委員会」を設立し、地質リスクマネジメントの

概念・仕組み、具体的なリスクアセスメント手法の検討等を報告書としてとりまとめている 14)。全地連では杭基

礎の調査法に関する報告書 15)をまとめており、トラブル事例とその留意点について詳細に記載している。その中

で、調査計画の立案やリスク情報の伝達の重要性を指摘している。 

5. 結論 

5.1 既存文献における課題 

 文献調査により、「地質・地盤リスクマネジメント」に関する記載の抽出および現状の手法等の整理を行った。

現状は、各事業・各構造物の指針やマニュアル等により地質・地盤に関する留意点等を考慮した設計や施工が実施

されている。また、地質リスク調査検討業務のようなリスクマネジメント的手法を取り入れた新たな取り組みが試

行されている。しかし、土木事業においては未だに地質・地盤リスクが顕在化した事例が多く存在する。これら文

献における課題から考えられるリスク顕在化の原因として以下のようなものが挙げられる。 

①多種多様な地質・地盤リスク要因の存在 

地質・地盤リスク要因は多種多様であり、地域特有の地質・地盤リスク要因も存在するが、地質・地盤リスク要

因の抽出は、地質・地盤技術者の知識や経験（ノウハウ）に依るところが大きい。また、地表地質踏査は面的な地

質情報を得るために有効な調査であり、その重要性も指針等に示されているが、一般的な地質調査業務（ボーリン

グ調査）では、地表地質踏査が含まれない場合が少なくない。 

②調査計画立案の妥当性の問題 

指針・基準類には調査計画の重要性や調査項目については記載されているものの、調査計画の立案方法について

は詳細に記載されていない。調査計画の立案には、対象地毎の地質・地盤リスク要因と設計上の要求性能を把握す

ることが前提となるが、上記①と同様に地質・地盤技術者の知識や経験（ノウハウ）に依るところが大きい。また、

調査計画立案は業務においては解析等調査に含まれるが、事業の流れの中にどう組み込むかが明確でない。 

③リスクの情報共有の仕組み 

指針・基準類には、地質調査記録の保存、活用に関する記載は多く、切土工・斜面安定工指針4)のように、地盤

の不均質性や不確実性に関する情報の共有化についても示されているが、具体的にどうやって関係者間で情報を共
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有するかが示されていない。 

④リスク対応の手法 

上記①～③のように地質情報の質や量、情報の共有化などリスクの特定や評価の面だけではなく、悲観的な設計

の採用等のリスク対応も実際には経験的に行われている可能性がある。しかし、このような手法は既存の指針・基

準類には具体的なものは示されていない。 

5.2 今後の方針 

 上記の課題から、地質・地盤リスクマネジメントの基本体系の構築に向けて今後は以下の項目の整備が必要とさ

れる。ただし、これらの項目は、地質・地盤リスクマネジメントをスムーズに実施するための補足的なマニュアル

や制度という位置付けとして考え、引き続き、現行のマニュアルや指針・基準類を利用すべきである。 

・事業全体を通したマネジメントの枠組み（基本的考え方をまとめた指針、リスクマネジメントマニュアル等） 

 ・リスクマネジメント体制の構築、役割分担（リスク管理者、アドバイザー、その他事業関係者の責任分担） 

・地質・地盤技術者のノウハウの形式化（リスク対応のデータベース化、技術者教育・啓発） 

・リスク情報の共有の仕組み（四者会議の利用、リスク管理表等による確認・引き継ぎ） 

・発注体系、制度の見直し（業務発注ができない計画時のリスク特定、リスク管理業務等の発注） 

6. 謝辞 

地質・地盤研究グループ地質チームの阿南修司上席研究員をはじめとしたチームの方々、ならびに「地質・地盤
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細粒分を多く含む堤防の法すべり箇所におけるせん断強度の推定 
 

チーム名  土質・振動チーム 

氏  名  富澤 彰仁  

 

 

1. まえがき 

河川堤防のすべり破壊は，「河川堤防における構造検討の手引き」1)に準じて，降雨及び河川水位を外力とした

浸透流解析の水位を用いた円弧すべり計算によって，照査されている。しかし，この方法に基づく照査結果と実際

の被災は必ずしも一致していないことが知られており，照査の精度向上のためには，被災事例を詳細に分析し，照

査方法の課題抽出および改良を継続的に実施していくことが重要である。 

 

2. 研究目的 

本研究では，すべり破壊が生じた細粒分を多く含む犀川堤防を対象に，種々の試験方法でせん断強度試験を実

施するとともに，円弧すべり計算を用いて崩壊を再現可能なせん断強度を推定し，設定するせん断強度の妥当性に

ついて考察した。 

 

3. 土の三軸試験 

3.1 試験内容 

写真 1に示す法すべり箇所を開削し，すべり面の中

央付近において打込み式サンプラーにより試料を採

取した。採取試料の粒度分布は図 1 に示すとおりであ

り，細粒分含有率 Fc が 80%以上の粘性土である。 

この試料の土性を確認する目的で，CUB 試験（三軸

圧縮試験）および，小高らが提案している 2)，軸差応

力を一定に保ったまま，間隙水圧を上昇させる三軸試

験（以下，小高らの方法）の 2 通りの試験を実施した。

ここで，CUB 試験における拘束圧は，法すべり範囲に

おける最大深度が約 2m であることを考慮し，3 つの

供試体に対してそれぞれ，25kN/m2，50kN/m2，100kN/m2

とした。小高らの方法では，各供試体の初期拘束圧を

25kN/m2 とした上で，軸差応力をそれぞれ，3kN/m2，

10kN/m2，30kN/m2で一定に保ったまま，間隙水圧を緩

やかに上昇させた。 

写真 1 法すべり状況 
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 図 1 対象土の粒径加積曲線 
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表層を通過する小規模な円弧となるが，粘着力を増加させると，円弧は大きくなる。ここで，すべり面の規模とす

べり安全率 1.0 を満足する粘着力がそれぞれ求まるが，設定したせん断強度が正しければ，両者は一致するものと

考えられる。各せん断強度の組合せにおいて，すべり規模と，すべり安全率を再現可能なせん断強度を，すべりの

規模ごとに整理した結果を図 8 に示す。すべり規模およびすべり安全率を再現可能なせん断強度の組合せは，大規

模すべりでφ=26.7°，c=2.7kN/m2，小規模すべりでφ=43.0°，c=0.4kN/m2となる。CU 条件で得られたせん断強度（φ

=14.6°，c=24.4kN/m2）は，すべり計算から逆算したせん断強度と整合しておらず，細粒分の含有率から三軸試験

の排水条件を決定しようとした場合，本ケースにおいてはせん断強度を過大に評価する恐れがある。CUB 条件か

ら得られたせん断強度（φ=33.6°，c=2.8kN/m2）は，大規模すべりを対象としたせん断強度の逆算結果（φ=26.7°，

c=2.7kN/m2）と比較すると，せん断強度はやや高い結果となるものの，粘着力は概ね同程度と判断できる。小高ら

の方法による試験で得られたせん断強度は，応力レベルの比較的大きな範囲（φ=38.9°，c=2.1kN/m2）では，CUB

試験と概ね同様の値となる一方，応力レベルの小さい範囲（φ=51.4°，c=1.3kN/m2）では，小規模すべりを対象と

した逆算結果（φ=43.0°，c=0.4kN/m2）に近い結果となる。 

 

5. まとめ 

 本研究にて得られた知見を以下に示す。 

・細粒分を多く含む土であっても，非排水条件とした三軸圧縮試験では，せん断強度を過大評価する可能性を示し

た。 

・犀川堤防において，CUB試験から得られた有効応力表示によるせん断強度は，大規模すべりの逆算結果と概ね整

合する結果となる。一方で，小規模すべりを対象とする場合は，拘束圧の最小値を25kN/m2としたCUB試験から得

られたせん断強度では再現できず，小高らの方法による試験において，応力レベルの低い範囲のせん断強度を採用

すると再現性が向上する結果となった。 
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6. 実験結果 

代表的なケースとして case3-2（緩い砂）を対象に、振動式コーンによる計測データの例を図-4 に示す。いずれ

の深度においても、遠心力を漸増させていくと、あるタイミングで先端抵抗が低下しはじめ、最終的にほぼ零と

なることが確認された。また、先端抵抗が零となるタイミングで、間隙水圧がわずかに反応し、加速度・変位振

幅が急激に大きくなっていることが確認された。 

case3-2 の貫入孔直近の地盤（A1、P1）における加速度、過剰間隙水圧比を図- 5 に示す。先端抵抗が低下し始

めると、振動部付近の加速度がわずかに上昇し、過剰間隙水圧も反応していることが確認できる。 

また、先端抵抗がほぼ零となったタイミングでは、プローブ先端付近において加速度、過剰間隙水圧比ともに

ピークを示している。 

case3-2 では、過剰間隙水圧比は最大でも 0.3 程度と小さい値を示しているが、定点振動中に地表面に水が滲出

してくる様子が確認されたこと、プローブ周辺地盤への振動の影響範囲がプローブのごく近傍に限定的であるこ

と 4)を踏まえると、先端抵抗が零となるタイミングにおいて、プローブ先端近傍の地盤の間隙水圧上昇による剛

性低下が生じたと考えられる。 

 

7. 原位置液状化強度の評価方法に関する検討 

定点振動法による室内土槽実験の結果から、先端抵抗が零となった時に地盤の剛性低下が生じたと考えられる

ことから、その時点にプローブから周辺地盤に作用している力が液状化強度の評価指標になり得ると考えられ

る。なお、プローブから周辺地盤への作用外力については、プローブ慣性力（加速度計の計測値にプローブ（図-

2 の全体）の質量を乗じた値）に着目すべきことが分かっている 4)。 

10 20 30 40 50

0
0.1
0.2
0.3
0.4

過
剰
間
隙
水
圧
比

u
/

v

時間 (s)

0

0.2

先
端
抵
抗

q c
(M

P
a) case3-2-2

プローブ先端：  G.L.-0.7m
0

0.2
0.4

先
端
抵
抗

q c
(M

P
a) case3-2-4

プローブ先端：  G.L.-1.0m

10 20 30 40 50

0

0.1

0.2

0.3

時間 (s)

過
剰
間
隙
水
圧
比

u
/

v

0

0.5

先
端
抵
抗

q c
(M

P
a) case3-2-6

プローブ先端：  G.L.-1.3m

10 20 30 40 50

0

0.2

過
剰
間
隙
水
圧
比

u
/

v

時間 (s)

0

10

加
速
度

A
c

c 
(m

/s
 2
) センサー深度

 G.L.-0.35m
 G.L.-0.65m
 G.L.-0.95m
 G.L.-1.25m

0

10

加
速
度

A
c

c 
(m

/s
 2
)

0

10

加
速
度

A
c

c 
(m

/s
 2
)

10 20 30 40 50
0

0.2

0.4

0.6

0.8

先
端
抵

抗
 q

c(
M

P
a

)  プローブ先端： G.L.-0.7m
 プローブ先端： G.L.-1.0m
 プローブ先端： G.L.-1.3m

10 20 30 40 50
0

5

10

間
隙
水

圧
u(

kP
a)

時間  (s)

10 20 30 40 50
-80

-40

0

40

80

加
速

度
振

幅
(m

/s
2 )

10 20 30 40 50
0

40

80

120

周
波
数

 (
H

z)

10 20 30 40 50
-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

変
位
振

幅
(m

m
)

時間  (s)

10 20 30 40 50
0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

遠
心
力

 (
kN

)
時間 (s)

図-4 振動式コーンの計測結果例（case3-2） 

図-5 case3-2 での地盤内の加速度と過剰間隙水圧比 
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た。図-2 (b) 及び表-1 に、シミュレーションモデルお

よびパラメータをそれぞれ示す。構成則は地盤は

Mohr-Coulomb モデル、コンクリートブロックは線形弾

性体とした。豊浦砂の力学パラメータは実験条件を考

慮し、低拘束圧下での豊浦砂の平面ひずみ圧縮試験 4) 

から、せん断抵抗角は 50.2°、ヤング率 E は 12531 kN 

/ m2 とした。ブロック間およびブロックと地盤との間

のずれおよび剥離を表現するために、非線形のジョイ

ント要素を用いた。図-2(b)、表-1 の Joint s-c は砂とコ

ンクリートブロック間、Joint s-b は砂とコンクリートブ

ロック底面との間、Joint c-c はコンクリートブロック間

のジョイント要素をそれぞれ示している。ジョイント

要素のパラメータは、試験により決定した。試験では、

ブロックを傾斜台に固定し、別のブロックをその上に

設置し、傾斜させた際にブロックが滑り始めた傾斜角

度から摩擦係数を得た。傾斜土槽模型実験における傾

斜は、重力の分力を傾斜度に応じて鉛直、水平力とし

て入力した。実験におけるアクリル板による最下段ブロックの拘束は、最下段ブロックのつま先の水平方向の自由

度を拘束することで再現した。 

2.5 傾斜土槽模型実験のシミュレーションの結果 

 図-5 に kh=0.36 のシミュレーションにおける変位と最大せん断ひずみ分布を示す。傾斜土槽模型実験において確

認されたブロック間のずれ挙動は、シミュレーションにおいても同様に確認された。背面盛土のすべり線は、ずれ

の発生した 2 段目のブロックから発生し、実験で観察されたものと同様の傾向を示した。本シミュレーションにお

いて、ジョイント要素を用いることで実験にて認められたブロック間の挙動が適切に再現できることが確認された。 

3.実スケールモデルによる大型ブロック積擁壁の地震時挙動シミュレーション 

3.1シミュレーションの概要  

本章では、空積の大型ブロック積擁壁におけるコンクリートブロックの地震時応答を明らかにするために、実ス

ケールを想定した二次元平面ひずみ状態の非線形全応力動的解析を実施した。シミュレーションモデルを図-6 に

示す。シミュレーションモデルは地震による変状事例と道路土工－擁壁工指針 2)を参考とし、直高 7 m、控長 0.75 

m、前面勾配は 1：0.5 とした。根入れは変状事例を想定し、0.5m の埋戻し土部を設けた。解析ケースの一覧を表

-2 に示す。背面地盤の剛性、強度特性と大型ブロック積擁壁の挙動の関係を確認するため、粘性土、砂質土及び

礫質土の三種の地盤を想定した。ブロックについては、突起のない空積、突起のある空積、練積の三種の大型ブロ

ック積擁壁の構造を想定した。それらの条件を組み合わせ、5 ケースのシミュレーションを実施した。ブロック間

およびブロックと地盤との間の滑りおよび剥離については、傾斜土槽模型実験のシミュレーションと同様に非線形

ジョイント要素により表現した。表-3 にシミュレーションパラメータを示す。背面地盤、基礎地盤、及び前面埋

表-1 傾斜台模型実験のシミュレーションパラメータ 

図- 5 シミュレーションにおける変位と最大せん断ひずみの

裏込め材 基礎地盤 ブロック

線形弾性

単位体積重量  kN/m
3 15 66 15 66 18 58

粘着力 c kN/m
2 0 0 -

せん断抵抗角  deg 50 2 50 2 -

ポアソン比  0 17 0 17 0 3

ヤング率 E kN/m
2 12531 12531 23500000

s - c s - b c - c

軸方向 kn kN/m
3

1 0×10
9

1 0×10
9

1 0×10
9

せん断方向 kt kN/m
3

1 0×10
-1

1 0×10
5

1 0×10
5

摩擦係数  deg 33 5 31 0 32 3

構成則 Mohr-Coulomb

ジョイント要素
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戻し土は、修正 Ramberg-Osgood モ

デル（R-O モデル）でモデル化した

5),6)。コンクリートブロックには線形

弾性モデルを用いた。ジョイント要

素のすべり及び剥離は、Coulomb の

破壊基準に基づいた。突起のない空

積はブロック間に非線形ジョイン

ト要素を用いて表現した。突起のあ

る空積は、突起のない空積の非線形

ジョイントに加え、製品の実態調査

を踏まえてブロック中央部に幅約

170mm四方の突起が奥行き1mあた

り2つある場合を想定した線形ジョ

イント要素を追加し表現した。なお、

ジョイント要素のせん断剛性はコ

ンクリートブロックのせん断破壊

試験 11)の値を参考に設定した。練積

はブロック間の節点を結合させて表現した。図-7 に入力加速度を示す。周波数 2Hz、5 波の Sin 波とし、1 波毎に

100 gal ずつ漸増し、最大加速度 500 gal まで載荷した。 

3.2シミュレーションの結果 

 図-8 に最大応答時の変位分布を示す。Case1～3 は背面地盤の剛性、強度特性の違いが応答変位に影響している

のが分かる。特に、Case1 の 1 段目と 2 段目のブロックの間のずれは、地震による実被害の変状事例の損傷状況(図

-1( a) )と同様の挙動となった。Case1 の変位は、擁壁全体の一体性が低く、ずれとはらみ出しにより Case5 と比較

して最大応答変位が 1.3 倍大きい。また、Case4 については、突起の影響により、一体性が高まったことがわかる。

Case5 の練積は、Case1～3 とは異なり躯体の前傾が卓越した。なお、練積は、地震応答中に擁壁躯体に発生した最

大引張応力は、コンクリートの許容曲げ引張応力度 2) 0.3N/mm2以下の値に納まっている。 

表-3 実スケールモデルのシミュレーションパラメータ         

想定したN値 N 5 10 30 － 30 10 2)

R-O R-O R-O 線形弾性 R-O R-O 5), 6)
単位体積重量 γt kN/m

3 18 19 20 19 25 20 2)
粘性土 c kN/m

2 0 0 0 － 5000 0 2)
せん断抵抗角  deg 25 30 35 － 35 35 2)
初期せん断弾性係数 G 0 kN/m

2 34429 77406 162437 9615385 2549291 81480 7)
ポアソン比  0 37 0 33 0 3 0 3 0 3 0 3 Jakyの式

基準ひずみ  r 0 000853 0 000496 0 000302 － 0 001961 0 000043 8)
最大減衰定数 h max 0 2 0 2 0 2 － 0 2 0 2 8)

  軸剛性 k n kN/m
2

1 89×10
6

4 12×10
6

8 45×10
6 － 1 33×10

8
4 24×10

6 9)
  せん断剛性 k t kN/m

2
1 00×10

6
1 00×10

6
1 00×10

6 － 1 00×10
6

1 00×10
6

  摩擦係数  0 222 0 268 0 315 － 0 315 0 315 2)
 低減係数  0 0001 0 0001 0 0001 － 0 0001 0 0001

  軸剛性 k n kN/m
2 － － － 9)

  せん断剛性 k t kN/m
2 － － －

 低減係数  － － －

  軸剛性 k n kN/m
2 － － － 9)

  せん断剛性 k t kN/m
2 － － － 2)

 摩擦係数  － － － 10)
 低減係数  － － －

  軸剛性 k n kN/m
2 － － －

  せん断剛性 k t kN/m
2 － － － 11)

5 00×10
8

1 29×10
8

0 5
0 0001

Joint  c - c  (突起部)

2 02×10
8

構成則

Joint  s - c

Joint  c - b

2 55×10
8

1 00×10
6

0 0001

Joint  c - c

5 00×10
8

参考
粘性土 砂質土 礫質土

背面地盤

ブロック 基礎地盤 埋め戻し土

 

図-6 実スケールのシミュレーションモデル 

表-2 ケース一覧 

 

     図-7 入力地震動 

構造形式 突起の有無 背面地盤

Case1 空積 なし 粘性土

Case2 空積 なし 砂質土
Case3 空積 なし 礫質土

Case4 空積 あり 粘性土

Case5 練積 － 粘性土
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写 1 CBR試験の供試体作製状況 

供試体作製方法が安定処理土のCBRに及ぼす影響 

 

チーム名等  施工技術チーム 

氏   名  大田 孝  

 

 

1. まえがき 

路床に対して実施されるCBR試験の供試体作製では、低品質な粘性土や

建設発生土を安定処理した土で行う場合、写1に示すように試料が下方向

にうまく締まらず、側方に溢れ出るなど、突き固めが困難なことが多い。

供試体作製がうまく出来ていないと値にばらつきが生じて、適正に評価で

きない可能性が考えられる。そのため、土質に応じて締固めエネルギーを

変える供試体作製方法が提案出来ればと考えた。そこで、締固めエネルギ

ーの違いによるCBRへの影響を確認するため、実際の建設発生土を安定処

理して色々な締固めエネルギーで供試体を作製し、CBR試験に供した。こ

こではその実験結果として締固めエネルギー、密度およびCBRの関係について報告する。 

 

2. CBR試験方法の整理 

表1に舗装調査・試験法便覧 1）、2）で規定されている路床の安定処理土のCBR試験法一覧を示す。路床に対する

CBR試験方法は表に示す4つの方法が適用可能とされている。しかし、“修正CBR試験方法”は路床を良質な盛土

材料等で置換する場合のみ、適用するとされる。また、“締固めをともなわない安定処理土のCBR試験方法”は、

対象土の条件が不明瞭であるため、ほとんど実施されていない。主に行われているCBR試験は、“CBR試験方法”

と“安定処理土のCBR試験方法”である。つまり、どんな土に対しても15cmモールドに4.5kgランマーで各層67

回突き固めて供試体を作製しCBRを求める試験となっている。ここで、プロクターの定義より標準プロクターEc

≒ 550 kJ/m3として、各試験の締固めエネルギーを表1に併記した。 

 

 

表1 無処理土、安定処理土に適用される路床の代表的なCBR試験法一覧 1）、2） 

引用
図書

対象土 試験名・番号 試験方法の適用条件
作製時の
含水比

ランマー
質量(kg)

突固め
層数（層）

突固め
回数（回）

締固め
エネルギー

（kJ/m3）＊1

結果

S041 CBR試験方法
(JIS A 1211準拠）

- w n 67 3.3Ec CBR

E001 修正CBR試験方法
・路盤材の試験方法
・良質な盛土材や砕石等の粒状材料
を置換する場合に適用可能

w opt
17，42，

92

0.8Ec(17回） ，
2.1Ec（42回），
4.5Ec（92回）

修正CBR
Dc=95%(A，B法）

Dc=90%(C，D，E法）

F031 安定処理土の
CBR試験方法

(JGS0811準拠）
- w n 67 3.3Ec CBR

F032 締固めをともなわない
安定処理土のCBR試験方法

(JGS0821準拠）
安定処理土のうち、極めて軟弱な土 w n - CBR

＊1 ：プロクターの定義より標準プロクターEc≒550kJ/m
3
として示す．

舗
装
調
査
・

試
験
法
便
覧

無
処
理
土 4.5 3

安
定

処
理
土 手やへら等でモールド一杯に押し込む

ように詰める、荷重11.76kNを1分間
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道路土工構造物のメンテナンスに関する研究 

 

チーム名等  施工技術チーム 

氏   名  西田 洋介  

 

1. まえがき 

平成 30 年 4 月より交流研究員として「道路土工構造物のメンテナンスに関する研究」のテーマのもと、主にグ

ラウンドアンカー（以下、アンカーという）の維持管理手法について研究に取り組んだ。アンカーは頭部背面のア

ンカー頭部と引張り部との境界において防食構造が不連続となり腐食が生じやすく、止水材や防錆油などにより

防食処理が施される。この防食機構が正常に機能していない場合、地山から地下水が浸入した際、定着具が腐食し

て機能不全に陥り、アンカーの緊張力が消失、最終的にはアンカー頭部材の落下による第三者被害や地山の不安定

化につながるおそれがある。しかし、アンカーの日常点検は主に外観目視にて行われており、アンカー背面におけ

る腐食を検知するのは困難である。 

土木研究所では、外観からは確認できないアンカー頭部背面に潜在する湧水（以下、背面湧水という）の検出技

術について研究を行い、受圧構造物表面温度（以下、表面温度という）から背面湧水を検出する手法について検証

を重ねてきた 1)。その過程で受圧構造物の背面地山の状態が表面温度に影響を及ぼす可能性が示された。一方で、

実際に背面湧水の存在は確認できておらず、背面湧水と表面温度の関係について未だ十分に知見は得られていな

い。そこで本年度は、供用中のアンカーのり面において、アンカー頭部背面の湧水の有無を確認し、熱赤外線映像

法にて求めた表面温度との関係について調査を実施した。本報告では、表面温度から背面湧水の判別が可能か検証

した結果について報告する。 

 

2. 表面温度計測による背面湧水の検出原理 

物体は絶対零度以上の温度を持つとき赤外線を放射しており、温度

の上昇に伴い赤外線の放射量は増加する。熱赤外線カメラはこの赤外

線放射量を温度に換算して熱分布画像を撮影するカメラである。アン

カーの受圧構造物は、日中、日射によって熱エネルギーを蓄積し温度

が上昇する。一方、水はセメントやセメントモルタルに比べて熱容量

が大きく、温度が変化しにくい性質を持つ。そのため、背面湧水が存

在する場合、周囲の受圧構造物から背面湧

水へ熱エネルギーが伝導し、アンカー孔周

辺の表面温度は低い温度を呈すると考えら

れる。図-1 に背面湧水による表面温度の変

化のイメージを示す。 

 

 

図-1 表面温度と背面湧水の関係 

写真-1 のり面遠景(左)と崩落部から見える濡れた地山(右) 
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3. 研究方法 

3.1 調査対象のり面の概要 

本研究では、北海道古宇郡神恵内村に位置するアンカーのり面を対象に検証を行った。のり面の遠景を写真-1

に示す。当該アンカーのり面は、幅 500mm、高さ 500mm の現場打ちのり枠（以下、のり枠という）を受圧構造

物として 120 本のアンカーが設置されており、のり面の周辺に日射を遮るものがない南西向きのり面である。当

該のり面では、アンカーの支圧板とのり枠の僅かな隙間から水が湧出している箇所が複数確認された。さらにの

り枠内に堆積した土砂に植物が繁茂していることや、一部のモルタル崩落部から見える地山の表面が濡れている

ことから、構造物背面の地山は多くの水を有していることが分かる。本調査では、図-2 に示すようにアンカー4

本を 1 組として、2 箇所で合計 8 本のアンカーを調査対象として頭部詳細調査と表面温度の計測を行った。な

お、調査対象とした 8 本のアンカーのうち、背面湧水の存在が確認されたアンカーは 1 本だけであったため、本

報告では背面湧水を有するアンカーを含む「計測範囲①」において観測した結果について報告する。 

3.2 アンカー頭部状況の確認 

アンカー頭部を露出させ、外観から確認できない頭部キャップ内部の状態を確認した。本現場に設置されてい

るアンカーの定着具は、写真-2 に示すように防食材注入のための貫通孔が設けられており、背面湧水が存在する

場合、この貫通孔を通じて表面に水が流出する。頭部詳細調査では、流出する背面湧水の有無を目視で確認する

とともに、貫通孔に温度計を挿入してアンカー頭部背面の温度を計測し、表面温度との関係を考察した。 

3.3 受圧構造物の表面温度計測 

熱赤外線カメラを用いて受圧構造物表面の温度分布を計測した。計測

には、日本アビオニクス社の熱赤外線カメラ「InfReC R300SR」を用い

た。既往の研究 1)において、アンカー支圧板周辺の表面温度と支圧板か

ら離れた位置の表面温度を比較することが背面湧水の検出に有効である

ことが報告されている。そのため、背面湧水の影響を受けることが想定

されるアンカー支圧板周辺を細かく計測することとした。計測点の模式

図を図-3 に示す。表面温度の計測点は全てアンカー右側の横梁とし、横梁の中心かつアンカー支圧板から 1cm ご

とに 10 点、さらに 20cm、30cm、40cm、50cm、梁の中心部(85cm)の合計 15 点の温度を、計測面に日射が当たる

午前 9 時から日射量が低下し始める午後 4 時までの間で計測した。なお、アンカーの上下の梁は、のり面上部か

ら流下する表流水によって広範囲にわたり濡れていたため計測の対象外とした。 

 

写真-2 アンカー定着具 図-2 のり面全体図と温度計測範囲 

図-3 のり枠表面温度計測点 
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4. 調査結果 

4.1 アンカー頭部の状態 

背面湧水の有無の確認のため、アンカーの頭部キャ

ップを開放して内部の状態を確認した。頭部詳細調査

の結果を表-1 に示す。調査対象としたアンカーはいず

れも、アンカー背面からの湧水や受圧構造物表面の汚

れなど、外観上異常が見られないアンカーである。防

錆油を除去したところ、アンカーA においてのみ定着

具の貫通孔から背面湧水が流出した。背面湧水の湧出

量は 1mL/sec で、その後数時間流出させ続けても流量

は衰えず、アンカーA の孔内には継続的に地下水が流

入していると考えられる。貫通孔からアンカー頭部背

面の孔内温度を測定したところ、アンカーB、C、D は

30℃を超える温度を示した。一方、アンカーA の孔内

温度は 26.1℃で、他に比べて 4℃以上低い温度を示し、

僅かではあるが背面湧水による冷却効果が作用してい

るものと考えられる。湧水を長時間流出させたのちに

孔内温度を再度計測したところ、17.0℃まで低下した。

このことから、背面湧水はアンカー背面にて長時間滞

留している間に、周辺の構造物から熱エネルギーを受

け取り、本来の水温よりも高い値を呈することが考え

られる。 

4.2 受圧構造物の表面温度計測 

熱赤外線カメラによって撮影した熱画像を図-4 に示

す。熱画像はメッシュ状に細かく区分されており、各

セル内の平均温度が最小分解能として抽出される。本

調査における計測条件では、計測温度は受圧構造物の

表面 1.2cm2の平均温度を示す。図-5 は計測時間ごとの

各アンカーの温度分布を表したものである。計測を開

背面湧水 なし なし なし

上部から
流下水有り

上部から
流下水有り

有り

孔内温度
26 1℃

17 0℃(流出後)
32 9℃ 30 3℃ 31 9℃

表流水
上部から

流下水有り
なし

DCBAアンカー番号

表-1 アンカー頭部の観測結果 

図-4 撮影した熱画像(左)と計測点の温度(右) 

図-5 計測時間ごとの各アンカーの温度分布 
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始した 9：10 時点では計測面に日射が当たっていないため、アンカ

ーや計測位置の違いによる明瞭な温度差は見られなかった。11:30

以降、アンカー支圧板周辺と支圧板から離れた位置の温度差が徐々

に大きくなり、15:30 時点では全てのアンカーにおいて最大でおよ

そ 10℃の温度差を計測した。この温度差は、アンカーA とその他

のアンカーで明瞭な違いが見られないことから、湧水の影響で生じ

たものではなく、アンカー支圧板の外周に塗布された雨水の浸入防

止のためのコーキングや、支圧板周辺に繁茂するコケなどが影響し

たものと考えられる。14:50 から 15:30 にかけて、アンカーA、B 及

び D において平均 2.6℃の温度上昇が見られる一方で、アンカーC

は支圧板からの距離 5cm から 50cm の区間で平均 1.2℃の温度低下を示した。この時、当該計測範囲は影で覆われ

ており、日射が遮られることで表面温度がおよそ 4℃変化することを示した。図-6 は 14:00-14:50 における各アン

カーの支圧板周辺の温度上昇量を示したものである。図より、受圧面の温度上昇量はアンカーA が最も小さく、

背面湧水による受圧構造物への冷却効果が作用していることが考えられる。しかし、その他アンカーの表面温度

上昇量のバラつきが大きく、背面湧水による表面温度への影響が考えられるアンカーA の判別は困難であると考

える。 

 

5. まとめ 

本研究では、アンカー背面状況を把握した上で、表面温度から背面湧水の検出が可能であるか検証した。その

結果、受圧構造物の表面温度は背面湧水の影響により僅かに特徴的な温度分布を示したものの、計測面を覆う影

等が存在する場合、より大きな温度変化を生じることが分かった。実際のアンカーのり面においては上記以外に

も表流水や植生の存在等、計測温度に大きく影響を及ぼす要因を多分に含むことが想定され、熱画像を用いた背

面湧水を要因とする表面温度変化の検出は困難であると考える。今後の課題として、上記のような要因による計

測温度への影響の較正手法の確立が必要であると考える。 
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補強土壁工法の維持管理手法の開発に関する研究 

 

チーム名等  施工技術チーム 

氏   名  新田 武彦  

 

 

1. まえがき 

近年は従来の経験工学に基づく設計範囲を越える大

規模な道路土工構造物等が増加し，災害時に長期間道

路機能が失われることが懸念されている．これらの構

造物については，マネジメントするうえで不可欠な崩

壊のシナリオを早急に形成することが求められている．

土木研究所では平成 26 年から平成 27 年にかけ産官学

の共同研究を実施し，補強土壁の盛土材のこぼれ出し

（以下，「こぼれ出し」という）を崩壊と位置づけ，そ

れに至る致命的な損傷を発見し対応することを基本と

した補強土壁の維持管理手法についての知見をとりま

とめた 1)．一方で，こぼれ出しが生じた補強土壁を補

修・補強するためには，こぼれ出しが生じた後の補強

土壁の挙動を評価する必要があるが，こぼれ出し後の補強土壁の挙動については十分な知見が得られていない． 

そこで本研究では，重大な事象であるこぼれ出し後の補強土壁の挙動に着目し，平成 28 年度交流研究員報告書

2)では，地震や豪雨などによるこぼれ出し事例の収集とこぼれ出しパターンを分析し類型化し，平成 29 年度交流

研究員報告書 3)では，壁高 800mm の補強土壁の模型に対して強制的にこぼれ出しを生じさせた状態で模型を傾斜

させることにより擬似的な水平力を与えその挙動を分析し，さらに，こぼれ出しに伴う盛土の緩みや補強材の挙動

を個別要素法解析によりシミュレーションし，模型実験と比較することでこぼれ出しによる補強土壁の耐力低下メ

カニズムを研究し報告した．平成 30 年度はこぼれ出しの誘因の一つである降雨作用に着目し，壁高 6.0m の実大

の補強土壁に，これまでの研究でパターン化したこぼれ出しの原因となる隣接する構造物との取合い部における壁

面変位等による目地の開きを模擬したうえで降雨作用を与え，降雨時の盛土内の水位形成，補強材のひずみ，壁面

変位を計測し，降雨作用による盛土材のこぼれ出しの発生機構を検証したので報告する． 

2. 実験概要 

2.1 模型概要 

実大模型は壁高 H＝6.0m 規模の補強土壁（写真-1）である．補強材は鋼製の帯状補強材を用いた．実大模型の

盛土材は，盛土の不良（盛土材料の品質不良，または盛土の施工不良など）を想定して締固め管理値は補強土壁の

盛土材の締固め管理基準よりも低い 85%とした．また，排水施設の不足・不良を想定して，壁背面排水層は未設

置とした．なお，補強土壁に接するピットの側壁および底面からは雨水は排水されない．本実験の計測項目は図-1

写真-1 補強土実大模型 
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ヨシやオギなどの草本による河川の樹林化抑制に関する研究 

 

チーム名等  自然共生研究センター 

氏   名  兼頭 淳 

 

 

1. まえがき 

河畔に繁茂したヤナギは河積阻害を招くため、その抑制は治水安全度を高めるために必須である。高水敷の切下

げは、河川整備の主なメニューの 1つであるが、切下げ後の裸地面にヤナギ類を中心とした樹木が早期に侵入し、

樹林化が進行するケースが散見される 1,2,3)。これに対し、ヨシやオギなどの草本によって、ヤナギ類の繁茂を抑制

する手法（以下、草本による樹林化抑制）の有効性が確認され始めている 4)。草本による樹林化抑制は、ヤナギ類

の多くが明るく土壌水分の多い条件で旺盛な初期成長を見せる 5,6)特性を利用し、移植などによりヨシやオギなど

の草本の定着を促進し、ヤナギ類の発芽や実生の成長に必要な光環境を制限することを狙いとしている。しかしな

がら、ヤナギ類の繁茂を抑制するために必要な植被率や光環境を分析した研究事例は見当たらない。また、本手法

は草本の移植を基本としているため、ヤナギ類の繁茂を抑制するために必要な植被率や光環境を明らかにすること

は、工事コストの削減や自生地への影響を軽減するうえでも重要な知見となる。 

 

2. 研究目的 

本研究では、高水敷切下げ後の樹林化抑制への一助とするため、草本によるヤナギ類の抑制実験ならびにヤナギ

類の実生を対象とした遮光実験から、ヤナギ類の抑制に必要な植被率や光環境を検討することを目的とした。 

 

3. 研究方法 

3.1 草本によるヤナギ類の抑制実験 

3.1.1 実験デザイン 

本実験は土木研究所自然共生研究センターにある 3本の実験河川のうち、B河川の氾濫原ゾーン上流側の右岸

（幅：約 7m；延長：約 36m）で行った。まず、ツルヨシやオギなどの自生していた種の影響を取り除くため、草刈

りによる除草を行った後に表土を約 0.2～0.3mの深さまで掘削し、川砂で埋め戻した。この時、地盤高と水面の比

高が 0.1mと 0.4mとなるように整備し、低い方をヨシ移植区、高い方をオギ移植区とした。移植密度によるヤナギ

類への影響を比較するため、処理区として 3種類の移植密度（3本/㎡、6本/㎡、9本/㎡）を設定し、対照区とし

て移植をしない区（0本/㎡）を設定した。それぞれ 3区画ずつ合計 12区画を設け、ランダムに配置した（図-1）。

1区画の面積は 9㎡（3m×3m）とし、ヨシおよびオギの移植には約 30㎝に切断した地下茎を用いた。次に、実験

河川内で採取したタチヤナギの種子を約 100個/㎡の密度で全区画に散布した。これらの作業については、地盤の

整備を 2018年 2月、ヨシとオギの移植を 2018年 3月、ヤナギの種子散布を 2018年 4月に行った。また、実験河

川内に土嚢で堰を設置することで水面勾配を一定にし、各地盤高における土壌水分条件を揃えた。実験開始当初

（2018年 4月）の含水率はヨシ移植区で 26.8±3.2％、オギ移植区で 7.4±1.1％であった。 
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図-2 遮光実験の概要 

[tm1] 

 

 

 

 

 

 

3.1.2 調査方法 

調査は 2018年 4月から 2018年 12月までの月 1回の頻度で行い、区画内のヨシの本数、ヤナギの本数、含水率、

植被率、遮光率を計測した。含水率はハンディ土壌水分計（Scientific，Inc社；C-HydroSense）を用い、表層か

ら 0.1mまでの体積含水率を計測した。植被率は、画像処理ソフトの ImageJを用い、ドローン（DJI社；PHANTOM 4）

で撮影した垂直写真の画像を 2値化し、植物体の占める割合を算出して求めた。遮光率は地盤面に達する光量子量

の割合とし、ハンディ光量子計（Apogee社；Quantum Flux Meter）で計測した地盤面上 2.0mと 0.1 mの光量子量

から算出した。なお、含水率と遮光率はサイコロの 5番目状に 5点を計測し、その平均値を解析に用いた。 

3.1.3 解析方法 

ヤナギの定着に関係する環境要因を抽出するため、ベイジアンネットワーク 7)を用いた解析を行った。ベイジア

ンネットワークは、ある変数の状態を条件として与えたときに、他の変数で生じうる確率をベイズ推定する手法で

あり、複数の変数間にある因果関係を確率モデルとして求めることができる。本研究では、ヤナギの種子を散布し

た 5月以降の奇数月におけるヨシの本数、植被率、含水率、遮光率、ならびに 11月におけるヤナギの本数を変数

として用い、事前に構築したネットワークを用い（図 4）、因果関係を表すネットワーク構造の推定をベイズファ

クター（Bayes Factor）に基づいて行った。ベイジアンネットワークにより因果関係が推定された変数間を対象に、

その重要度を評価するため標準化偏回帰係数を求めた。ベイ

ジアンネットワークを用いた本研究の解析には、統計ソフト

Ｒ3.4.0のパッケージ“deal”を用いた。 

 

3.2 遮光実験 

3.2.1 実験デザイン 

本実験は土木研究所自然共生研究センターの研究棟屋上で

行った。光条件の違いによるヤナギ類の実生の生育への影響

を比較するため、明条件から暗条件まで段階的に比べられる

実験装置（水平台）を 3台製作した（図-2）。水平台には角樋

（幅 0.21 m×高さ 0.125 m×長さ 4.0m）を用い、なるべく水

平にした上で下流端に排水孔を設け、常時通水することによ

り水位を一定に保った。光条件は、遮光率が異なる寒冷紗ま

たは土嚢袋をとりつけた遮光枠（幅 0.3m×奥行 0.3m×高さ

図-1 草本によるヤナギ類の抑制実験の概要 
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の影響を検討したが、前述の草本による抑制実験では発芽や、発芽後まもない実生も遮光の影響を受けている。つ

まり、成長段階によって遮光率に対する応答が異なり、ヤナギ類の実生は一定の耐陰性を獲得していた可能性が示

唆される。今後、種子や発芽後まもない実生（約 5㎝以下）を対象に遮光実験を実施し、成長段階別に遮光の影響

を解明する必要がある。 

 

5. 結論と今後の展望 

今回行った 2つの実験から、種子の発芽や発芽直後の小さな実生の耐陰性が低く、ヤナギ類を抑制する対策とし

て光制限の方法として有効であることが示された。具体的な管理基準（時期別の植被率や遮光率）については、継

続実験等を通じて検討を進める予定である。今回の実験では、ヨシやオギによるヤナギ類の抑制効果は、他の草本

類に比べて強くなかったが、密生した群落が形成されていくことでヤナギ類を制御できる可能性も示唆される。ヨ

シやオギの群落は継続的に存在することが多く、ヤナギ類の抑制効果に持続性が期待される。また、全国に広く分

布することから、適用範囲も広いものと考えられる。しかし、生物多様性の面からは均質化を招く可能性もあり、

適用条件については検討を重ねる必要がある。 

 

6. 謝辞 

本研究の実施に際し、大石哲也主任研究員、森研究員には多大なご指導、ご協力を頂きました。自然共生研究セ

ンターの皆様には、多大な労力を要した実験準備、実験時の観察等、諸々の作業に惜しみないご協力をいただきま
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コンクリート護岸ブロックの景観パターンに関する分類方法の提案 

 

チーム名等  自然共生研究センター 

氏   名  盛田 達朗      

 

 

1. まえがき 

コンクリート護岸ブロック（以下，護岸ブロック）は、河川の護岸工として頻繁に用いられる。中小河川では，

河川の景観に占める護岸工の面積割合が大きくなるため，使用する護岸ブロックには適切な配慮が求められている。

「美しい山河を守る災害復旧基本方針」（平成30年6月）（以下，美山河）では，護岸が周囲の景観と調和し，目

立たないことが原則で，具体的に護岸ブロックの明度・彩度，色彩，テクスチャー，素材の大きさ，景観パターン

などの留意することが明記されている 1）。護岸ブロックの明度・テクスチャーについては、評価方法の概略が示さ

れ，現場への適用が進んでいる。しかしながら，景観パターンについて調査すると，KJ法によって分類化された

景観ブロックのグループ分けで適用できない・分類できない護岸ブロックがあり，現場への適用に支障をきたして

いる。 

 

2. 研究目的 

本研究では，護岸ブロックの留意事項のうち，「景観パターン」の分類方法の開発を目的に，デジタルカメラの

画像データを用いた分類方法を提案し，その適用性について検討した結果を述べる。 

 

3. 研究方法 

3.1 使用する写真 

 本研究で使用する写真は，公益社団法人全国土木コンクリートブロック協会に護岸ブロックの写真を約1，000

枚のご提供していただいて分類の検討を行った。 

 

3.2 分類方法の検討 

美山河で景観パターンは，形状，サイズ，積み方などにより形成されると明記されている。これを今回の用意し

た護岸ブロックの写真で景観パターンを検討すると「護岸ブロックの大きさ」，「護岸ブロックの積み方」，「護岸ブ

ロックの模様」の3項目で分類できることがわかった。 
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5) 額縁模様風は，製品の外枠が額縁のように見える護岸ブロックである。 

6) 四角形模様組合せ風は，複数の四角形（正方形・長方形）を縦・横に組み合わせた模様の護岸ブロックであ

る。 

7) 円形・多角形模様組合せ風は，円形（円・楕円）と多角形を組み合わせた模様の護岸ブロックである。 

8) 飛び出し・穴あき模様は，積み上げた時に護岸ブロックが飛び出している様に見えたり，あるいは，穴が開

いている様に見えたりする護岸ブロックである。 

9) その他は，上記8種類に該当しない護岸ブロックである。 

 

3.3 景観パターン一覧表と護岸ブロックの分類確認 

 護岸ブロックの写真を 125 枚と模式図による景観パターン一覧表(図 4)を用意した。被験者 10 名にて，景観パ

ターン一覧表の分類が一致するか確認を行った。 

図 4．模式図による景観パターン一覧表 
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4. 結果 

 護岸ブロックの写真を分類した結果,125 枚中 104枚（正答率83％）

で同じ分類を選ぶことがわかった。 

護岸ブロックの写真で判断が迷う分類を見ると 2 つ特徴があること

がわかった。1つ目の特徴は，穴が開いている様に見える護岸ブロック

である(図 5)。これは,構造・模様目地の形状により穴が開いている様

に見える。しかし，穴が開いている様に見えるより模様が目立つ護岸ブ

ロックの場合，「模様ありの分類(円形・多角形模様組合せ風など)」と

「飛び出し・穴あき」とする分類で判断が分かれた。2 つ目の特徴は，

四角形模様を組合せた護岸ブロックである（図 6）。これは、四角形を

構成する辺が直線・曲線・斜線により，四角形として捉えるかで，「四

角形模様組合せ風」と「円形・多角形模様組合せ風」とする分類で判断

が分かれた。 

 

5．結論 

 護岸ブロックの分類は,細分類することにより一致率が向上すること

がわかった。しかしながら，分類するのに判断が迷う護岸ブロックとし

て，「穴あき」と「四角形模様」があった。「穴あき」は，面板に「穴の

数」・「穴の大きさ」・「穴の配置」・「穴の形状」により印象が変わり，「穴

あきで無い模様」と判断する場合もある。また，「四角形模様」は，構

成する模様目地を直線と斜め・曲線により印象が変わる（図6，7）。 

今後，この景観パターン分類一覧表を分けるためのポイントを整理し，

誰でも簡単に護岸ブロックの分類が出来るようにする。また，河川景観

に配慮した護岸ブロックの選定に使用できる一覧表とし貢献する。 

 

6．謝辞 

本研究の実施にあたり，公益社団法人全国土木コンクリートブロック協会の方々には，写真データのご協力をい

ただいた。ここに記して謝辞を申し上げます。 

 

所属：共和コンクリート工業株式会社 

 

<参考文献> 
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図 5．判断に迷う護岸ブロック例(1)

図 6．判断に迷う護岸ブロック例(2)

図 7．四角形模様組合せ風例 
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河川遡上津波を考慮した河川構造物の設計技術に関する研究 

 

チーム名等  水理チーム 

氏   名  横山 慎  

 

 

1. まえがき 

東日本大震災では，河川を遡上した津波（以下，「河川遡上津波」という。）が，河川内外を問わず，甚大な被害

をもたらした。被災した構造物の一つに，シェル構造ゲートがある。河川を横断する取水堰として採用されるシェ

ル構造ゲートでは，通常運用時の水理特性を考慮し，ゲート下面板を下流側に切上げた形状としている場合が多い。

東日本大震災では，下流から襲来した河川遡上津波により，ゲートが浮き上がり，操作に支障をきたした例が報告

されており，津波襲来時も機能を維持することや，施設設計手法の確立が求められている 1)。 

堰・水門設備の技術基準である，ダム・堰施設技術基準（案）（平成 28年 10月版）2)では，津波荷重に対する

推定式が示されているが，ゲートの受圧面を鉛直壁面と想定した推定式であり，シェル構造ゲートに下流測から津

波荷重が加わる状況を想定した式ではない。そこで，河川遡上津波によるシェル構造ゲートへの衝撃圧の作用特性

を把握することを目的に，水理模型実験による研究が行われてきた 3)。 

 

2. 研究目的 

 水理模型実験により，河川遡上津波のシェル構造ゲートへの作用特性について明らかにされてきたが，実験で確

認可能な条件や計測点・内容は限られ，より深い考察のためには，数値計算により実験を補完することも必要であ

る。そこで本研究では，詳細な検討を行う前段として，シェル構造ゲートに作用する津波の数値計算を行い，水理

模型実験の結果と比較することで，その妥当性および有効性を検討した。 

 

3. 研究方法 

3.1 水理模型実験概要 

 比較対象とした水理模型実験に用いた水路は，図－1に示すように，水路幅 1.5ｍ，水路長 51ｍの 2次元水路で

ある。仕切りゲートをコンプレッサーにて引き上げることで，津波を発生させた。津波発生ゲートから 5.0ｍまで

は，レベルとし，5.0ｍから 7.5ｍまでは勾配 I=1/20，それより上流側は I=1/100である。 

 実験に使用したシェル構造ゲート模型の断面図を図－2に示す。模型には，ゲート各面での衝撃圧を計測できる

ように，ひずみゲージ式圧力センサ－を 12基設置した。仕切りゲートから水路軸方向に 2.5，7.5，17.5，18.9ｍ

の位置には，容量式波高計を設置し，水位を計測した。 

 本水路において，水路水深 h0および貯水槽水深と水路水深との差Δhを変え，表-1に示す 3ケースの実験を行

った。 
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図－4 圧力時系列の実験値と計算値の比較 
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火口からの距離を用いた降灰厚・分布の推定に関する研究 

 

チーム名等  火山・土石流チーム 

氏   名  山本 望  

 

 

1. まえがき 

火山噴火により多量の降灰が発生すると、その後の降雨で土石流が発生しやすくなるが、そのメカニズムは、「火

山の噴火や火砕流の発生に伴って細粒の土砂が地面を覆うと雨水の浸透能が小さくなり、表面流が発生しやすくな

る」ためと考えられている 1）。噴火後に土石流が頻発した事例として、例えば1977 年 8月 7日に噴火が開始した

有珠山では、土石流は噴火開始の10日後から発生し、1981年 9月まで続いた事例がある 2）、3）。このようなことか

ら、火山噴火後に土石流発生の危険性が高まった渓流を抽出するためには、降灰厚・分布の把握が重要となる。降

灰厚は現地で直接計測することができれば、正確な値を得ることが可能である。しかし、火山噴火活動が継続して

いる場合、火口周辺規制や入山規制がかけられ、この範囲内に降灰があった場合においては、直接計測では、降灰

厚・分布を把握できない可能性がある。急迫する土石流の危険性を評価するためには迅速に降灰厚・分布を把握す

ることが要求されるため、噴火活動の収束前でも降灰厚・分布を把握することが求められる。したがって本研究で

は、火山噴火直後に実測された遠方の降灰厚から火口近傍の降灰厚を推定した上で、その値を用いて降灰の等層厚

線図を作成する手法について検討する。また、火口からの距離と降灰厚の関係は、指数関数やべき乗関数で近似さ

れることから4）、本研究ではべき乗関数を用いて降灰厚を推定する手法の適用性を確認した。 

 

2. 研究目的 

火山噴火直後の火山周辺の降灰厚データが乏しい段階において、遠方で実測された降灰厚から火口近傍の降灰厚

を推定する手法を検討することを目的とする。 

 

3. 研究方法 

3.1 研究対象 

図-1に示すように、火山噴火の様式はマグマが噴出しない水蒸気爆発（噴火）とマグマが噴出するマグマ噴火・

マグマ水蒸気爆発（噴火）に分類され、マグマが噴出する噴火のうち、マグマが地下の浅いところで地下水や海水

と接触し多量の高圧水蒸気が発生する噴火をマグマ水蒸気爆発という。マグマ噴火はハワイ式、ストロンボリ式、

ブルカノ式、プリニー式に分類される 5）。本研究では図-1 に示す噴火の噴火様式のうち、噴火の際に細粒子（火

山灰）が生成されやすいと考えられる噴火様式を分析対象とした。ブルカノ式噴火やマグマ水蒸気爆発は、爆発や

冷却破砕のため同規模のほかのマグマ噴火に比べ細粒物質が大量に生産される傾向にある 7）。また、水蒸気爆発は、

降下テフラの構成粒子の粒径がマグマ噴火と異なりシルトサイズ以下の細粒火山灰に富む 8）という特徴をもつ。

さらに、プリニー式噴火は、1回の噴火の継続時間が長く、大量の火山灰や軽石が放出され 9）、広範囲に降灰をも

たらすという特徴がある。以上の理由から、対象とする噴火様式（水蒸気爆発、マグマ水蒸気爆発、ブルカノ式噴
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評価となった範囲の面積は約19.7 %であり、多くの部分はカバーできていた。過大評価した範囲の面積は約 46.6 %

であり、精度に課題はあるが、火口近傍の降灰厚を計測できない状況においても、遠方の降灰厚データから推定す

ることで等層厚線図を作成可能であり、今回検討した手法はおおよその降灰厚・分布の把握には活用可能と考えら

れる。 

 

5. 結論 

火口からの距離と降灰厚の関係はべき乗関数によって近似されたことから、べき乗関数を用いて火口近傍の降灰

厚を推定した。また、推定降灰厚データと火口から離れた地点の実測降灰厚データを用いて、等層厚線図を作成で

きる可能性を示した。したがって、噴火直後の火口近傍の降灰厚の情報に乏しい段階においても、概略的な等層厚

線図を作成できる可能性が見出せた。今後、推定式のパラメータについて検討を進め、パラメータの値の範囲を絞

り込むことで推定式の精度の向上を図りたい。 
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土砂災害警戒情報の発表と斜面災害の面積との時間的関係について 

－平成23年新潟・福島豪雨を例として－ 

 

チーム名等  地すべりチーム 

氏   名  後根 裕樹  

 

１．まえがき 

豪雨に伴い発生する斜面災害（がけ崩れ、地すべり）は社会資本に多大な影響を及ぼす。特に大規模な斜面災害

では、一度に甚大な被害を及ぼした事例が数多く報告されている例えば1 ) ～ 2 )。このような斜面災害から人的被害を

軽減するため、都道府県と気象庁は土砂災害発生の切迫した危険性が高まった際に土砂災害警戒情報 3 )を発表し、

各市町村の避難勧告や避難指示、住民による避難の参考としている。しかし、過去に土砂災害警戒情報の発表後に

発生した斜面災害の規模を経時的に整理し、土砂災害警戒情報発表から大規模な斜面災害発生に至るまでの時間的

猶予を調査した事例は少ない。 

 

２．研究目的と研究内容 

本研究は豪雨により発生する大規模な斜面災害に対して警戒避難を検討するため、斜面災害発生のタイミングと

斜面災害の規模との関係を明らかにすることを目的とする。本稿では、その一環として、土砂災害警戒情報発表後

に発生した斜面災害の面積と発表からの経過時間との関係性を調査した。 

 

３．研究方法 

 3.1.調査範囲と対象期間 

 調査範囲は、比較的規模の大きな斜面災害の発生数

が多い新潟県中越地方とした。対象期間は、新潟県で

土砂災害警戒情報の運用が開始された 2007 年 6 月以

降、特に多くの斜面災害が発生した平成 23 年福島・長

岡豪雨（福島・長岡豪雨という）に着目し、その降雨

期間と降雨がおさまった数日の間に、斜面災害の発生

がみられた期間（2011 年 7 月 28 日～8 月 5 日）を対

象とした。 

3.2.調査データ 

図－1 に調査に用いた斜面災害の分布を示す。各斜

面災害データは、土砂災害データベース 4 )から地すべ

りとがけ崩れの報告事例（地すべり 23 件、がけ崩れ

68 件）を対象とし、土石流の事例は対象外とした。各

災害報告から、発生箇所・発生時刻・発生面積を使用
図－１ 調査範囲 



 

90 
 

した。発生時刻が不明であった斜面災害は、発生日のみを整理した。

地すべりの発生面積については、報告された幅と長さの積から算出し

た。 

図－2 に調査対象とした斜面災害の面積の分布を示す。斜面災害の

面積は、地すべりは 42～36,000m2、がけ崩れは 5～10,000m2の範囲

にあり、がけ崩れより地すべりの面積のほうが全体に大きい傾向にあ

った。5,000m2を超えた斜面災害は 7 件（地すべりで 5 件、がけ崩

れで 2 件）であり、全体の発生件数に対して 8％程度と少なく、面積

の大きな部類にあたる。そこで本稿では、大規模な斜面災害として

5,000m2を超えた斜面災害に特に着目し、調査結果を述べる。 

土砂災害警戒情報に関しては、対象期間中の発表文を新潟県気象台

より収集し、市町村別に土砂災害警戒情報の発表～解除までの期間を

整理した。 

3.3.解析手法 

調査では、まず、中越地方で発生した斜面災害の面積と土砂災害警

戒情報からの経過時間との関係をグラフに示し、5,000m2を超えた斜

面災害とそれ未満の面積をもった斜面災害の発生時間の特徴を比較

した。次に、5,000m2を超えた斜面災害が発生した 4 つの市（図－1 グ

レーハッチの地域）について、市ごとにグラフを作成し、斜面災害の発

生時間について地域的な特徴を比較した。 

 

４．結果 

 図－3 に、対象期間中に発生した土砂災害警戒情報

発表の経過時間と斜面災害の面積との関係を示す。グ

ラフは、中越地方全体を対象としたものであるため、

土砂災害警戒情報が発表される基準や発表期間などは

市町村毎に異なることに留意する必要はあるが、斜面

災害の発生は土砂災害警戒情報発表直後よりも発表か

ら 10 時間～72 時間の間に多い傾向にある。また、発

表からおよそ 10 時間以内に発生した面積はすべて

1,000m2未満であり、10 時間以上が経過して発生した

斜面災害は、1,000m2を超えるものが多い。5,000m2

超えた斜面災害は、発表から約 17～79 時間の間に発

生し、7 件中 4 件は発表から 48 時間以上経過してから

発生していた。 

図－2  斜面災害の面積の分布 

図－3  土砂警発表と斜面災害の面積との時間的関係 

発生日しかわからなかった斜面災害は、誤差範囲を示した。 
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図－4 は、5,000m2を超えた斜面災害が発生した 4 つの市毎（十日町市、南魚沼市、三条市、見附市）に、図－

3 と同様のグラフを作成したものである。4 つの市では、土砂災害警戒情報の発表期間中にほとんどの斜面災害が

発生しているが、斜面災害の経時的な発生傾向にはやや違いが認められる。十日町市、南魚沼市では、5,000m2

を超えた斜面災害の発生より前に 5,000m2未満の面積をもった斜面災害が複数発生していた（図－4a～b 点線枠）。

一方、三条市と見附市では、発表から約 25～49 時間と 17～36 時間の間に斜面災害が多発し、十日町市、南魚沼

市に比べると、面積の大きさによって発生した時間帯に大きな傾向の差はみられなかった（図－4c～d）。 

 

図－4    土砂警の発表と斜面災害の面積との時間的関係（十日町、南魚沼、三条市、見附市） 

図中の点線は、土砂災害警戒情報の発表から解除のタイミングを示す。 
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５．考察 

福島・長岡豪雨の事例では、5,000m2を超えた斜面災害は土砂災害警戒情報の発表直後よりも発表から 17～79

時間の間に発生が認められ、十日町市、南魚沼市では、5,000m2を超えた斜面災害が発生するより前に、5,000m2

未満の斜面災害が複数発生していた。このような特徴は、面積が小さい斜面災害よりも面積の大きな斜面災害のほ

うが崩壊深も厚く、降雨がすべり面に浸透し災害発生に至るまでに時間的遅れがあった可能性が考えられる。しか

し、その一方で、三条市と見附市では、面積の大きさによって発生した時間帯に差がみられなかった。このことか

ら、斜面災害の発生のタイミングと面積との関係は一概には説明できず、より詳細には各斜面災害の崩壊深に加え、

地形・地質的な素因、雨の降り方など地域的な要因についても考慮し、検討する必要があると考えられる。 

 

６．結論 

本調査では、平成 23 年福島・長岡豪雨時に発生した斜面災害と土砂災害警戒情報発表との時間的関係を中越地

方全体、および 4 つの市に区分して調査した。主要な結果は以下の通りであった。 

（１）中越地方全体では、発表直後より 10 時間程度が経過してから発生した斜面災害のほうが、面積が大きい傾

向にあり 5,000m2を超える斜面災害は、発表から約 17～79 時間の間に発生した。 

（２）十日町市、南魚沼市では、5,000m2を超える斜面災害が発生した時間帯より前に、5,000m2未満の面積をも

つ斜面災害が複数発生していた。 

（３）三条市と見附市では、発表から約 25～49 時間と 17～36 時間との間に斜面災害が多発し、面積の大きさに 

よって発生した時間帯に明確な差はみられなかった。 

 

７．今後の課題 

 本稿では、土砂災害警戒情報の基準値や対象期間中の雨の降り方など、地域的に異なる様々な条件の違いについ

ては考慮していない。今後は、これらの条件に基づいて地域を絞り、詳細な特徴を整理する必要がある。また、斜

面災害の事例については、崩壊深のデータに加え、発生時刻に災害が発生してから認知されるまでタイムラグがあ

った可能性も考慮し、今後はさらに詳細な資料を収集し、より正確な情報を整理する必要がある。 
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ベイズ統計を援用した地下水排除工の効果評価 

 

チーム名  地すべりチーム 

氏  名   小田川隼祐  

 

 

1. はじめに 

地下水位変動特性が，地下水排除工の施工前後，あるいは施工後長期間にわたって，時系列的に，どのように変

化したかを評価することで，地すべり対策工（地下水排除工）施工後の効果判定や，対策工の機能低下を評価する

ことが可能となる．しかし，地下水位変動特性は，降雨や地すべり活動の進展，地下水排除工の影響・効果などの

要因によって刻々変化する場合がある． 

従来の地下水位変動特性の変化を評価する手法としては，観測された最低・最高水位で評価する手法たとえば1），解

析期間の降雨および地下水位観測データから構築された地下水位再現モデルで評価する手法たとえば 2）などがあげら

れる．前者は極めて簡易であるが，解析期間，対象期間の降雨強度や降雨パターンの類似性及び直前の水位に評価

の信頼性が左右される．後者は対策工の効果の有無のみならず，基底水位や最高水位の変化量も評価することが可

能であるが，再現性の低い解析モデルではその信頼性が低下する．つまり，既往の地下水位変動特性の変化を評価

する手法は限定的であり，かつ地下水位変動特性の変化が複雑であるほどその適用が困難になる． 

そこで本研究では，再現モデルのパラメータを経時的に変化させることにより，実際の地下水位の挙動を精度良

く表現できるモデルを作成し，パラメータの変化と機能から地下水排除工の効果を評価する． 

 

2. 分析対象とした地すべり対策事業 

2.1 善徳地すべり防止区域 

解析は徳島県三好市西祖谷山村善徳西・今久保の善徳地すべり防止区域で行った（図-1）．この地すべり防止区

域は，最大斜面長 980m，幅 2000m である 3)．当区域周辺の地質は，四国地方で最も地すべりが多い三波川変成

岩類に属する．岩相は，砂質片岩，泥質片岩，珪質片岩，塩基性片岩により構成され，これらが互層をなしている．

当区域は Z0～Z6 の 7 つのブロックに大別され，本研究はこの中の Z3 ブロックの末端付近に位置する Z3-4 ブロ

ックを解析対象とする． 

2.2 地下水位観測孔 

このブロックでは，平成 22 年度に高密度ステップ孔内試験 4)を実施しており，2 層の帯水層が存在することを

確認している（図-2）．本研究では確認された 2 つの帯水層のうち，地すべり活動の主誘因とされる第 2 帯水層の

地下水位を観測するBV14-4’’の観測値を用いる．そして，当該ブロックでは集水井が 2 基（Z3-21-1 ,Z3-21-2）施

工されていることから，集水井施工の効果を評価するため，解析期間は集水井施工期間とその前後１年間とする． 

 

3. 計算条件 

3.1 解析モデル 
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既往の研究では，地下水位変動を再現するモデルとして，タンクモデル 5），実効雨量法 6)，Ψ関数法 7)などが用

いられてきた．このうち，タンクモデルは他手法と比較して地下水位の変動を精度よく再現できるとされているこ

とからタンクモデルを採用する． 

 地下水位のデータは，部分ストレーナで観測された BV14-4’’を利用し，タンクモデルの構造は 2 段構造とした

（図-4）．上段タンクは不飽和で貯留される水分を表現するものであり，下段タンクは地下水を表現するものとし，

この下段タンクの水位が地下水位を表すこととする．この構造は，望月ら 8)によるタンクモデルを用いた地下水位

変動の再現に関する研究を参考にした．変動させるパラメータは下段タンクの𝑎 , 𝑏 とした． 

3.2 最適化手法 

前節で述べたように，タンクモデルのパラメータは多く，パラメータの同定は困難な場合がある．既往の研究に

はタンクモデルのパラメータ推定手法に，Powell の共役方向法 9），遺伝的アルゴリズム 10）等を用いたものがある．

両手法共にパラメータの自動探索が可能であるが，前者はパラメータが多い複雑なモデルの場合は局所解に陥り

やすいという難点がある．後者は世代を構成する個体数，交叉率，突然変異の発生確率，世代更新の繰返し計算を

終了させる予定世代数等のパラメータを予め設定しなければならない．そしてこれらのパラメータは試行錯誤に

より決定されるため，同手法は非効率な側面を持つ． 

そこで，本研究ではベイズ統計 11)とランダムサンプリング手法であるマルコフ連鎖モンテカルロ法を組み合わ

図-1 善徳地すべり
3) に加筆修正

 図-2 Z3-4 ブロック平面図 

図-3 BV14-4”帯水層
4)に加筆修正

 図-4 第 2 帯水層を対象としたタンクモデルの構造 
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なお，本研究では部分ストレーナの水位観測孔による地下水位観測結果を使用しているが，全国的にはオール

ストレーナで施工されている水位観測孔が大多数を占める．このことから，今後は様々な現場で対応可能なモデ

ル構造構築手法の確立，もしくは様々な場合において適用可能な汎用性の高いモデル構造を考案することが必要

である． 

 

6. 謝辞 
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図-1 解析対象現場(平面図) 

変状が生じた法面におけるFEM斜面安定逆解析 

 

チーム名等  地すべりチーム 

氏   名  木村 太一  

 

 

1. まえがき 

地山に明瞭な変状が表れていないのにも関わらず、グラウンドアンカー(以下:アンカー)が過緊張を起している

様な斜面では、極限平衡法による初期安全率の設定法に定量的な手段が確立されていない。そのため、前述した様

な斜面では、従来手法(極限平衡法)の適用が困難となる事がある。そうした中で、蔡・鵜飼 1）らは、モデル斜面

を用いた 2 次元弾塑性 FEM 解析(以下:FEM 解析)により、地すべりの滑動等に伴うアンカーの荷重変化が評価可能

である事を示している。また、杉井ら 2）は、アンカーの荷重計測値を用いた FEM 逆解析により追加対策後の荷重

の概略予測が可能である事を示している。FEM を用いたこれら既往の手法を応用する事によって、変状(アンカー

の過緊張等)が生じた法面において、追加の検討や対策工の選定に寄与できる可能性がある。 

 

2. 研究目的 

本稿では、当初の法面変状を再現する地盤パラメータ(地盤定数)を入力した解析モデルを使って、アンカーによ

る追加対策後の変状(アンカーの過緊張等)を再現出来るか検証することを目的とした。 

 

3. 研究方法 

3.1 対象現場の概要 

解析対象とした現場は、施工途中において法面に変状が生じたため、動態観測や追加調査を実施し、アンカーで

対策を講じた。しかし、対策後も変状は収まらず、施工したアンカーが破断する事態となった。 

当地域の地質は，西八代層御殿山累層に相当す

る破砕質砂岩と砂岩優勢砂岩泥岩層で構成されて

いる。法面延長は約200mである。今回解析対象と

する断面は主測線のNo.45+80とした(図-1)。 

3.2 法面変状の経緯とFEM解析モデルの考え方 

3.2.1 法面変状の経緯 

最初の変状として、平成23年に法肩部にて地山陥没(段差:約25㎝、開き:5～10㎝)、法尻部にて地盤隆起(約

10㎝)が確認された。その後、平成27～28年のリフトオフ試験で7～12段目のアンカーが設計アンカー力以上(過

緊張状態)である事が確認された。また、平成29年には7段目と9段目のアンカーの破断が確認され、その後に実

施したアンカーの健全度調査では全てのアンカーが設計アンカー力以上(過緊張状態)であることが推定された。 
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解析で算出された歪み量が、実際にパイプ歪み計で観測された累積歪み量とほぼ近い値が得られた。図-7から、

全てのアンカーの解析荷重値が設計アンカー力以上となった(実際の変状を再現出来ている)。また、破断が確認さ

れたアンカー(T-7と T-12)が解析において破断基準荷重以上(またはそれに近い荷重)となった。リフトオフ最大荷

重以上が確認されているアンカー(平成27年ではT-6と T-12，平成28年ではT-7～T-12)については、その荷重以

上の解析荷重となった。 

5.2 解析結果の整理 

 各ケースの解析結果を基に、平成27～29年の変状(アンカーの過緊張や地中の歪み等)に対する各々の再現度の

比較を表-4に示す。比較項目を、設計アンカー力、破断基準荷重、リフトオフ最大荷重、解析変位量として、各々

のケース毎に再現性を比較したところ、case3のすべり面が比較的に定めた項目と適合する結果となった。 

 

6. まとめ 

以上の結果より、当初の変状を再現

した地盤パラメータを用いて、追加対

策後の変状(アンカーの過緊張等)を

再現できる可能性が示された。また、

法面の変状を再現するFEM解析モデル

で、地盤定数やすべり面位置を想定で

きる可能性を示す事が出来た。 

今後は、他の変状事例(アンカーが

過緊張を起している現場等)を対象と

して、解析事例を蓄積する事に加え、

引き続き、斜面解析分野におけるFEM

の適用性について研究する予定であ

る。 

 

 

7. 謝辞 

本研究の実施に当って、指導を賜りました土砂管理研究グループ地すべりチームの皆様に感謝申し上げます。 

所属：ライト工業株式会社 
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T-1～T-3が設計
アンカー力以下
となる。

T-1～T-3が設計
アンカー力以下
となる。

全てのアンカー
が設計アンカー力
以上となる。

全てのアンカー
が設計アンカー力
以上となる。

全てのアンカー
が設計アンカー力
以上となる。

再現度 △ 再現度 △ 再現度 ○ 再現度 ○ 再現度 ○

T-7の荷重が至っ
ていない。

T-7,T-9の荷重が
至っていない。

T-7,T-9荷重が
至っていない。

T-7,T-9荷重が
至っていない。

T-7の荷重が至っ
ていない。

再現度 △ 再現度 × 再現度 × 再現度 × 再現度 △

想定されるアン
カーが、リフトオ
フ最大荷重(H27)
以上

想定されるアン
カーが、リフトオ
フ最大荷重(H27)
以上

想定されるアン
カーが、リフトオ
フ最大荷重(H27)
以上

想定されるアン
カーが、リフトオ
フ最大荷重(H27)
以上

想定されるアン
カーが、リフトオ
フ最大荷重(H27)
以上

再現度 ○ 再現度 ○ 再現度 ○ 再現度 ○ 再現度 ○

T-7、T-8荷重が
至っていない。

T-7～T-12荷重が
至っていない。

T-7～T-12荷重が
至っていない。

T-7～T-12荷重が
至っていない。

T-7、T-8荷重が
至っていない。

再現度 △ 再現度 × 再現度 × 再現度 × 再現度 △

解析歪み量
6800μ
実累積歪量
8000μ
両者の差:1200μ

解析歪み量
5500μ
実累積歪量
8000μ
両者の差:2500μ

解析歪み量
6800μ
実累積歪量
8000μ
両者の差:1200μ

解析歪み量
6500μ
実累積歪量
8000μ
両者の差:1500μ

解析歪み量
7800μ
実累積歪量
8000μ
両者の差:200μ

再現度 △ 再現度 × 再現度 △ 再現度 △ 再現度 ○

比較項目

設計アンカー力
に対する評価
(全てのアンカー
が設計アンカー
力以上と想定さ
れる)

破断基準荷重に
対する評価
(T-7,T-9が破断
基準荷重以上と
想定される)

リフトオフ最大
荷重(H27)に対す
る評価
(T-6,T-12がリフ
トオフ最大荷重
(H27)以上と想定
される)
リフトオフ最大
荷重(H28)に対す
る評価
(T-7～T‐12がリ
フトオフ最大荷
重(H28)以上と想
定される)

解析変位量と実
際の累積歪み量
(Bv-4)の比較

すべり面の想定ケース

case 1 case 2

case 3

円弧型 椅子型 円弧型 椅子型

表-4 再現度の比較表(各ケースの解析結果)  
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ディープラーニングによるすべり面の画像認識 

 

チーム名等  地すべりチーム 

氏   名  藤原 一啓  

 

 

1. まえがき 

地すべり対策を行う上で、すべり面を決定することは最重要項目の一つである。すべり面の判定は、ボーリング

調査によるボーリングコア観察や動態観測結果に基づき、総合的に行うことが一般的である。しかし、観測期間が

短い場合や変動が非常に微小な場合、動態観測ではすべり面の判定を行うことができない。このような場合、ボー

リングコアによる地質状況等に基づいてすべり面を判定することが必要となる。 

ボーリングコアによるすべり面の判定には、専門的な知識・経験が必要であり、判定者によって異なる判定を行

う場合がある。また、判定作業には多くの労力を必要とする。 

近年、ディープラーニング（深層学習）と呼ばれる、コンピューターを用いた画像認識や音声認識の技術の進歩

が著しい。このうちの画像認識の技術をすべり面の判定に適用することで、自動的にすべり面を判定することがで

きる可能性が考えられる。自動的にすべり面を判定することができれば、専門的な知識・経験が不要となり、人為

的な誤差・間違いが減少するとともに、作業の省力化に繋がる。 

 

2. 研究目的 

本研究では、ボーリングコアの画像を用い、ディープラーニングによりすべり面を判定する手法を構築すること

を目的とし、その基礎的な研究として、ディープラーニングによってすべり面画像の画像認識が可能か否かについ

ての適用性の検討を行う。 

 

3. 研究方法 

3.1 ディープラーニングプラットフォーム 

本研究では、SONYが無償で提供している「Neural Network Console1)」を使用した。本プラットフォームは、従

来必要であった複雑なプログラミングが簡素化され、ソフトウェア化されたディープラーニングプラットフォーム

である。 

 

3.2 画像認識の手法 

本研究では、画像認識のうち、画像分類（二値分類）の手法を用いる。二値分類とは、2種類のラベル付き画像

データを学習させ、新たに与えられた画像が2種類のうちのどちらであるかを判別（分類）するものである。 

ここでは、「すべり面を含む画像」と「含まない画像」の2種類のラベル付き画像データを用い、画像分類を行

うものとする。 

 



 

102 
 

3.3 使用するデータ 

本研究では、地すべりチームの保有する「樹脂固定標本」画像を用いた。樹脂固定標本とは、エポキシ樹脂等を

用いて樹脂固定したボーリングコアを鉛直方向に切断し、切断面を研磨したものである。切断面には、すべり面の

微細な構造が表現されており、これまで、通常のボーリングコアの外周観察では困難であった詳細な構造を容易に

視認することができる。ディープラーニングは、画像の有する特徴を認識する技術であり、すべり面の外見的特徴

が容易に視認できる樹脂固定標本画像は、本研究の用途に適している。 

使用するデータは、画像の中央付近にすべり面が来るよう

に調整した縦横比2：1（320×160pixel）の長方形の画像を作

成した。表-1に本研究で用いる画像データ数を、図-1に画像

例を示す。 

なお、「訓練データ」はディープラーニングのアルゴリズム

に学習させるためのもの、「評価データ」は画像分類が実行で

きるかどうかを評価・検証するためのものである。 

表-1 画像データ数 

 

すべり面を 

含む画像 

すべり面を 

含まない画像
合計 

訓練データ 4 51 55 

評価データ 11 27 38 

合計 15 78 93 

図-1 使用した画像 

3.4 アルゴリズム（層設計） 

本研究では、3層ニューラルネットワークと畳み込みニューラルネットワークの2種類のアルゴリズム（層設計）

を用いた学習を実施する。 

3層ニューラルネットワークは、ディープラーニングとしては最もシンプルなアルゴリズムであり、2層の中間

層を有する簡便なものとした。 

畳み込みニューラルネットワークは、画像を畳み込むこと（フィルタによって画像の特徴を際立たせたり、目立

たなくさせたりすること）によって特徴量を抽出するもので、画像認識において有効な手法とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 3層ニューラルネットワーク          図-3 畳み込みニューラルネットワーク 

すべり面を含む画像 すべり面を含まない画像
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3.5 検討方法 

本研究では、以下の方法で検討を実施した。 

① 「訓練データ」を用い、ディープラーニングによる学習を実施し、学習済みモデルを構築。 

② 学習済みモデルに「評価データ」を与え、ディープラーニングによる画像分類を実施。 

③ 判定結果の「再現率」「正解率」について評価を行う。 

 

4. 結果 

4.1 3層ニューラルネットワーク 

すべり面を含む画像の再現率は0.2727と低い結果となったが、すべり面を含まない画像の再現率は1.000と高

い結果となった。 

正解率は0.7894と、8割弱で画像分類を行うことができた。 

表-2 3層ニューラルネットワーク結果一覧 

 

すべり面と

判定 

すべり面では

ないと判定

再現率 

(Recall) 

正解率 

(Accuracy) 

すべり面を含む画像 3 8 0.2727（ 3/11） 
0.7894（30/38） 

すべり面を含まない画像 0 27 1.0000（27/27） 

 

4.2 畳み込みニューラルネットワーク 

すべり面を含む画像の再現率は0.5454と、3層ニューラル

ネットワークに比べて高い。すべり面を含まない画像の再現

率は0.9259と高い再現率となった。 

正解率は0.8157と、8割程度で画像分類を行うことができ

た。 

すべり面を含まない画像27の枚うち、2枚の画像がすべり

面であると誤った判定結果となった。誤判定した画像（図-4）

を見ると、両方とも層状の地質構造が見られ、これをディー

プラーニングではすべり面と判定したと推察される。 

 

 

表-3 畳み込みニューラルネットワーク結果一覧 

 

すべり面と

判定 

すべり面では

ないと判定

再現率 

(Recall) 

正解率 

(Accuracy) 

すべり面を含む画像 6 5 0.5454（ 6/11） 
0.8157（31/38） 

すべり面を含まない画像 2 25 0.9259（25/27） 

 

4.3 考察 

① 適用するアルゴリズム（層設計）によって再現率・正解率に違いが生じる。すべり面を含む画像の再現率は

図-4 すべり面を含まない画像を誤判定した例
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畳み込みニューラルネットワークの方が高く、3層ニューラルネットワークよりも画像認識に適したアルゴ

リズムである可能性が示唆される。 

② すべり面を含まない画像の再現率は、両方のアルゴリズムとも1.000、0.9259と高いが、すべり面を含む画

像の再現率は、0.2727、0.5454 と低い。これは、すべり面を含まない画像の訓練データの数が多く、すべ

り面を含む画像の訓練データの数が少ないためと考えられる。 

③ ディープラーニングは、画像の有する特徴を機械が自動的に学習し、画像を認識する手法であり、訓練デー

タとして学習する画像が認識の精度に影響を与えると言える。今回の検討では、すべり面を含む画像の訓練

データが少なく、また、画像のバリエーションが乏しかったため、判定精度が低い結果となった可能性が考

えられる。 

 

5. まとめ 

樹脂固定標本画像を用い、2種類のアルゴリズムですべり面の画像認識を行うためのディープラーニングを実施

した。結果は以下の通りである。 

① 適用するアルゴリズム（層設計）により、再現率や正解率が異なる。精度の高い画像認識を行うためには適

切なアルゴリズムの構築が必須となる。 

② 訓練データ画像と評価データ画像の類似性（例えば色調や層状の構造を有するなど）が高い場合、判別精度

が高くなる傾向がある。学習精度を向上させるためには、適切な質・量の訓練データが必要となる。 

 

6. 今後の展望 

今回は、樹脂固定標本画像を用いてディープラーニングによる画像認識を行ったが、今後は、ボーリングコア写

真を用いて、すべり面推定に資するボーリングコア判定の技術支援システムを構築する。 

ボーリングコア写真は、樹脂固定標本画像に比べて情報量が少ない。したがって、精度良くディープラーニング

を行うためには多くの種類、多くの数の訓練データを用いた学習を行うとともに、適切なアルゴリズムを構築する

ことが必須となる。 

 

7. 謝辞 

本研究を行うにあたって指導を賜った土砂管理研究グループ地すべりチームの皆様に感謝いたします。 
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平成18年豪雪における秋山郷地区の積雪分布と雪崩発生状況の詳細解析 

 

雪崩・地すべり研究センター 

石川 泰裕 

 

 

１） まえがき 

平成18年豪雪では新潟県中越地方が大雪となり，孤立集落が生じて社会的に問題となった。この豪雪の特

徴としては強い冬型の気圧配置が続くことで雪雲が季節風により山地まで運ばれるため山間部や内陸部に大

雪をもたらす山雪型の特徴が顕著に現れ、新潟県の山間部にある津南町では4mを超える最深積雪を記録した。  

このため，各機関によって災害調査が行われ，空中写真や航空レーザ測量による詳細調査も行われたが，当

時は基盤となる地表面データが10mメッシュレベルであったことから，得られた結果の精度は低かった。 

その後、湯沢砂防事務所で航空レーザ測量が平成24年度実施され高精度な地表面データが整備されたので

測量成果を借用し、平成18年豪雪における積雪深の分布と地形との関係および発生雪崩の数値化などの詳細

解析をおこなっているところである。 

 

２） 研究目的 

 平成18年豪雪時の解析結果では、斜面方位により

積雪深がプラスまたはマイナスの領域に偏っている

ことが分かっている。これは水平方向にずれが生じて

いるためと思われる。そこで、高精度な地表面データ

を用いて積雪深と地形との関係について解析を行う

こととした。 

 

３） 研究方法 

3.1対象地域 

 対象地域は、平成18年豪雪で孤立集落や雪崩災害が発生した新潟県中魚沼群津南町と長野県下水内郡栄村

とにまたがる中津川沿いの地域（総称：秋山郷）である（図１）。 

 

3.2使用データ 

積雪期、無積雪期の航空レーザ測量の仕様は（表１）のとおりであるが、測地成果・メッシュサイズが異な

るため、それぞれ測地成果2011、メッシュサイズ2ｍに統一した。（測地成果2011 とは、平成23 年（2011 

年）東北地方太平洋沖地震により、大きな地殻変動が観測された為測地成果2000を改定したものである。） 

 

 

図1.位置図 
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表1.航空レーザ測量の仕様 

 計測年月日 測地成果 メッシュサイズ 

積雪期（H18年豪雪） 2006/2/25 2000 2ｍ 

無積雪期 2012/9/16～10/10 2011 1ｍ 

 

3.3精度検証 

 積雪深分布を算出するにあたり、積雪期と無積雪期の航空レーザ測量の成果（以下、LP データ）から取得

した差分値について、以下の２とおりの方法で精度検証を行い問題がないことを確認した。 

① 積雪の無い箇所の標高差が±30cm以内であること 

（航空レーザ測量における標高（鉛直方向の）精度は±15cmであるため） 

② 積雪深の実測値と差分値を比較して誤差が小さいこと 

 

① 積雪の無い箇所の標高差が±30cm以内であること 

国道405号線の路面を対象として100ｍ間隔で140点のポイントを配置し、各地点の標高の差が±30cm

以内であるかを確認した。 

 

 

同一地点における積雪期と無雪期のLPデータの差は、±30cmの範囲であった（表2）。 

 

表2. 積雪の無い箇所の標高の差の検証結果 

データの個数 平均値（ｍ） 最大値（ｍ） 最小値（ｍ） 標準偏差 

140 -0.08 0.16 -0.30 0.10 

 

 

図2.国道405線に配置した140点の標高の差 
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② 積雪深の実測値と差分値を比較して誤差が小さいこと 

表3の位置で積雪深の実測が行われていたことから、同じ地点でのLPデータの差分値と比較を行った。 

表3. 積雪深の実測位置（実測は航空レーザ測量の翌日に実施） 

No
位  置 

緯度 経度 高度(m) 

4 36度56分12.54秒 138度39分34.68秒 460 

5 36度55分59.34秒 138度39分5.58秒 550 

6 36度55分28.86秒 138度38分43.2秒 472 

7 36度55分7.2秒 138度38分12.3秒 580 

8 36度54分39.72秒 138度38分3.36秒 655 

9 36度53分58.44秒 138度37分48.18秒 724 

10 36度53分16.44秒 138度38分8.34秒 739 

11 36度52分52.08秒 138度38分19.74秒 711 

12 36度52分34.5秒 138度38分18.36秒 721 

13 36度51分53.94秒 138度38分6.24秒 784 

14 36度51分15秒 138度37分11.94秒 758 

2005-06冬期豪雪による雪害対策に関する緊急調査研究報告書より 

 

検証結果を表4に示す。No11、14の２地点については経年変化が確認されたので検証の対象外とした。 

２点を除いて1.4～26.0cmの範囲であり概ね良好な結果が得られた（表4）。 

表4. 積雪深の実測値とLPデータの差分値の比較 

No 
①積雪深の 

実測値（平均) cm 

②LPデータの 実測値との差(cm) 

差分値(cm)  ①-② 

4 311.0 285.4 25.6 

5 301.0 275.0 26.0 

6 287.3 284.1 3.2 

7 326.0 324.6 1.4 

8 307.7 304.1 3.6 

9 326.3 324.7 1.6 

10 328.8 323.1 5.7 

11 387.3 365.1 22.2 

12 294.0 275.1 18.9 

13 265.0 256.4 8.6 

14 290.3 17.4 272.9 
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図-8、図-9、図-10 にたわみ量から逆解析にて得られた、舗装各層の弾性係数と走行輪数の関係を示す。図-8、

図-9 より、表層と路盤層の弾性係数については、輪跡部の IWP および OWP に着目すると、10 万輪走行時点で

は走行開始時点よりもわずかに増加しているが，10 万輪から 20 万輪では減少傾向となっている。一方、図-10 よ

り、路床の弾性係数については，場所によらずほぼ一定の値となっている。 

以上の結果より、走行 10 万輪まではわだち掘れ量の増加はみられるものの構造的な健全性は失われず、ひび

割れが発生し始めた 10 万輪以降では、特に輪跡部において、FWD によるたわみ量の増加や、表層および路盤層

の弾性係数の低下がみられ、構造的健全性の低下が生じていると考えられる。本結果は、ひび割れの進展が、舗

装の構造的健全性に影響を与えていることを実験的に確認したものと言える。 

今後は、促進載荷および追跡調査を継続するとともに、新たな断面での試験舗装の構築、促進載荷試験およ

び、追跡調査を行う予定である。 

 

5．結論 

本研究により得られた知見等を以下に示す。 

・FWD 試験により、ひび割れ周辺のたわみ量を測定する場合、ひび割れの直上とひび割れのない場所では

6~29%程度の違いが生じる。ひび割れ上にて FWD による適切な診断を行うためにはこれらの留意点を整理

する必要がある。 

・実物大の試験舗装への促進載試験の追跡調査により、ひび割れの発生と、舗装の健全度の低下の関係を実験

により確認した。 

 

6. 謝辞  

本研究を行うにあたり、多大なご指導を頂きました舗装チームの藪上席研究員、寺田総括主任研究員、ならび

に舗装チームの皆様に深く感謝の意を表します。 

所属：株式会社 NIPPO 
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鋼繊維補強コンクリートを用いたトンネル覆工における長期耐久性に関する研究 

 

チーム名等  トンネルチーム 

氏   名  坂本 昇  

 

 

1. まえがき 

構造物のライフサイクルコストの低減や，昨今のコンクリート構造物の落下事故等への対応が求められており，

トンネルに関しても，覆工コンクリートの安全性の向上や耐久性の向上を図ることが求められている。 

NATM での覆工コンクリートで利用者被害につながる可能性もあるはく離，はく落の対策として，コンクリート

の使用材料や配合等，コンクリート打設時の締固め方法，養生方法等の工夫が取られている。覆工コンクリートの

はく離・はく落の対策の一つとして繊維補強コンクリートがあり，その中でも近年，鋼繊維補強コンクリート(Steel 

Fiber Reinforced Concrete，以下，SFRCと称す)を採用した事例もある。また，SFRCは，無筋コンクリートに比

べ曲げ強度，引張強度等の部材の強度が高くなるため，将来的には覆工コンクリートの部材厚さを薄くできる可能

性があり，トンネル拡幅のような大規模更新工法への活用をすることも考えられる。 

実際のトンネルにおいて，はく離，はく落に発展しやすいひび割れの進行等に対するSFRCの効果について検証

するため，覆工コンクリートにSFRCを用いた試験施工区間において，コンクリート打設後から10年以上にわたり

覆工コンクリートに発生した変状や坑内環境の長期計測を実施している 1)。 

本研究では，SFRC を用いた覆工コンクリートに発生したひび割れについて，ひび割れの分散や進行の抑制の効

果の検証について長期計測結果を用いて分析を行った。 

 

2. 研究目的 

本研究は，SFRC を用いた覆工コンクリートについて発生したひび割れについて，実際のトンネルにおいて長期

計測を行い，その結果のうち，ひび割れの発生位置，方向等に着目し，ひび割れの分散や進行の抑制の効果を検証

することが目的である。 

 

3. 研究方法 

3.1 対象としたトンネル 

 対象トンネルは，覆工コンクリートに試験施工としてSFRCを用いたスパンがあるA，Bトンネルの2トンネルで，

ともに寒冷地に位置したトンネルである。  

図-1にAトンネルの計測区間の位置を示す。Aトンネルは，2001年に完成したNATMで施工された2車線の道路

トンネルである。覆工コンクリートの打設は2001年 2月に行われ，コンクリート打設後18年経過した。対象区間

は，覆工にSFRCを用いた区間が2スパン(スパンA-1，A-2)，プレーンコンクリート(以下，プレーンCと称す)を

用いた区間が1スパン(スパンA-3)の 3スパンである。 

図-2にBトンネルの計測区間の位置を示す。Bトンネルは，2004年に完成したNATMで施工された2車線の道路
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計測対象としたトンネルは，山岳工法により建設され

た国土交通省北海道開発局小樽開発建設部が管理する国

道トンネルであり，図-1に位置図を，表-1にトンネル諸

元を示す．トンネル延長は1,742mで，起点側坑口から

168mの位置にあるJF（1250型）を計測対象としている(図

-2参照)． 

吊り下げ式で設置する場合には，JFは本体前後の2つ

の方向安定金具と中心部の4つの吊金具にターンバック

ルを接続することにより覆工に固定されている．各ター

ンバックルの役割として，方向安定金具に接続する2本

はJF本体の向きを調整するために使用することが主目的

となっているため，吊金具に接続する4本のターンバッ

クルにてJFの重量（約2000kg）を支持するように設計し

ている．本研究では各金具に接続する6本のターンバッ

クル全てを対象として軸力を計測する．計測方法として

は，ひずみゲージを用いてターンバックルの抵抗値の変

化を計測し軸力を算出する．ひずみゲージに関して，長

期的な計測を計画していることから焼き付け加工により

ターンバックルへの接着を実施し，表面には防水処理を

施している．JFの設置状況および計測器の取付概要を図

-3および写真-1に示す．計測したデータは坑内に設置し

たデータロガーを通して電気室まで送り，室内にて回収

作業等を行う． 

JF本体の据付後に各ターンバックルに作用する軸力分

担とJF試運転を実施した際の起動・停止による軸力変動

を計測して，設計における計測結果（設計軸力）と整合

が取れているのかを確認し，トンネル供用後の繰返しの

JF運転と平成30年9月に北海道内で発生した地震による

影響を分析した． 

 

4. 研究結果 

表-3 に JF 据付時の各ターンバックルにおける軸力変

動の計測結果を示す（ターンバックル番号との整合は図

-3参照）．引張方向を正，圧縮方向を負としている．これ

より，JF本体の据付時に方向安定金具に接続したターン

 

 

 

 

図-3 計測機器取付概要 

  

写真-1 軸力計測状況 
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ら作用する荷重が非常に小さいため，地震動の影響を受けやすい可能性がある．次に，No.7の地震発生時(最大震

度3)の軸力変動(TB1)を図-10 に示す．これより，本地震発生時には軸力がほとんど変動していないことを確認し

た．この他のTBにおいても同様に軸力変動は認められなかった．ここで、表-4に示した各地震の加速度よりNo.1

は No.10の 4倍の加速度となっており，この差が変動にも影響したと考えられる． 

 先述の計測結果より，JF据付時には1本あたりに最大で10kN程度の荷重がターンバックルに作用し，JFを稼働

させた際の変動は最大で0.6kN程度であったことが確認されている．これらの計測結果と比較して，今回発生した

地震による影響は非常に小さいことが分かった． 

 

5．結論 

 道路トンネルに設置したJFの取付金具に作用する軸力計測を行い，据付時の計測結果について確認し，吊金具

に作用する軸力と比較して方向安定金具に作用する軸力は非常に小さいという結果が得られた．この結果は設計時

の計算結果と整合が取れている．また，供用前のJF試運転時の計測結果より起動および停止による軸力変動は比

較的小さく，JF運転単独での影響は小さいことを確認した．トンネル供用後の繰返しのJF運転時の軸量変動はJF

単独運転時と同様の傾向となっており，運転停止後の軸力は運転前と同程度になることを確認した．平成 30 年 9

月6日に発生した地震(計測値付近で最大震度4を観測)において最大で0.1kN程度の軸力変動が発生した．これは

JFの自重による軸力やJF起動等による軸力変動と比較して小さく，この範囲の大きさの地震であれば軸力への影

響は非常に小さいとことを確認した．ただし，これらの結果は限定的な条件の1JFにおける計測結果であり，全て

のトンネルに対する普遍的な傾向であるとは言えない可能性もある．覆工や取付金具等の材料劣化の進行によって

作用する荷重は変動すると考えられるため，長期的に計測を継続して諸要因による影響を分析していくことが重要

である． 

 

6. 謝辞 

本研究を進めるにあたり直接ご指導いただいた日下上席研究員，小出主任研究員に深く感謝いたします．また，

日ごろの勉強会等を通じて，多くの知識や示唆をいただいたチームメンバーにも感謝いたします． 本計測は北海
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粒子フィルタを適用した RRIモデルによる河川水位予測技術に関する研究 

 

チーム名等  水災害研究グループ 

氏   名  中村要介  

 

 

1. まえがき 

毎年のように全国各地で浸水被害が発生している。2015年には関東・東北豪雨によって鬼怒川の水位が上昇し、

堤防決壊によって堤内に水が氾濫した。2016年には岩手県東部において台風第 10号の影響により二級水系小本川

で大規模な氾濫が発生し、グループホームの入所者の方々が被害に遭われた。2017年にも九州北部豪雨によって

朝倉市周辺で未曾有の豪雨となり、筑後川水系花月川では観測史上最高水位を記録した。このような状況下におい

て、地域住民は適切な避難行動に資するためには、数時間先の洪水予測が有効な防災情報となり得る。 

 

2. 研究目的 

既往研究 1)では筑後川水系花月川において平成 29年 7月九州北部豪雨を対象とし、RRIモデル 2)と気象庁からリ

アルタイム配信される解析雨量・降水短時間予報を用いて水位予測誤差の現状について把握した。この結果、現時

刻であっても予測誤差の幅が大きいことが明らかとなり、水防活動への初動として大きな課題があることを改めて

認識した。 

中山間地河川における短期洪水予測の実情は種々の不確実性を含んでおり、例えば、気象・水文観測、予測雨量、

流出モデル、データ同化などが挙げられる。リアルタイムでの水位予測はこれらの相互作用によって決定され、そ

れぞれの不確実性を極力小さくするために各分野で研究が進んでいる。最近では水理・水文モデルの精度向上を目

的として現時刻の状態量をリアルタイムに補正するデータ同化技術の研究が盛んに報告されている。 

本研究では、既往研究における現状の課題を踏まえ、中山間地河川における河川水位の予測精度向上を目的し、

データ同化技術の一種である粒子フィルタを適用した RRIモデルによる水位予測技術に関する研究である。 

 

3. 研究方法 

3.1 対象河川と近年の豪雨災害 

本研究では図-1に示すように、大分県日田市に

位置する筑後川水系花月川を対象とした。流域面

積は 136.1km2、流路延長 16.6km、流域の 81%が森

林に覆われる典型的な中山間地河川である。 

花月川では近年度重なる豪雨によって水災害が

頻発しており、平成 24年 7月には堤防決壊による

大規模な外水氾濫や溢水氾濫が発生し、河川激甚

災害対策特別緊急事業に指定された。平成 29年 7 図-1 筑後川水系花月川位置図 
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月には当該事業の河道改修効果もあり、大規模な外水氾濫こそなかったものの急激な水位上昇を伴い観測史上最高

水位を更新した。本研究では外水氾濫の影響が少なく、近年稀にみる豪雨災害であった平成 29年 7月九州北部豪

雨を対象とした。 

3.2 RRIモデル 

RRIモデル 2)は、降雨を入力として河道流量から洪

水氾濫までを流域スケールで一体的に解析できるモ

デルであり、国立研究開発法人土木研究所 ICHARMが

開発した水文モデルである。概念図を図-2に示す。

斜面や河道の追跡は Diffusive wave法で近似し，適

応時間ステップルンゲクッタ法や OpenMPのスキー

ムを導入することでリアルタイムシミュレーション

を実現できる水文モデルとなっている。 

RRIモデルにおけるモデルパラメータのキャリブ

レーションには定量的な信頼度の高い気象庁解析雨

量を用い、一般値の範囲内で最適なパラメータ同定を行った。洪水の再現性をピーク誤差と Nash-Sutcliffe（NS）

係数で評価し、ピーク誤差+0.2m、NS係数 0.97と高い再現性が確認された。 

 

3.3 粒子フィルタ 

3.3.1 逐次推定アルゴリズム 

粒子フィルタは追跡対象となる状態を N 個の独立した状態ベクトル とそれに対応する重み を持つ多数

の粒子 を用いて逐次的に推定する手法である。一般に状態空間モデルは、状態ベクトル

と観測ベクトル の関係を非線形関数 、システム方程式と観測方程式のパラメータベクトルを 、

そしてシステムノイズと観測ノイズを を用いて(1)式と(2)式のように表す。 

 [システム方程式] (1) 

  [ 観測方程式 ] (2)  

システムノイズ と観測ノイズ はそれぞれ非ガウスの確率密度関数 に従う。本研究ではこれをホ

ワイトガウスノイズとして扱い、観測ベクトル が得られた後、フィルタリングされた状態ベクトル の確率分

布はベイズの定理により(3)式で推定する。 

 

 

(3) 

本研究では状態空間を逐次修正していくための処理として、図-3に示すようなサイクルを繰り返す。まず、Step1

では現時刻を t-1 とし、i 番目の粒子 についてフィルタリング後の状態量 が得られていると

する。ただし、計算開始時点の初期の状態空間ベクトルは に従うガウス分布として生成する。 

予測では l 次元の乱数 を生成し、(1)式のシステムモデルを用いて i 番目の粒子 の予測

図-2 RRI モデルの概念図 
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岩盤を支持層とする杭基礎の杭先端の極限支持力度の推定式に関する研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  今 広人  

 

 

1. まえがき 

岩盤を杭基礎の支持層とする場合には，一般に強固で良好な支持層とみなされ，高い鉛直支持力が期待でき，杭

の沈下等の不具合が生じることはないと考えられてきたが，亀裂や風化等の影響で物性値や支持力が大きく異なる

ことや施工時に杭先端地盤を乱すことなどにより，沈下等の不具合を起こす事例が散見されている。また道示Ⅳ1)

において，岩盤を支持層とした場合の杭基礎の杭先端の極限支持力度の推定式が示されておらず，実務では設計者

の判断による杭先端の極限支持力度の推定等（例えば，良質な砂れき層と同等の値の推定式の適用等），杭工法の

選択が限定的になっているのが現状である。 

2. 研究目的 

 本研究では，これまで収集した岩盤を支持層とした鉛直載荷試験データの分析結果に基づき，杭先端の極限支持

力度の推定式を検討して，提案する。検討にあたっては，道示Ⅳ1)で信頼性に基づく部分係数設計法が導入され，

部分係数を乗じる前の段階ではできるだけ平均的な特性を評価するという方針を前提として，岩盤条件や支持力推

定に用いる地盤調査法や杭工法の違いなどについて考慮することとした。 

3. 研究方法 

3.1 鉛直載荷試験結果の分析及び試験値の整理方法  

岩盤を支持層とする既往の鉛直載荷試験データのうち，

杭先端の極限支持力度の推定式の分析に用いるデータと

しては杭諸元，岩盤条件，載荷試験データ等が不明な条件

に該当するものは除外することを基本とした。 

除外条件に該当する載荷試験データを除いた鉛直載荷

試験データは 37 例である。杭工法別に支持力推定式を提

案するには一定数の載荷試験データが必要であることか

ら，杭先端の支持力機構や施工法が同様とみなせる杭工

法についてはグルーピングを実施して，統計量の分析に

必要となる載荷試験件数を合算して先端支持力の推定式

を提案することとした。検討対象とする杭工法は場所打

ち杭工法（オールケーシング工法），プレボーリング杭工

法，鋼管ソイルセメント杭工法，中掘り杭工法（セメントミルク噴出攪拌方式），中掘り杭工法（コンクリート打

設方式）となる。岩盤分類および杭工法別の載荷試験データ数の内訳を表-1に示す。支持層とした杭先端の岩盤

は，硬岩での載荷試験データは 5 例で，軟岩での載荷試験データは 32 例である。 

表-1 岩盤分類別の載荷試験データ数の内訳 

杭工法

新鮮岩または
亀裂の少ない岩

場所打ち杭工法
（オールケーシング工法）

1

場所打ち杭工法
（オールケーシング工法）

2

中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）

2

場所打ち杭工法
（オールケーシング工法）

12

プレボーリング杭工法 2

鋼管ソイルセメント杭工法 1

中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌方式）

1

場所打ち杭工法
（オールケーシング工法）

3

プレボーリング杭工法 6

鋼管ソイルセメント杭工法 1

中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌方式）

6

合計

5

32

分析に用いる
試験データ数

37

岩盤分類

硬岩
亀裂が多い岩

軟岩

風化軟岩
（圧縮性の高い風化軟岩

を含む）

堆積軟岩
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開始

載荷試験方法

押込み試験 先端載荷試験
（杭先端の平板載荷試験、先端載荷試験（部分載荷方式）含む）

・杭頭荷重－杭頭変位関係が把握できる
・軸力分布が確認できる

（37例）

・杭先端荷重－杭先端変位関係が把握できる

（26例） （11例）

極限支持力まで載荷
されているか

杭先端荷重がワイ
ブル分布曲線で求
められる降伏荷重
の1.2倍以上か

YES （13例） NO （13例）
YES （3例）

NO （8例）

YES （4例） NO （9例） NO （4例）

整理方法①

杭頭変位が杭径の10％の
時の杭先端荷重より極限
支持力を評価
（杭頭荷重‐杭頭変位関係
から軸力分布を考慮して杭
先端荷重-杭頭変位を求め、
ワイブル分布曲線により評
価）

【データ数】
場所打ち杭工法：0
プレボーリング杭工法：6
鋼管ソイルセメント杭工法：1
中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌）：5
中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）：1

整理方法②

杭頭変位が杭径の10％の
時の杭先端荷重より極限
支持力を評価
（杭頭荷重‐杭頭変位関係
から軸力分布を考慮して杭
先端荷重-杭頭変位を求め、
ワイブル分布曲線により評
価）

【データ数】
場所打ち杭工法：1
プレボーリング杭工法：2
鋼管ソイルセメント杭工法：1
中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌）：0
中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）：0

整理方法③

杭頭変位が杭径の10％の
時の杭先端荷重より極限
支持力を評価
（杭頭荷重‐杭頭変位関係
から軸力分布を考慮して杭
先端荷重-杭頭変位を求め、
ワイブル分布曲線により評
価）

【データ数】
場所打ち杭工法：6
プレボーリング杭工法：0
鋼管ソイルセメント杭工法：0
中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌）：2
中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）：1

整理方法④

杭頭変位が杭径の10％の
時の杭先端変位（場所打ち
杭工法では9％）から杭先
端荷重を推定して、極限支
持力を評価（杭先端荷重‐
杭先端変位関係から軸力
分布を考慮してワイブル分
布曲線により評価）

【データ数】
場所打ち杭工法：3
プレボーリング杭工法：0
鋼管ソイルセメント杭工法：0
中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌）：0
中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）：0

整理方法⑤

杭頭変位が杭径の10％の
時の杭先端変位（場所打ち
杭工法では9％）から杭先
端荷重を推定して、極限支
持力を評価（杭先端荷重‐
杭先端変位関係から軸力
分布を考慮してワイブル分
布曲線により評価）

整理方法⑥

杭頭変位が杭径の10％の
時の杭先端変位（場所打ち
杭工法では9％）から杭先
端荷重を推定して、極限支
持力を評価（杭先端荷重‐
杭先端変位関係から軸力
分布を考慮してワイブル分
布曲線により評価）

【データ数】
場所打ち杭工法：4
プレボーリング杭工法：0
鋼管ソイルセメント杭工法：0
中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌）：0
中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）：0

【データ数】
場所打ち杭工法：4
プレボーリング杭工法：0
鋼管ソイルセメント杭工法：0
中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌）：0
中掘り杭工法
（コンクリート打設方式）：0

極限支持力まで載荷
されているか

杭先端荷重がワイ
ブル分布曲線で求
められる降伏荷重
の1.2倍以上か

YES （4例）

整理方法（①、②、④、⑤）
データ数：24

整理方法（③、⑥）
データ数：13

終了

道示Ⅳでは，杭の鉛直載荷試験で得られた杭頭部の荷重と変位の関係が変位軸に平行になったときの荷重を極限

支持力とし，杭頭部の変位が杭径の 10%を超えても荷重と変位の関係が変位軸に平行とみなせない場合には，杭

頭部の変位が杭径の 10%に達したときの荷重を極限支持力とすると定めている。杭頭部の荷重と変位の関係に関

連づけて規定されている理由は，基礎の沈下量が上部構造に与える影響を考慮するためである。このことから，杭

先端の極限支持力度の評価においても杭先端荷重と杭頭変位の関係で整理することとする。 

個々の載荷試験は試験方法や載荷荷重レベルが異なるため，杭先端極限支持力度の推定方法も異なってくる。

こうした載荷試験の種類や載荷荷重レベルに応じたデータの整理方法を図-1 に示す。ここで，極限支持力に相当

する杭頭変位量まで載荷している試験であっても，通常，杭頭変位量 10％での実測値はないため，こうしたケー

スも含め，全ての載荷試験データを Weibull 分布曲線式で近似・連続化した上で極限支持力を評価している。既往

の研究 2)では杭先端荷重が Weibull 分布曲線で求められる降伏荷重の 1.2 倍を満たさない場合（図-1整理方法③，

⑥）には，極限支持力の推定精度が悪くなることが懸念されることから，参考値として扱われた。ただし、岩盤の

場合には一般に発揮される先端支持力が非常に大きく，結果として条件を満たさない場合も少なくない。また，支

持力推定式を提案する上では載荷試験データ数が多いほど信頼性が高くなり，できるだけ多くの岩盤を支持層とし

た杭基礎の載荷試験データに対して検証が行えるように配慮する観点から，整理方法③，⑥の場合でも統計量の分

析に必要となる載荷試験データとする考え方もできる。ここでは整理方法③，⑥に分類される載荷試験データの扱

いに関しては，推定された極限支持力が不自然に大きな値になっていないかを確認しつつ，後者の考え方に基づき

整理することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 載荷試験データ整理方法のフロー 
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3.2 杭先端の極限支持力度の特性値の推定式の検討 

杭先端の極限支持力度の特性値の推定式は，載荷試験データを用いて，岩盤区分・杭工法区分に応じて，地盤調

査方法から得られた一軸圧縮強度 quまたは N 値との関係式として求めた。これは，岩盤を支持層とする杭基礎の

杭先端の極限支持力度の特性値を推定する地盤定数としては，岩盤特有の亀裂や風化などを考慮することが重要で

あり，岩盤全体の亀裂や風化の状態を考慮することができる指標を用いるためである。 

推定式を提案する上で軟岩については，生成年代の違いを実務設計で明確に判別することが困難であることから，

風化軟岩と堆積軟岩で同じ推定式にすることとした。また，圧縮性の高い風化軟岩についてもこれらと同じ推定式

にすることとした。硬岩については，実務で施工が可能と考えられる場所打ち杭工法（オールケーシング工法）で

の載荷試験データが限られていることから，軟岩の推定式との関係を検討することとした。中掘り杭工法（コンク

リート打設方式）は，工法全体としての 2 例しか載荷試験データがないことから場所打ち杭工法（オールケーシン

グ工法）の推定式との関係を確認することとした。 

岩盤における杭先端の極限支持力度の特性値の推定式は，道示Ⅳに準じてバイリニア型の支持力推定線を前提と

して，文献 3）に示す標準化された支持力推定式の算定方法を用いた。なお，推定式を算定する際の杭先端面積 A

の設定については，道示Ⅳに準じることとし，グルーピングして検討するプレボーリング杭工法，鋼管ソイルセメ

ント杭工法では杭径を有効径として杭先端の極限支持力度の特性値を推定する場合とソイルセメント柱径を有効

径として杭先端の極限支持力度の特性値を推定する場合の 2 つについて検討した。 

4. 研究結果（推定式の提案） 

 軟岩における載荷試験データに基づく算定結果を基に，以下に示す得られた算定式の妥当性や載荷試験データの

多寡を考慮した結果を反映させた軟岩における杭先端の極限支持力度の特性値の推定に関する提案式を表-2に示

す。各杭工法で N 値より求める場合の qdの平均勾配と qu値より求める場合の qdの平均勾配の比を比較する。場所

打ち杭工法（オールケーシング工法）においては，60/5＝12 となり，プレボーリング杭工法，鋼管ソイルセメン

ト杭工法，中掘り杭工法（セメントミルク噴出攪拌方式）においては，20～25 と場所打ち杭工法（オールケーシ

ング工法）に比べて大きな値となった。これは，杭先端での施工方法の違いなどによる影響が考えられる。 

        

   

 

 

 

 

 

 

 

  

硬岩を支持層とした載荷試験データが場所打ち杭工法（オールケーシング工法）で 3 例，中掘り杭工法（コンク

リート打設方式）で 2 例と，分析に必要なデータ数が十分ではないことから，表-2に示す軟岩における一軸圧縮

表-2 軟岩における杭先端の極限支持力度の特性値の推定に関する提案式 

N値より
求める場合

qu値より

求める場合

参考値：
道示Ⅳ砂れき式

場所打ち杭工法
（オールケーシング工法）

杭径 60N (≦12000) 5qu (≦12000) 160N (≦8000)

プレボーリング杭工法 杭径 140N (≦17000) 7qu (≦17000) 300N (≦15000)

鋼管ソイルセメント杭工法
ソイルセメント

柱径
100N (≦15000) 5qu (≦15000) 240N (≦12000)

中掘り杭工法
（セメントミルク噴出攪拌方式）

杭径 125N (≦15000) 5qu (≦15000) 250N (≦12500)

杭先端の極限支持力度の特性値qd(kN/m
2
)

杭工法
支持力推定時
の杭の有効径
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ステンレス鋼と炭素鋼部材の異材摩擦接合継手に関する実験的研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  澁谷 敦       

 

 

1. まえがき 

2017 年の道路橋示方書の改定において，道路橋の設計供用期間について 100 年を標準とすることが規定され，

設計供用期間中における部材の耐久性能の確保は，橋の耐荷性能の前提条件となる．鋼道路橋において腐食による

損傷は，橋の耐荷性能を著しく低下させる要因である．鋼道路橋の防食方法で一般的に用いられている塗装は，一

般的な環境での耐久性は十分あるものの，海岸付近や冬期に凍結防止剤を散布するなどの厳しい環境では塗膜の劣

化が早い．また，維持管理費の低減を目的に用いられている耐候性鋼板も，厳しい腐食環境では，さびの進展の抑

制が期待できる保護性さびの生成が十分ではなく，鋼部材の断面欠損を伴う腐食が生じている事例が多く報告 1)

されている． 

このようなことから，無塗装でも高い防食性能を発揮し塗替え塗装にかかる維持管理費の削減が期待でき，かつ，

使用地域を限定しない高い耐食性能を有する高機能鋼材のニーズが高まっている． 

 

2. 研究目的 

高い耐食性能を有する高機能鋼材としてステンレス鋼に着目した．ステンレス鋼は，鋼道路橋で一般的に使用さ

れている SM材等の炭素鋼と比べて製造コストが高いため，ライフサイクルコストで適用効果が高い部材に限定し

て使用されることが有効と考えられる．ステンレス鋼を適材適所に用いて，橋の耐久性能を向上させる考え方であ

る．一方，ステンレス鋼と SM材等の炭素鋼を組合せて使用する場合，高力ボルトや溶接による両鋼材の接合箇所

において水濡れの状態が維持されると，それらの電位差による異種金属接触腐食の発生が懸念される．この異種金

属接触腐食を防ぐためには，適切な方法で電気的な絶縁を行う必要がある． 

本研究では，ステンレス鋼と炭素鋼との異材摩擦接合継手において，異種金属接触腐食に配慮した摩擦接合面の

処理方法について実験的研究を行った． 

 

3. 研究方法 

電気的絶縁を考慮した異材摩擦接合継手におけるす

べり係数の評価，およびリラクゼーションの計測に用

いた試験体の形状を図-1 に示す．荷重の作用方向に 2

本のボルトを有する 2 面摩擦接合継手の引張試験体で

ある．本研究では，腐食による損傷が再発する可能性

がある部位，点検や塗替え塗装等の維持管理が困難な

部位の部材を，ステンレス鋼部材へ交換することを想 図-1 試験体形状 
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5. 結論 

本研究では，ステンレス鋼と炭素鋼との異材摩擦

接合継手において，異種金属接触腐食に配慮した摩

擦接合面の処理方法について実験的研究を行った．

今回の実験結果の範囲では，接合面にアルミナ溶射

を施した試験ケースでは，0.45を超えるすべり係数

を有することが確認された．また，GFRP板およびエ

ポキシ樹脂板を絶縁フィラープレートとして用いた

試験ケースでは，すべり係数は 0.4 に満たないが，

荷重と母材間の変位の関係において，すべり発生後

に急激な荷重低下が生じないことが確認された． 

高い耐食性能を有する高機能鋼材を適材適所に用

いて，橋の耐久性能を向上させるために，図-5に示

すフローで研究を進めており，今後，暴露試験等に

より耐久性能，実験による圧縮部材の耐荷性能，お

よび実橋部材へステンレス鋼を適用した場合につい

てステンレス鋼の特性を考慮した解析的検討を行う

必要がある． 
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本研究は，土木研究所，日本鋼構造協会，日本橋梁建設協会，長岡技術科学大学，長岡工業高等専門学校，早稲

田大学，本州四国連絡高速道路との共同研究「耐久性向上のための高機能鋼材の道路橋への適用に関する共同研究」
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所属：宮地エンジニアリング株式会社 

 

<参考文献> 

1) 玉越隆史，横井芳輝，岡田紗也加，水口知樹，強瀬義輝：耐候性鋼橋の外観性状によるさび状態の評価法に関する研究，国 

土技術政策総合研究所資料，第 828号，2015.2. 

2) 市川篤司，長嶋文雄，山田稔，羽田政浩：絶縁性能を付与した摩擦接合継手の静的強度および疲労強度試験，土木学会論文

集，No.546/Ⅰ-37，1996.10 

3) 日本鋼構造協会：ステンレス鋼土木構造物の設計・施工指針(案)，2015.11 

図-5 研究の全体フロー 

適用箇所の選定
・既設橋で交換の可能な対傾構や横構などの部材

・今後建設される耐候性橋の支点部ブロック

鋼種の選定
・オーステナイト系： SUS304，SUS316
・二相系： SUS821L1，SUS323L

検討課題の抽出
・異種金属接触腐食に対する絶縁仕様

・絶縁処理を行った摩擦接合面のすべり耐力

・腐食耐久性の確認

・選定した鋼材の機械的性質の確認

・部材の耐荷性能の確認（対傾構，横構）

・実橋に適用した場合の耐荷性能の確認

絶縁仕様の選定
・塗装仕様： アルミナ溶射，

ガラスフレーク入り塗料

・Fill PL： GFRP板，エポキシ樹脂板

すべり耐力試験
・SUS316とSS400との組合せ

・リラクゼーション試験

・すべり耐力試験（1面摩擦，2面摩擦）

・再すべり試験（1面摩擦，2面摩擦）

・絶縁抵抗の測定

耐久性能の確認
・促進試験

・暴露試験 ⇒ 場所と期間

鋼材の機械的性質の確認
・引張試験（L方向，C方向）

・シャルピー衝撃試験（L方向，C方向）

・硬さ試験

部材の耐荷性能の確認
・対傾構，横構の実績調査

・試験パラメータの選定

・部材の耐荷力試験（対傾構，横構）

ステンレス鋼の特性を考慮

した解析的検討
・実橋の部材に適用した場合の耐荷

性能の確認

共同研究報告書
・適用条件，特性値，制限値の決定

・設計マニュアルの作成

荷重－変位関係

耐久性能・ボルト接合 耐荷性能・材料強度
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道路橋示方書の基準策定に係る調査研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  高瀬 弘 

 

 

1. はじめに 

平成 29年 11月に道路橋示方書（以下，H29道示）が改定された。H29道示では，それまでの許容応力度法によ

る設計から，部分係数設計法及び限界状態設計法による設計へと移行し，部材単位の耐荷性能や耐久性能の確保が

設計の基本とされている。本研究では，H29道示の改定にあたり，H29道示の考え方に合わせてこれまでの設計で

考慮されてきた事項を再整理するとともに，H29道示の規定策定における根拠となる事項について調査を行った。

本報告書では，整理した根拠等のうち，施工時応力度制限値及びアンカーボルトに関する事項について記載する。 

2. 施工時応力度制限値 

平成 24年道路橋示方書(以降 H24道示)では，施工時荷重を考慮した場合の許容引張応力度はコンクリートの設

計基準強度に応じて定められており，コンクリートの設計基準強度が 30N/㎜ 2で 2.2N/㎜ 2，40N/㎜ 2で 2.5N/㎜ 2，

50N/㎜ 2で 2.8N/㎜ 2，60N/㎜ 2で 3.0N/㎜ 2となっている。これは，設計基準強度に相当するコンクリートの引張応

力度とほぼ同じ値であるため施工時許容引張応力度は，材齢 28日に対して定められたものである。張出し架設な

ど施工初期段階の若材齢時において，コンクリート引張強度がまだ低い段階でも施工時荷重などの影響でコンクリ

ートに引張応力が発生する可能性があり，施工時にひび割れを発生させるリスクとなっている。 

そこで平成 29年道路橋示方書では，施工途中の各段階における材料強度や構造などが変化することを考慮して

限界状態を設定することになっている。ここでは，H29道示における施工時の限界状態として施工時応力度制限値

の設定について検討を行った内容を示す。 

2.1 施工時応力度制限値算定に用いる圧縮強度及び引張強度 

 コンクリートの強度が材齢に応じて変化することを想定したコンクリート圧縮強度は，材齢，温度依存性，セメ

ントの種類，水セメント比の影響を考慮できる日本コンクリート工学会（以降 JCI）の式(1)1)とし，引張強度は

JCIの圧縮強度式を基に，H29道示の式(3)2)により算定を行う。 

1）圧縮強度予測式 1) 

設計時に施工工程計画・架設設計に用いるために参考とする

標準的なコンクリート配合を以下のように想定した結果，圧縮

強度予測式は式(1)及び式(2)のとおりとなる。 

𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑒𝑒) = 𝑡𝑡𝑒𝑒−𝑆𝑆𝑓𝑓
𝑎𝑎+𝑏𝑏�𝑡𝑡𝑒𝑒−𝑆𝑆𝑓𝑓�

𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑛𝑛) ..................... (1) 

・早強ポルトランドセメント，プレストレストコンクリート

W/C=43%（H29道示Ⅲ，p186 表-解 6.2.1） 

・管理材齢 28 日：𝑓𝑓′𝑐𝑐(28)は JCI1)より 57(N/㎜ 2) 

・コンクリート養生温度（外気温一定）標準温度相当 20℃ 

𝑡𝑡𝑒𝑒 ：有効材齢（日） 

𝑡𝑡𝑛𝑛 
：20℃水中で養生したコンクリート
の管理材齢（日） 

𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑒𝑒) ：有効材齢 𝑡𝑡𝑒𝑒における圧縮強度
（N/mm2） 

𝑎𝑎, 𝑏𝑏 ：セメントの種類及び管理材齢に応
じた圧縮強度を示す係数 

𝑆𝑆𝑓𝑓 
：セメントの種類に応じた硬化原点
に対応する有効材齢（日） 

𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑛𝑛) ：管理材齢 𝑡𝑡𝑛𝑛における圧縮強度
（N/mm2） 

𝜎𝜎𝑐𝑐 
： コ ン ク リ ー ト の 圧 縮 強 度
(=𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑒𝑒)) 

表-1 JCI の圧縮強度予測式の各記号説明 
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𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑒𝑒) = 𝑡𝑡𝑒𝑒−0.30
1.623+0.941(𝑡𝑡𝑒𝑒−0.30)

𝑓𝑓′𝑐𝑐(28) ........................................................................................................ (2) 

2）引張強度予測式 2) 

コンクリートの引張強度は，H29道示の式(3)2)を用い，その式中の𝜎𝜎𝑐𝑐は式(2)の𝑓𝑓′𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑒𝑒)を用いる。𝜎𝜎𝑐𝑐に用い

る圧縮強度は，コンクリート道路橋施工便覧の配合強度の考え方 3)より，品質の不均一を排除するため変動係

数による割り増し係数を考慮し，式(4)とする。ここでは，変動係数を V=10％と想定する。ｋ＝0.85／（1-3

Ｖ／100）＝0.85／（1-3×10／100）＝1.21 コンクリートの配合強度は，設計基準強度に対し 5％フラクタ

イル値を確保するために，その品質を確保するため配合設計で割増しされるため式(4)で示される。 

𝜎𝜎𝑐𝑐𝑡𝑡 = 0.23𝜎𝜎𝑐𝑐
2
3  ................................................................................................................................. (3) 

𝜎𝜎𝑐𝑐𝑡𝑡5% = 𝜎𝜎𝑐𝑐𝑡𝑡/1.21 = 0.23𝜎𝜎𝑐𝑐
2
3/1.21 ................................................................ (4) 

2.2 H24道示の許容応力度で確保していた安全率 

 施工時応力度制限値は，H24道示と同程度の安全余裕を確保するため，プレストレストコンクリートの許容応力

度（表-2）で確保していた安全率（表-3）と同程度を確保する。なお，施工中に持続性のある荷重として温度時割

増しを考慮した。 

表-2 H24道示の許容応力度（温度時割増しあり） 

 

 

 

 

 

 

表-3 H24道示で確保していた安全率 

 

 

 

 

 

2.3 H29道示の施工時応力度制限値で確保すべき 

安全率 

標準的に用いられるポストテンション方式の

場所打ち桁として，表-3 の設計基準強度の標準

値 40N/㎜ 2を代表として H29 道示で施工時に確

保すべき安全率を表-4 にまとめた。 

2.4 H29道示の施工時応力度制限値の試算結果 

2.1で示した条件による施工時応力度制限値（図-1）は，JCI1）の発現強度に対して 5%フラクタイル(変動係数に

よる係数 3) ÷1.21)とした圧縮強度の特性値に対して，安全率(表-4)を確保する設定を行った。JCI式は，設計基

表-4 H29道示施工時応力度制限値の安全率 

H24道示安全率（設計基準強度÷温度時許容応力度） σck'= 30 σck'= 40 σck'= 50 σck'= 60

曲げ圧縮 設計基準強度÷曲げ圧縮応力度 2.2 2.3 2.6 2.7
軸圧縮 設計基準強度÷軸圧縮応力度 3.1 3.2 3.2 3.5
曲げ引張 設計基準σt÷曲げ引張応力度 1.3 1.3 1.3 1.4
斜引張 設計基準σt÷斜引張応力度 2.0 2.0 2.0 2.2
プレ直後曲げ圧縮 H24道示Ⅲ20.8(2)4) 1.7 1.7 1.7 1.7
プレ直後軸圧縮 プレ曲げ圧縮安全率1.7÷0.85 2.0 2.0 2.0 2.0
プレ直後曲げ引張 設計基準σt÷曲げ引張応力度 1.3 1.3 1.3 1.4
プレ直後斜引張 設計基準σt÷斜引張応力度 2.0 2.0 2.0 2.2

安全率
2.3
3.2
1.3
2.0
1.7
2.0
1.3
2.0

プレストレッシング直後軸圧縮応力度
プレストレッシング直後曲げ引張応力度
プレストレッシング直後斜引張応力度

H29道示施工時制限値の安全率
曲げ圧縮応力度
軸圧縮応力度
曲げ引張応力度
斜引張応力度
プレストレッシング直後曲げ圧縮応力度

H24道示温度時の許容応力度（割増係数×1.15） 単位 σck'= 30 σck'= 40 σck'= 50 σck'= 60

曲げ圧縮 表3.2.2 その他長方形 ×1.15 N/㎜2 13.8 17.3 19.6 21.9

軸圧縮 表3.2.2 その他軸圧縮 ×1.15 N/㎜2 9.8 12.7 15.5 17.3

曲げ引張 表3.2.4 主荷重＋温度変化の影響 N/㎜2 1.7 2.0 2.3 2.5

斜引張
表3.2.5 主荷重 せん断、ねじりとも
に考慮

N/㎜2 1.1 1.3 1.5 1.6

プレ直後曲げ圧縮 表3.2.2 プレ直 長方形 N/㎜2 15.0 19.0 21.0 23.0

プレ直後軸圧縮 表3.2.2 プレ直 長方形 N/㎜2 11.0 14.5 16.0 17.0

プレ直後曲げ引張 表3.2.3 プレ直後 N/㎜2 1.2 1.5 1.8 2.0

施工時曲げ引張 表3.2.4 施工時荷重 N/㎜2 2.2 2.5 2.8 3.0
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リートが支圧破壊を起こすことが知られており，せん断耐力の特性

値𝑆𝑆𝑏𝑏𝑐𝑐（式（6））は，ダウエル作用による鉄筋 1本あたりのせん断耐

力が接合面からℓ区間における支圧強度がせん断力と釣り合うと仮

定した式（5）5）から定まる（図-3）。H29 道示の支圧破壊は，限界

状態１相当で考えるため，弾性限界として鉄筋降伏時 1/3相当とし，

支圧強度𝜎𝜎𝐵𝐵をコンクリート設計基準強度𝜎𝜎𝑐𝑐𝑐𝑐相当にするため1.5倍

して，限界状態 1の支圧強度の特性値（式(6)）を求めている。 

Ｑ𝑢𝑢 = 1.30𝐷𝐷2�𝜎𝜎𝐵𝐵𝜎𝜎𝑠𝑠𝑠𝑠 ............................ （5） 

式(5)に以下を代入して，道示式である式(6)が求まる。 
1.30
3

= 0.43 → 0.45  0.45 × 1.5 = 0.675 → 0.68   𝜎𝜎𝐵𝐵→𝜎𝜎𝑐𝑐𝑐𝑐 

𝑆𝑆𝑏𝑏𝑐𝑐 = 0.68𝐷𝐷2�𝜎𝜎𝑐𝑐𝑐𝑐𝜎𝜎𝑠𝑠𝑠𝑠 ............................ （6） 

3.3 付着破壊に対する付着強度の特性値 

 付着破壊は，アンカーボルト周辺のコンクリートの付着強度を超えた場合に生じる破壊である。付着強度は，

Orangunの提案式(7)7)をもとにしている。 

𝑓𝑓0 = �1.2 + 3𝐶𝐶
∅

+ 50∅
𝑙𝑙

+
𝐴𝐴𝑡𝑡𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡
35𝑠𝑠∅

��0.07𝑓𝑓𝑓𝑓′÷10 ............ (7) 

c = ∅：かぶり厚＝鉄筋径 

𝑙𝑙 = 20∅：定着長＝20φ（重ね継手長の最小値） 

𝐴𝐴𝑡𝑡 = 0：横方向鉄筋の断面積を 0（横方向鉄筋補強の効果を考慮しない） 

Orangunの提案式に上記 𝑓𝑓，𝑙𝑙，𝐴𝐴𝑡𝑡を代入することで表-6のとおりH29道示の付着強度及び付着応力度が得られる。 

4.結論 

H29道示の根拠として，コンクリート橋における施工時応力度制限値の算定方法及び試算結果，アンカーボルト

による連結の各破壊形態の特性値の根拠を示した。 

5.謝辞 

本研究にあたり，ご指導頂きました石田雅博上席研究員，大島義信主任研究員，ならびに構造物メンテナンス研

究センターの皆様に深く感謝の意を表します。 

所属：株式会社アサノ大成基礎エンジニアリング 
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コンクリートの設計

基準強度𝑓𝑓𝑓𝑓′ 
240 300 400 kgf／cm2 

付着強度の特性値 2.75 3.07 3.55 N／㎜ 2 

付着応力度の基本値 

(付着強度÷1.7) 
1.60 1.80 2.00 N／㎜ 2 

図-3 ダウエル作用の概要図 

表-6コンクリートの付着強度及び付着応力度 
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プレキャスト部材を用いた既設カルバートの耐震性能評価と補強方法に関する研究 
 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  山崎 旬也      

 

 

1. まえがき 

建設現場では人手不足を背景に現場の省力化や効率化を目的として，コンクリート構造物のプレキャスト化が行

われている．カルバート等の地中構造物についても，場所打ちに替えて大型のプレキャスト部材を用いたカルバー

トの採用実績が増えている．そのような中，プレキャストアーチカルバートは常時・地震時において，様々な損傷

事例が報告されている 1)．これらの損傷の要因は，基礎地盤および周辺地盤の沈下，過少な平面交差角等による偏

土圧，縦断方向荷重の作用に大別することができる．その中で，縦断方向荷重に関しては，上載盛土の影響による

ものであると藤原ら 2)は分析している．  

 

2. 研究目的 

本研究の対象としたプレキャストカルバートは高速道路内での使用実績が 90%程度を占める 3)2ヒンジ式プレキ

ャストアーチ（以下，2ヒンジアーチ）と 3ヒンジ式プレキャストアーチとした．一般的に，地中構造物であるカ

ルバートは，図－1に示すような，横断方向（函軸直角方向）の耐荷力によって上載荷重を支えており，縦断方向

（函軸方向）に上載荷重の支持機能は無いとされている 4）．しかしながら，縦断方向荷重による 2ヒンジアーチ

の損傷は写真－1(a)に示すような側壁基部に発生しており，横断方向の耐荷力に影響が大きいと考えられる．この

ため，本年度は横断方向の耐荷力や変形性能の低下が生じるか確認することを目的に，縦断方向荷重による損傷を

受けた 2 ヒンジアーチの正負交番載荷実験を実施した． 

 

3. 研究方法 

3.1.模型供試体のモデル化 

 模型供試体は図－2 に示すように，内空幅 11.633m，

内空高 9.283m，部材厚 0.750m，縦断方向長さ 0.995m

の 2 ヒンジアーチをモデルとした．これは実現場と同

様の構造であり，この現場では写真－1 のような縦方

向荷重による側壁基部にひび割れや頂版部材の目地部

のコンクリートの剥落が生じている．本実験では耐震

性能に影響が大きいと考えられる側壁部材のみを取り

出し，正負交番載荷実験による耐震性能評価を行うこ

ととした．模型供試体は，実験時に頂版部材との接合

部において軸方向力を作用させるが，アーチ形状をし

図－1 カルバート検討方向の定義 

(a) 側壁基部のひび割れ  (b) コンクリートの剥落 

  写真－1 2ヒンジアーチの損傷事例 1） 
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ていると軸方向力載荷装置が複雑化するため，図－3(a)に示すように，アーチ部を直線とした逆 T型擁壁形状とし，

実物大に対して 1/3のサイズとした．模型供試体の配筋は，実物大に対して，相似則に配慮して鉄筋比ができる限

り近くなるように設定した．図－3(b)に模型供試体の断面配筋図を示す． 

3.2.模型供試体の製作 

 模型供試体の材料は，JIS A 5308に適合したレディミクストコンクリートを用いることとし，呼び強度 40N/mm2，

スランプ 12cm，粗骨材の最大寸法 20mmのものを使用した．配筋には，D4，D6，D13の JIS規格品を用いた．また，

模型供試体の製作に先立ち，JIS Z 2241 の規定に基づいて使用する鉄筋の引張強度試験を実施した．なお，本実

験での塑性化の判定には，この試験から得られた降伏ひずみ 2007μを用いることとした．正負交番実験において，

ひずみを計測したのは主鉄筋として使用した D13のみである．表－1に鉄筋の引張強度試験結果を示す． 

3.3.実験ケースおよび載荷方法 

実験ケースは縦断方向荷重による損傷の影響を確認するため，縦断方向荷重の載荷の有無の 2 ケースとした．

載荷方法は軸方向力，正負交番載荷および縦断方向荷重の 3方向載荷とし，油圧ジャッキ 3基を用いて載荷した．

実験ケースは縦断方向荷重の有無をパラメーターとした2ケースで，縦断方向荷重を載荷していないものをCASE-1，

縦断方向荷重を載荷したものを CASE-2とした．載荷イメージ図を図－4に示す．  

図－2 2ヒンジアーチ構造図 

（a）構造図      （b）配筋図 

図－3 模型供試体の断面図 

種別 主鉄筋 配力筋 せん断補強筋

呼び名 D13 D6 D4

規格 SD345 SD345 SD295A

公称断面積（mm2） 126.7 31.7 14.1

降伏強度（N/mm2） 375.4 402.4 393.6

引張強度（N/mm2） 551.2 565.2 528.7

弾性係数（kN/mm2） 187.1 195.1 189.2

降伏ひずみ（×10-6） 2007 2062 2080

伸び（%） 25.4 25.1 22.6

表－1 鉄筋の引張強度試験結果 

図－4 載荷イメージ図 
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4. 研究結果 

4.1 縦断方向荷重を載荷しないケース（CASE-1） 

CASE-1 の水平荷重-層間変形角の履歴曲線を図－5(a)に示す．また，本実験における層間変形角の定義を図－6

に示す．CASE-1の正側載荷では，水平荷重 22.8kNで側壁基部の最外縁鉄筋の初降伏を確認した．この時の水平変

位は 18.3mmであった．負側載荷では，水平荷重 32.8kNに側壁基部で初降伏を確認している．この時の水平変位δ

は 18.3mmであった．以上の結果から，正負ともに基準変位δy=18.3mmとし，2サイクル目以降の繰り返し載荷を

行った．水平荷重は，正負ともに 2δy にて最大荷重を計測しており，それぞれ Pmax（正側）=35.4kN，Pmax（負

側）=37.8kN であった．その後，徐々に水平荷重が低下し，正負ともに 8δy にて主鉄筋の座屈およびかぶりコン

クリートの剥落により終局に至っている．この時の層間変形角は 5.36%で，カルバートの設計基準の中でも大きな

閾値である 2.0%5）を大きく上回っている．主鉄筋の座屈が発生した位置は部材厚が変化する断面変化点である．

終局時においても軸方向力 100kNは保持したままであり，トンネルの内空が確保できなくなるような破壊には至ら

ないと考えられる．  

4.2 縦断方向を載荷したケース（CASE-2） 

CASE-2の水平荷重－層間変形角の履歴曲線を図－5(b)に示す．CASE-2は縦断方向荷重 19.4kN時に初期ひび割れ

が基部に発生した．その後，縦断方向荷重 28.4kNで側壁基部に初降伏ひずみを確認しており，その時の最大ひび

割れ幅は 0.55mmで，縦断方向への変位量は 19.0mmであった．正負交番載荷では CASE-1と同じ基準変位δyを載

荷しており，正側載荷では，3δy時に最大荷重 Pmax（正側）=32.3kNを計測し，負側載荷では，4δy時に最大荷

重 Pmax（負側）=36.0kNを計測した．その後，徐々に水平荷重が低下し，正側，負側ともに 7δyにて，最大水平

荷重の 80％以下に低下するとともに，主鉄筋の座屈により終局に至っている．この時の層間変形角は 4.7%で，耐

震性能の閾値とした 2.0%を上回っている．主鉄筋の座屈が発生した位置は，CASE-1よりも基部に近い位置である．

CASE-1 と同様に，終局時においても軸方向力 100kN は保持したままであり，トンネルの内空が確保できなくなる

ような破壊には至らないと考えられる．  

4.3 CASE-1，2の比較 

CASE-1, 2 の包絡線の比較を図－7 に示す．CASE-2 では CASE-1 に比べ，最大水平荷重が正負ともに小さくなっ

ていることから，縦断方向荷重による損傷の影響を受けていることが伺えるが，大きな差異は見られない．この要

因として考えられるのが，主鉄筋が座屈している箇所のせん断補強筋の有無である．CASE-1，2のせん断補強筋の

配置区間と損傷位置の比較を図－8に示す．CASE-1では終局時に断面変化部で主鉄筋の座屈によりコンクリートの

剥落が生じているが，CASE-2では縦断方向荷重により主鉄筋の座屈位置が基部へと移行している．CASE-2は縦断

方向荷重により基部への初期ひび割れが発生したため，そこに損傷が集中することで，主鉄筋の座屈位置が CASE-1

よりも基部に移行したと考えられる．しかしながら，対象とした 2ヒンジアーチは，側壁基部にせん断補強筋が配

置されており，これが主鉄筋の座屈を抑制することで，変形能に大きな違いが見られなかったと考えられる．また，

CASE-2 では終局時の水平荷重の低下が CASE-1 に比べ抑えられている．これは CASE-1 がせん断補強筋配置区間よ

りも上部で主鉄筋の座屈が生じているため，座屈範囲が大きくかぶりコンクリートの剥落の範囲も大きいためと考

えられる．これらのことから，主鉄筋が座屈している箇所のせん断補強筋の有無が 2ヒンジアーチの耐震性能に大

きく影響していることが伺える． 
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5.結論 

 本研究では，縦断方向荷重による損傷を受けた 2ヒンジアーチの横断方向の耐震性能評価を確立することを目的

に，2ヒンジアーチの側壁部材の正負交番載荷実験を実施した．以下に，実験により得られた知見を示す． 

(1). 本実験の条件内において，縦断方向荷重による損傷を受けた 2 ヒンジアーチでも耐震性能の基準として用い

られている層間変形角 2%を大きく上回っており，耐震性能を有すると判断できる．  

(2). 縦断方向荷重による損傷の有無にかかわらず，2ヒンジアーチは主鉄筋の座屈により終局に至るため，座屈を

抑制するような，せん断補強筋や帯鉄筋を配置する必要があると考えられる． 

なお，本研究は，土木研究所と京都大学，(株)高速道路総合技術研究所との共同研究である「プレキャスト部材

を用いた既設カルバートの耐震性能評価と補強方法に関する共同研究」の成果の一部である． 
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図－5 水平荷重-層間変形角の履歴曲線 
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図－7 包絡線の比較 図－8 せん断補強筋配置区間と損傷位置の比較 
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実橋梁より撤去された PC 桁を用いた外ケーブル補強の効果に関する研究 

 

チーム名等 橋梁構造研究グループ 

氏 名 渡辺 遼 

 

 

1. まえがき 

道路橋の高齢化が進む中，様々な要因による損傷事例が報告されている．橋梁の合理的かつ適切な維持管理を行って

いくために，損傷の生じた橋梁の残存性能を適切に評価し，橋梁の性能を確実に回復する信頼性の高い工法により，橋

梁を補修・補強することが求められている． 

外ケーブル工法は，耐荷性能が低下した PC 橋の性能改善を目的とした補強工法として採用例の多いものの一つ 

であるが，PC 鋼材の腐食が進行した状況での研究事例では，PC 鋼材が腐食した PC 桁の外ケーブルによる補強効果 

は健全な桁に適用した場合に比べて低下するという報告と，同等であるという報告がそれぞれにあり，知見が分かれる．

知見が分かれる理由は，PC 鋼材の腐食程度が補強効果にどの程度影響を及ぼすのかが未だ明確にされていないた

めであると考えられる． 

 

2. 研究目的 

本研究の目的は，外ケーブル工法の補強効果を低下させる要因を把握し，それらの要因を考慮して外ケーブル工法の

補強効果を評価する方法を検討することである． 

 

3. 試験方法 

3.1 概要 

本年度は，架け替えとなった実橋梁から入手した，PC 鋼材腐食等の損傷を有する外ケーブル工法により補強さ 

れた撤去桁を用いて載荷試験を実施し，補強効果の確認を行った． 

 

3.2 試験に用いた撤去桁 

試験に用いた撤去桁は，北海道内にある，河口から上流側 50m 程度に位置する 3 径間単純 PC ポストテンション 

T 桁橋より入手した．架橋から 34 年を経過した平成 8 年度には，塩害による PC 鋼材腐食等に対して表面塗装と外 

ケーブル補強が施されたが，再劣化が進行したため，平成 29 年度に架け替えが行われた．今回，外ケーブル補強 

が実施されている第 3 径間の G4 桁を入手した．本橋の全景を写真-1 に，諸元を表-1 に示す．また，現地での外ケ 

ーブル設置状況を写真-2 に示す． 
表-1 橋梁諸元

 

 

 

 
 

写真-1 橋梁全景 写真-2 外ケーブル設置状況 
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表-2 材料諸元 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 試験桁断面図 寸法単位：mm 

 
 

 
※支間長は載荷試験時の状態 

図-2 試験体側面図 

寸法単位：mm 

 
 

 
図-3 試験桁損傷図 

寸法単位：mm 

 
試験に用いた撤去桁の材料諸元を表-2 に，試験体断面図を図-1 に，試験体側面図を図-2 に示す．なお，本橋は 

設計図書がなく，断面図は，桁形状を実測した結果に基づくもの，材料諸元は，外ケーブル補強時の設計計算書等に記

載されたものである． 

外観目視および載荷試験後の解体調査により確認した桁の損傷図を図-3 に示す．なお，河川上流側の側面は目 

立った損傷が確認されなかったため割愛する．受領した第 3 径間 G4 桁は，補強時点では，PC 鋼材 2 本（PC 鋼材 5 

と 8）の全素線が破断したと想定し外ケーブル補強がなされた．実際には，計 4 本の PC 鋼材で素線が全数，また 

は一部破断しており，補強時の想定より複雑な破断状況にあることが分かった． 
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材料 物性値 定数 単位 

 

コンク 

リート 

圧縮強度 40.000 N/mm2 

引張強度 2.690 N/mm2 

ヤング係数 31,000 N/mm2 

 

 
PC 

鋼材 

規格 12φ5 - 

断面積 235.7 mm2 

ヤング係数 200,000 N/mm2 

降伏点強度 1,470 N/mm2 

引張強度 1,715 N/mm2 

 

 
外ケー 

ブル 

規格 F40T - 

断面積 191.8 mm2 

ヤング係数 190,000 N/mm2 

降伏点強度 1,568 N/mm2 

引張強度 1,862 N/mm2 
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載荷試験における支間中央での荷重-変位関係を図-6 に 

示す．また，図-6 の低荷重域を拡大した図を図-7 に示す． 

なお，載荷試験（1）は点線が荷重①の載荷と除荷，実線が 

荷重②の載荷と除荷における荷重-変位関係である． 

図-7 より，荷重①の載荷では，載荷荷重 240kN 付近で傾 

きが緩くなっているが，ひび割れ発生により桁剛性が低下 

したことが要因と考えられる．また，π ゲージによるひび 

割れ開口変位から判断したひび割れ開口荷重時にも桁剛性 

が低下していることが確認できる． 

終局荷重に至るまでの荷重-変位関係は，載荷荷重 350kN 

（図-6 中（a））付近で傾きが緩くなり，載荷荷重 545kN（同 

図（b））付近で，荷重が増加しなくなった．その後，変位 

210mm 程度に達したとき（同図（c））に荷重が下がり始めた 

ため，終局に至ったと判断した．ここで，PC 鋼材の破断が 

無く健全な状態での本試験体の終局曲げ耐力（上縁コンク 

リート圧壊時）は 520kN であり，試験での最大荷重 545kN 

はこれを上回る． 

 

5. まとめ 

今回の試験において得られた知見を以下に示す． 

 
図-6 載荷試験 荷重-変位関係 

 

 
図-7 載荷試験 荷重-変位関係（低荷重域） 

(1) 載荷試験時の最大荷重は，健全な状態における計算上の耐荷力を上回ることが確認された． 

(2) 載荷試験時のひび割れ開口荷重は，外ケーブル補強により増加した． 

(3) 以上より，内部の鋼材が腐食した状態においても，外ケーブル工法は一定の補強効果を有すると言える．一方，

試験後に行った解体調査の結果，内部の PC 鋼材破断状況は補強時に想定したような単純な 1 断面内での 2 本破

断ではなく，より複雑なものであった．複雑な破断状況を加味し，耐荷性能を適切に評価する方法について，今後，更

なる検討を要する． 

 

6. 謝辞 

本研究にあたり，多大なるご指導を頂きました，石田上席研究員，山本主任研究員，山口元研究員ならびに構造物メ

ンテナンス研究センターの皆様に深く感謝の意を表します． 

所属：株式会社ワイ・テック 
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する．また，解析結果を基に基礎に作用する断面力算出方法の一般化を行う． 

5-2．側方流動圧算定式の構築，試設計 

5-1．の結果を踏まえ，側方移動を考慮した基礎の設計手法について検討する。設計手法として，

現行の杭基礎便覧に示されている流動圧の算出方法（設計式）を更新又は新たに構築するのか，I

値を改良するなどした補正係数等により考慮するのか等，基礎の設計体系への反映方法を検討する

必要がある． 

また，反映方法の検討にあたっては，側方移動を考慮した既往の設計事例等を収集したうえで，

試設計を行うなどの検証作業も必要となる． 

 

6．まとめ 

側方流動が道路橋基礎に与える影響の把握，流動圧推定式及び基礎の設計手法の構築を目的として，

側方移動を模した遠心模型実験結果から，基礎に作用する流動圧の分布や影響因子との関係について

考察を行った．流動圧は，地表面から軟弱層中間付近の間で極大傾向を示す地盤変位の影響を受け，

軟弱層中間のやや上方で最大値を示すこと，基礎根入長に占める軟弱層厚による影響が大きいことが

明らかとなった．今回の結果を踏まえ，流動圧の推定式を構築するとともに，側方移動を考慮した設

計手法を提案する予定である． 

 

謝辞 

ご指導頂きました，桐山耐震研究監，谷本主任研究員及び構造物メンテナンス研究センター各位に

深く感謝いたします． 
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4. 試験結果 

4.1 床版たわみ計測結果 

図－3に，走行載荷試験時における床版たわみを示す。補強前後で1ケースずつ示す。計測値は，高速フーリエ

変換（FFT）後に逆変換を行い，高周波成分を除いている。また，表－2に荷重車の通過によって生じる中後軸通

過時の最大たわみを平均した補強前後の床版たわみを示す。補強後の中後軸の軸重が補強前よりやや大きかったこ

とから，軸重の違いを補正した値も示した。表－2より，補強後の床版たわみは，補強前に比べて1割程度減少し

ていた。表－3に，対象床版のシート補強による断面二次モーメントの増加率（計算値）を示す。対象のRC床版

は目立ったひび割れが見られなかったことから，全断面有効に近いと考えられたが，実測たわみは，断面二次モー

メントの増加率から推測される値（0.111mm / 1.06）よりもやや小さい値であった。このことから，RC床版は全

断面有効に近い状態であるが，目視では分かりにくい程度の軽微なひび割れが生じていた可能性があると推察され

る。 
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4.2 シートひずみ計測結果 

図－4 に，床版支間中央の計測位置 1 とハンチ入隅部付近の計測位置 3，4 の走行試験時におけるシートひずみ

の例を，床版たわみと対比して示す。また図－5に，前軸通過時の正曲げ最大時と，中後軸通過時の正・負曲げ最

大時における床版支間方向のシートひずみ分布を示す。計測位置1のシートひずみは床版たわみと同様な正曲げの

挙動であった。 

ハンチに位置する主鉄筋方向シートの端部である計測位置6に近付くにつれて，ひずみが小さくなる傾向が見ら

れた。載荷位置は，必ずしもシート端部に不利な位置ではなかったが，この載荷条件の範囲では，シート端部の付

着が有効に機能していたと考えられる。ハンチ入隅部の計測位置3，4では，負曲げの挙動が生じていた。連続版

として見た場合に，計測位置3と同4のひずみの差が大きい傾向が見られた。 

 

図-3 走行載荷試験時床版たわみ 

表-3 補強による床版の断面二次モーメント増加率

試験値
(mm)

荷重車
軸重補正

(mm)

補強前 0.111 0.111

補強後 0.102 0.098

比率
（補強後/補強前）

0.92 0.89

表-2 補強前後床版たわみ 

全断面有効 引張無視

主鉄筋方向 1.06 1.48

配力鉄筋方向 1.03 1.37

※ 増加率は 補強後/補強前 で算出した
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電磁波レーダを利用したRC床版上面の異常検知に関する研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  松本 直士  

 

 

1. まえがき 

近年,鋼橋が有する RC 床版には,アスファルト舗装下の床版上面コンクリートが著しく劣化する砂利化と呼ば

れる損傷が発生している.この砂利化の発生メカニズムは,現在十分な研究がなされておらず不明確な部分が多い

が,床版上面に水分が供給され, 様々な要因によりで進行すると考えられている.一方で,砂利化の生じた RC 床版

は,断面補修などの部分補修や,広範囲に損傷が及ぶ場合は床版ごと打ち換えるなどの対策を講じてきた.しかし,

この補修や打ち換えは,橋面上で作業する必要があることから交通規制や通行止め,道路種別によっては仮設ルー

トを用意して実施するなど大掛かりな補修計画,多額の工費が必要となる. 

 

2. 研究目的 

本研究では,今後,予防保全的に RC 床版を管理していくことを想定し,砂利化に至る前段階での損傷検知手法を

確立するとともに,今後砂利化を引き起こす箇所を予防保全的に対策する手法を立案することを目的としている.

平成30年度は,砂利化の進行に寄与すると考えられるアスファルト舗装と床版との境界面に存在する水分を電磁

波レーダにて検知可能であるかを検証した. 

 

3. 検証概要 

本検証では,供用中のRC 床版を有する鋼橋に対し,電磁波レーダの計測,データからアスファルト舗装（以

下 As ）と床版の境界面の水分と思われる信号有無を３次元的に分析,当該箇所の開削結果と実際の性状と

の整合の確認を実施することとした.検証対象とする橋梁の諸元を表 1 に示す.また開削時に表面的な劣化

が目視困難である可能性も考慮し,コア試料による室内試験と開削面で小径微破壊試験を実施した.本検証で

実施した調査項目を表 2,電磁波レーダの仕様を表 3に示す.電磁波レーダは,表 3に示すような汎用的なマ

ルチステップ周波数タイプを使用した.なお,検証対象としたＹ橋は,積雪寒冷地の市道に位置する橋梁であ

る.調査当時,Ｙ橋は床版下面に「漏水・遊離石灰」,「舗装のひびわれ」を確認している. 

 

 

 

  

橋梁名
交差物件
橋長 88.0m 径間数 3

上部工形式
下部工形式
架設年次 昭和47年 適用示方書 昭和39年
設計活荷重 ＴＬ－２０ 交通量 不明
防水対策 無し又は機能不全 凍結防止剤 散布あり

橋梁諸元

逆Ｔ式橋台、ＲＣ柱橋脚
合成Ｈ型鋼橋

河川
Y橋

開削前 電磁波レーダ —

開削後 コア削孔 小径微破壊試験
室内試験 内在塩分量測定 圧縮強度試験

調査・試験項目

表 1 検証対象橋梁諸元 

表 2 調査項目 
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4. 検証結果 

 一般に,電磁波レーダは,取得する反射波が

強い場合は水分,減衰している場合は空洞を

検知していることが多いとされている.また,

レーダデータから砂利化を判読する場合は,

床版の上部鉄筋の反射波形が検知されている

かが重要視されている 1).しかし,本検証は水

の検知を軸としており,また,橋梁の場合は, 

As／コンクリート境界面で As にうきがある

場合や,コンクリート自体にうきがある場合

も考えられることから,従来のレーダ判読に

依らず,全体傾向から健全部の反射波形と比

べて異常がある個所を抽出することとした.

本検証に用いたレーダ画像と開削後の床版上

下面の損傷図を図 1 に示す.測線①、②の縦

断面および平面図の赤枠が異常信号と疑われ

る箇所である.代表波形の反射強度に着目す

ると,青色線が示す As ／コンクリート境界

面において,健全部の反射強度に比べ,測線①

が顕著に高い.この測線上では,他にも数箇所

で同様の傾向が見られた.また,歩車道境界部

である測線②においても,反射強度が顕著に

高い箇所と,減衰して小さくなっている箇所

が連続して見られた. 

これら異常箇所を含む範囲の舗装を開削し

た結果,滞水やうきが確認された.レーダ画像

と床版上下面の損傷図を比較したところ,う

きが確認された箇所とレーダ画像,下面の漏

水位置が一致した.また,開削時にうきの近傍

でコア試料を採取し,材料試験を行ったとこ

ろ,当該箇所のコンクリートは強度,静弾性係数ともに一般値に収まる結果となった（表 4）.加えて,同箇所

で上部鉄筋まで削孔し,鉄筋の腐食状態を確認したところ,断面減少を伴う腐食が見られた.また,この鉄筋腐

食箇所近傍で追加のコア削孔を行ったところ,内部に水平ひびわれが複数本確認され,その位置は床版上面か

ら 30mm と 50mm の位置に確認された.鉄筋の腐食状態と近傍コアの内部ひびわれの状態を確認した結果を表 

5 に,近傍コアの塩化物イオン量計測結果を表 6 に示す.また,開削前と開削後に小径微破壊試験を実施した

図 1 電磁波レーダ画像と開削後の床版上下面の損傷図 

表 3 電磁波レーダ システム概要 
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位置とその結果を図 2に示す. 当試験は、舗装もしく

は橋面上から内径 9mm の削孔を行い,その内部に内視

鏡カメラを挿入して内部を観察するものである.試験

は測線①付近で実施し,内部の水平ひびわれの有無を

確認した.試験の結果,図 2 内の削孔 No.2 と No.4 で

水平ひびわれが確認された.その他の削孔箇所では水

平ひびわれが確認されなかった. 

 

5.考察 

 電磁波レーダから判読した異常信号を基に開削調

査を実施したところ,一部において滞水や,うき,鉄筋

腐食が確認された.このうきは,床版上面のひびわれ

から塩化物イオンを含んだ水が浸透し,鉄筋が発錆,

腐食膨張したものと考えられる.この鉄筋腐食は,同

箇所の削孔結果から,水平ひびわれの位置が腐食した

鉄筋位置とその径の合計値とおおむね一致すること

から,コア内の水平ひびわれは塩化物イオンによる鉄

筋腐食によって生じたものと推定できる. 

小径微破壊試験によって見られた水平ひびわれに

ついて,鉄筋腐食位置の近傍で実施したにもかかわら

ず,表 5 と同位置で水平ひびわれが確認できなかっ

た.これは,水平ひびわれの範囲が図示するうきの範

囲内に収まっているためと考えられる.しかし,この

鉄筋腐食が塩害と仮定した場合,同深さにある床版の

上部鉄筋は同様の状態になっていると考えられるが,

今回検証では,うきとして顕在化しているのは 1 箇所

のみであった.これは,床版コンクリート打設後の乾

燥収縮ひびわれなどが同箇所の上面に生じたため,全

体よりも早くうきとして塩害が顕在化したと考えら

れる.このため,このうきが見られる測線①上にはそ

の他にも複数のひびわれが床版上面に見られること

から,時間の経過とともに同様のプロセスで損傷が進

行するおそれがある.これらの損傷は残置しておくと

床版内部のひびわれ発生や水分供給により,今後,砂

利化へ進展する可能性があることが報告されており

表 4 圧縮強度試験結果 

※）当該強度下での静弾性係数の標準値は,16.2～25.8 N/mm² 

表 5 鉄筋腐食状況 

採取コア

圧縮強度 31.4 N/mm
2

静弾性係数 17.9 N/mm
2

表 6 塩化物イオン量測定結果 

採取深度（mm） 0-20 20-40 40-60 60-80 80-100

塩化物イオン量（kg/m
3
） 1.32 1.07 0.87 0.62 0.51

図 2 小径微破壊試験の実施位置と試験結果 
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2),本検証で実施した電磁波レーダによる床版上面の異常・予兆検知は, RC 床版の予防保全的管理手法とし

て一定の有効性があると考える. 

 

6.おわりに 

 今回の検証により,電磁波レーダを予防保全的に用いることで,何らかの異常を検知できうることが示され

た.今後は,変状に応じた検知の可否についても確認する必要がある. 

また,既往研究 3)では,砂利化に至る前の中間層の存在や,中間層における材料特性の違いなどについても

示唆されており,今後,変状に応じた検知性能を検証する過程で,材料特性についても併せて確認し,砂利化の

進行段階や状態別の進行速度などについて整理していく必要がある. 
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ベイジアンネットワークを利用した定期点検データの分析手法に関する研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  遠藤 正史  

 

 

1. まえがき 

 近年社会インフラの老朽化が喫緊の課題となっているなか、橋梁では5年に1回行う定期点検が義務化された。 

一方で、老朽化橋梁の増加に伴う点検コストの増大や、橋梁についての専門知識を持った熟練技術者の減少などの

問題が顕在化してきており、より効率的な維持管理が求められている。 

 そこで、加速度的に発展するAI技術に着目して、メンテナンスサイクルにおける点検・診断・措置の信頼性向

上を目指し、ロボットなどの支援により診断に役立つデータを取得する技術や、点検の見落とし防止や効率的な調

書の作成など点検を補助する技術および、劣化要因の判断や的確な措置の判断など支援する技術、並びに点検・診

断に関するデータの取得・保存・分析・活用を円滑に行うデータ基盤の開発を行うことが望まれている。 

 

2. 研究目的 

本研究では、特に診断において効率化に資するAI技術としてベイジアンネットワークに着目し、点検データ

と橋梁基礎データ、環境データ、観測データ等から、変状・損傷との法則性、因果関係について仮説検証を

行った。 

 

3. 検証内容・結果 

3.1仮説設定 

 点検データの損傷程度や対策区分の結果は橋梁基礎データ、環境データ等の諸元データによって説明が可能な

ものがあるのではないかということを出発点にし、維持管理系のマニュアルには大抵記載されている「RC床版は

車両走行の繰返し輪荷重をうけ疲労し劣化する」という記述から、「交通量が多く経過年が長い場合は損傷の原因

は疲労であり、対策が必要である」という仮説を立てた。 

3.2 ベイジアンネットワークによる仮説検証 

3.2.1 ベイジアンネットワークの概要 1) 

ベイジアンネットは不確実性を含む事象の予測や合理的な意志決定、観測結果から原因を探る障害診断などに

利用することのできる確率モデル(グラフィカルモデル) の一種である。 

最近、このモデル上での確率推論アルゴリズムの進歩や、不確実性を含む様々な問題への応用事例、ソフトウェ

アの普及などにより、知的情報処理システムへの利用が現実的になってきている。 

ベイジアンネットは条件付確率分布群によって対象をモデル化する一般的な枠組みであると言える。条件付確

率分布として表現できる対象は非常に多く、また条件付確率分布を表によって表すために自由度が高く、従来の他

のモデルで扱われている問題の多くもベイジアンネットの枠組みによっても表現できる。さらにこうしたベイジ
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アンネットによってモデル化を行うことにより可能となる有効な情報処理がある。一つは観測した変数群から未

観測の対象の確率分布を計算する確率推論であり、もう一つはそのためのモデルを統計データから構築する統計

的学習である。 

 

図 1 ベイジアンネットワークのイメージ 

3.2.2ベイジアンネットワークの試行 

1)サンプルデータ 

・対象部材：鋼橋 コンクリート床版 

・対象変状：床版ひびわれ 

・データ数：1886部材 

・データ項目：下表参照 

目的とする項目（以降目的変数とする）には点検調書より原因統合、損傷程度、対策区分、健全性といった

ものを採用し、それらに関連があると想定される項目（以降説明変数とする）には諸元より設計活荷重、桁形

式区分、平面形状、床版厚、防水有無、経過年、交通量といったものを採用した。 

 ※各データ項目におけるカテゴリ数は数個程度が理想的 

 ※数値データ（大型車交通量等）は離散化（〇以上、〇未満等）してカテゴリ変数化 

表 1 データ項目とカテゴリ変数 

 

2)ベイジアンネットワークの構築 

ベイジアンネットワーク構築支援ソフトウェア（BayoLink NTTデータ数理システム 試用版1）を用いたベイジ

アンネットワークの構築イメージを以下に示す。ネットワークの可視化状態として各項目をノードとし、ノード間

の親子関係を矢印で表示する。各ノード付近に確率分布表を添付し、初期状態では事前確率(独立確率)を表示す

 
 

データ項⽬
設計活荷重 Ｂ活荷重以前 Ｂ活荷重
桁形式区分 単純桁 連続桁 ゲルバー桁 連結桁
平⾯形状 斜橋 直橋 曲線橋 その他
床版厚 20cm未満 20cm以上
防⽔有無 有り 無し 不明
原因統合 乾燥収縮 疲労 その他
経過年 30年未満 30年以上
交通量 １万台未満 1万台以上
損傷程度 a b c d e
対策区分 A B C1 C2 ・・・
健全性 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

カテゴリ変数
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4. 考察 

 ベイジアンネットワークにてモデルを構築し可視化したが、仮説の検証については想定を十分に満足するよう

な結果は得られなかった。 

これについては、仮説の設定自体が非常に曖昧な条件であったため、注目した項目においては同じ条件でも違

う項目の条件により別の結果を出すケースが多数存在していたと推定できる。検証によって仮説を正しく明文化

し、モデル化する際に必要な目的・説明両変数が過不足なく揃っているか、また両変数の離散化は妥当だと言え

るかといったことを精査することが重要であることが解った。それと同時に、理屈的に正しいと考える結果と違

う事例については別の視点から分析を行い、説明変数の見直しを行う必要があると感じた。 

しかしながら、目的変数と説明変数の相関が直感的に理解出来ること。また、条件付確率として全カテゴリ変

数を表示することで断定とせずにあくまで診断の補助となるような提案ができるため、一定の利用価値を見出す

ことができた。 

また、上記以外にも以下に挙げるような課題が想定されたため、今後はそれらも解決しながら分析を進めてい

きたいと考えている。 

・一つのネットワークに要素を付加しすぎるとネットワークを可視化しても複雑で扱う側の理解が難しくなる。 

可視化してネットワークの関係性を直感的に理解できることが利点の一つなので、目的に応じて個々のネット

ワークを構築してそれらを整理していくことが大切となってくると考えられる。 

・使用データの目的変数の事前確率が既に偏っている。 

全体としてのデータ数は揃えられるが、目的変数の各項目値を均等に揃えられるかどうかについては難しい。

多数の事例についてはランダムに抽出し少数の事例に合わせる、もしくは少数の事例について適宜データの補完

を行うといった対応が必要となる可能性がある。 

 

5. 謝辞 

 本研究は「橋梁維持管理へのAI技術の活用可能性にかかる検討業務」内の成果の一部である。調査にご協力い

ただいた関係各位に謝辞を表する。また、橋梁構造研究グループの石田上席研究員をはじめ、大島主幹研究員お

よび森本研究員にご指導を頂きました。ここに厚くお礼申し上げます。 
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海洋環境下にある既設橋梁への飛来塩分量に関する研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  末宗 利隆 

 

 

1. まえがき 

海洋環境下にあるコンクリート橋梁における，塩害による内部鋼材腐食に起因する損傷については，既往の研究

により劣化予測手法が提案されている。しかしながら，現在の予測手法では表面塩化物イオン濃度は一定と仮定さ

れているものの，既往研究では表面塩化物イオン濃度が経時的に変化することが指摘されている 1)。また，構造物

高さ方向の表面塩化物イオン濃度の違いが考慮されていないほか，構造物の壁面の向いている方角や風向が考慮さ

れておらず，その影響度合いも不明確である。 

 

2. 研究目的 

コンクリート内の塩化物イオン濃度予測式における主要なパラメータとしてコンクリート表面塩化物イオン濃

度 C0，塩化物イオン拡散係数の特性値 Dkが挙げられる 2)。塩害という劣化現象における作用側が C0，抵抗側が Dk

といえる。既往の研究により，長期的な塩化物イオン濃度の予測においては，C0の影響度が大きいことが分かって

いる 3)。 

そこで，本研究では，構造物の高さ方向や方角に着目して，作用側である

コンクリート表面に付着する飛散塩分量を把握することを主目的とし，くわ

えて，抵抗側のコンクリート内塩分浸透量等も調査した。 

 

3. 調査方法 

3.1 概要 

土木研究所は平成21年度より，沖縄県の塩害環

境下の橋梁を 100 年以上にわたって供用するため

の維持管理手法を確立することを目的に，沖縄県

が保有する離島架橋を中心に調査研究を行ってい

る。このうち，伊良部大橋では建設当初より継続

的な調査が行われており，過去の調査データが豊

富なことから，本研究では同橋を対象に構造物の

高さ方向や方角に着目して塩分量調査を実施する

こととした。伊良部大橋の位置図を図-1に，橋梁

全景写真を図-2に，縦断図を図-3に示す。 

 

図-1 伊良部大橋位置図 

図-3 伊良部大橋縦断図 

図-2 伊良部大橋全景写真 
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撤去杭を用いた既製ＲＣ杭のせん断破壊に着目した実験的検討 

 

チーム名等  CAESAR 

氏   名  河口 大輔  

 

 

1. まえがき 

古い基準で設計された既設橋基礎では、レベル２地震動に対する耐震性能の照査を満足しないことが多く、耐震

補強が必要と判断されることも多い。しかし、実際には被災した基礎の被害はあまり確認されておらず、耐震性能

の評価精度を向上させる必要があると考えられ、既設橋基礎に対しては限界状態と耐荷機構に照らして限界状態を

超えないことを照査する方法を構築することで、より適切かつ合理的に耐震性の評価が可能となると考えられる。 

 

2. 研究目的 

本実験では、既設橋梁より撤去された既製 RC 杭を用いて、せん断に対する耐力、破壊形態を確認し、地震時に

おける限界状態を評価することを目的として載荷試験を行った。本稿では、杭径及びせん断スパン比をパラメータ

とした既製 RC 杭の載荷試験結果について報告する。 

 

3． 試験方法 

3.1 試験ケース 

試験装置の概要を図-1に示す。試験ケースは、表-1に示す4ケースであり、その内訳は下記のとおりである。本

実験では、杭径外径300mm及び外径450mmの撤去されたRC杭におけるせん断破壊に着目するために、それぞれの

杭径において、せん断スパン比を1.0及び1.5となる供試体を作成した。 

3.2 載荷方法 

載荷方法は、片持ちばり形式による1点載荷であり、杭の片

端をコンクリートブロックにて固定し、耐力床にPC鋼棒によ

り固定した試験体に載荷し、載荷パターンは単調増加方式に

よる漸増載荷とし、破壊（終局）に至るまでとした。 

3.3 試験体 

試験体の諸元を表-2に示す。使用する撤去杭は、Case-1

及びCase-2で使用する杭は50年程度、Case-3及びCase-4で使

用する杭は60年程度供用された実橋に用いられた外径

300mm及び外径450mmの既設RC杭である。これらの杭は、

撤去時には既にひび割れ（以下、既存ひび割れと呼称）が

生じており、載荷試験を行うにあたり、既存ひび割れの少

ない箇所を選定して、試験体として用いるものとした。 

表-1 試験ケース 

Case 杭径 せん断スパン比 軸方向鉄筋 スパイラル筋

1 300 1.0

2 300 1.5

3 450 1.0

4 450 1.5

丸鋼φ9mm
7本

丸鋼φ19mm
16本

φ4mm

φ6mm

図-1 試験装置概要（Case-4の例） 
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PE被覆ケーブルの内部環境の把握に関する研究 

 

チーム名等  CAESAR 

氏   名  山本 健太郎  

 

 

1. まえがき 

多くの吊構造形式橋梁で用いられているポリエチレン被覆した被覆平行線ケーブル（以下、PE 被覆ケーブルと

よぶ）は工場製品であるため、安定した防食機能を確保しやすい一方で、何らかの要因で被覆材の損傷等が生じ、

雨水等の劣化因子が侵入して腐食した場合に、内部のケーブルの腐食状態を外観から確認することは困難である。

内部のケーブルの腐食状態を確認する方法としては、被覆の除去による開放調査や全磁束法による断面欠損量の調

査などが挙げられるが、いずれの方法も調査時点でのケーブルの腐食状態評価を行うものであり、ケーブルの置か

れている環境を評価することはできない。PE 被覆ケーブル内部の素線の腐食メカニズムには不明瞭なところが多

く、また内部環境を把握する手段についても確立されていない。本研究は、PE 被覆ケーブルの腐食に影響を及ぼ

す内部環境として温湿度に着目し、実橋ケーブルおよび実橋より撤去した撤去ケーブルにおいて、「健全な状態お

よび劣化因子である水が浸入した状態のケーブル内部での温湿度挙動」および「ケーブル内での湿度分布」の把握

を目的とした実験を行った． 

 

2. 実験概要 

2.1 使用ケーブル 

本実験の対象とするケーブルは、供用後 20 年が経過した鋼 2 径間の

斜張橋のケーブルおよび同じ橋梁より撤去したケーブルである。本実験

では、存置したケーブルを実橋ケーブル、撤去したケーブルを撤去ケー

ブルと呼ぶこととし、それぞれでケーブル内部の温湿度計測を行った。

本ケーブルは、φ7mmの亜鉛めっき鋼線187本により構成されており、

その表面に高密度ポリエチレン被覆による防食加工を施したものであ

る。PE 被覆前の直径は 105mm であり、PE 被覆後の直径は 119mm であ

る。ケーブルの断面を図1に示す。なお、撤去ケーブルは、切断面をキ

ャッピングにより密閉した。 

 

2.2 計測方法 

温湿度の計測にはケーブル型のワイヤレス温湿度ロガーを使用した。計測器は Bluetooth 通信によるデータ送信

が可能であるため、密閉状態を保ったまま連続してデータ採取を行った。設置の際は、PE 被覆の側面にφ10mm

でドリル削孔を行い、内部のフィラメントテープの除去およびケーブル素線の確認を行い、温湿度センサーを素線

に接触させた。削孔箇所には、外部からの水等の侵入を防止するため、ブチルテープ等を用いて密閉した。 

105
119

7 7

亜鉛めっき鋼線φ7×187

フィラメントテープ

高密度ポリエチレン

図1 PE被覆ケーブル断面 
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各ケーブル内部の水分量を試算した結果を表1に示す。ケーブル内では、相対湿度が温度変化によらず一定とな

るため、試算は飽和水蒸気量が多くなる高温時の温度 40℃の場合において行った。表より、撤去ケーブル①およ

び②の相対湿度の差は 11%RH であるが、水分量は 0.06g の差となっている。また、実橋ケーブル CA4-G1 はほぼ

100%RH であるが、延長 31.1m のケーブル内に含まれる水分量は全長で 2.3g である。以上のことから、ケーブル

内の限られた空隙量においてはわずかな水分量で相対湿度が大きく変動することが分かる。 

3.2 PE被覆ケーブル内での湿度分布 

PE 被覆ケーブル内での湿度分布を確認するために、高さ方向および断面方向に着目する。 

図 3は、撤去ケーブル①の全計測箇所の温湿度の経時変化を示したグラフである。温度は、計測箇所での日射

の影響を受けるため、西側と東側とで温度が上昇し始める時刻および最大温度に違いが確認できるが、西側のみの

データでは計測期間に渡ってはほぼ同値である。相対湿度は、外気の湿度変化の影響は受けず、計測箇所ごとにほ

ぼ一定で推移している。外気は降雨時に相対湿度が高くなる傾向があるが、ケーブル内部ではその影響が確認され

ず一定の値をとっている。高さ方向では、相対湿度は、下部が一番低く、中下部が二番目に低くなっている。中部

と中上部、上部は同程度で推移しており、下部の計測点の方が相対湿度は低くなる傾向があるが、差は 10％程度

であり、高さごとの差はほぼないと考えられる。断面方向では、西側と東側で温度が上昇し始める時刻に差がある

表1 各ケーブル内の水分量の試算 

ケーブル 計測期間 

延長
断面 

空隙量
空隙量 温度

飽和 

水蒸気量

平均 

相対湿度 
水分量 

L V/L V T a(T) RH V×a(T)×RH

(m) (mm2) (m3) (℃) (g/m3) (%) (g) 

撤去ケーブル① 2018.10.10～19 7.300 1462 0.01067 40 51.1 64 0.349 

撤去ケーブル② 2018.10.10～19 7.300 1462 0.01067 40 51.1 75 0.409 

実橋ケーブル CA4-G1 2018.4.26～5.5 31.100 1462 0.04547 40 51.1 99 2.300 

実橋ケーブル CA8-G1 2018.10.10～19 25.500 1462 0.03728 40 51.1 87 1.657 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 撤去ケーブルにおける温湿度経時変化 
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ため、1 日の中での相対湿度の下限値が計測される時刻に差

があることが分かる。特にケーブル内の温度が高温となっ

ていた 11 月 1 日～3 日にかけてはその傾向が顕著である。 

図4は撤去ケーブル①の高さごとの計測箇所における湿

り空気線図である。図より、絶対湿度は温度変化により増

減するが高さによる差はなく、ほぼ同値で推移しているこ

とが分かる。撤去ケーブル内においては、計測期間にわた

って延長方向ごとに絶対湿度（水蒸気量）に差はなくほぼ

同値で推移することが分かる。 図5は、撤去ケーブル①の

西側および東側の計測箇所における湿り空気線図である。

前述のとおり西側と東側で最高温度には温度差が生じるが、

絶対湿度は同じ挙動を示し、各計測箇所で温度差は生じて

いても絶対湿度に差が生じていないことが分かる。撤去ケ

ーブル内においては、計測期間にわたって断面方向西側と

東側で絶対湿度（水蒸気量）に差はなくほぼ同値で推移す

ることが分かる。以上のことから、日射の影響により温度

差が生じるため、相対湿度に差が生じることはあるが、高

さ方向および断面方向で絶対湿度に差はなく、PE 被覆ケー

ブル内の水蒸気量は均一になっていると考えられる。 

 

4. おわりに 

実ケーブルでの温湿度計測を実施し、PE 被覆ケーブル内

部の温湿度状況について、以下を確認した。 

・PE 被覆ケーブル内部では、温度変化によらず相対湿度が一定となる。水が浸入した場合は、相対湿度 100％

で一定となる。また、わずかな水分量で各ケーブルの相対湿度には差が生じることが分かった。 

・PE 被覆ケーブル内部での湿度分布については、延長方向および断面方向で絶対湿度に差はなく水蒸気量は均

一になっていると考えられる。 

今後は、PE 被覆ケーブルの状態評価法の確立に向けて、PE 被覆損傷時の内部環境や素線内外の腐食状態の相関

の把握等、更なる検討を要する。 
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図4 高さごとの計測点の湿り空気線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 西側および東側の計測点の湿り空気線図
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3.2試験片の作成方法 

試験片は，一般的なゴム支承に使用されるゴム材料である，静的せん断弾性係数 1.0N/mm2，厚さ 2mm の天然ゴ

ム製ゴムシートより，JIS K 6251「加硫ゴム及び熱可塑性ゴム‐引張特性の求め方」に規定されるダンベル状 3 号

形（図-2）の試験片をダンベルカッター（写真-2）による打ち抜き加工（写真-3）で作成した。ゴムシートには，

老化防止剤としてアミン系老化防止剤（2phr）及びワックス（1phr）を加えている。アミン系老化防止剤は，ゴム

の自動酸化反応を抑える機能を有し，ワックスは，ゴム表面において耐候性保護膜を形成してオゾンとゴムの接触

を物理的に遮断する機能を有する。老化防止剤の量については，今回の試験条件で破断又は亀裂発生が確認できる

と考えられる量とし，かつ一般的なゴム支承に用いられると考えられる，道路橋支承便覧 1)に示されていた耐オゾ

ン性試験に合格する量とした。  

 

 

 

 

 

3.3試験方法 

 試験片は，伸長ジグに取り付け，表-1 に示す引張ひずみを与えた後に，オゾンガスのない暗所に入れ，恒温槽

にて 23±2℃の状態で 48～72 時間の状態調節を行ってから試験に用いた。 

試験は，表-1 に示す「オゾン濃度」，「試験片に与える引張ひずみ量」，及び「表面老化防止剤の拭き取り有無」

の異なるAからHの試験条件毎にそれぞれ3体の試験片を用いて行った。表面老化防止剤の拭き取りについては，

状態調節終了後，ダンベル状試験片のくびれ部分の表面をアセトンを用いて拭き取りを行った。オゾン暴露時間は

192 時間を上限とし，この間，24 時間毎の表面状態観察と，伸長を与えている試験片についてはジグにロードセル

を設置（写真-4)し，オゾン暴露中の荷重の変化を計測した。オゾン暴露終了後，破断に至っていない試験片につ

いては，引張試験を行い，破断伸びと破断強さを計測した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 ダンベル状 3 号試験片形状 写真-2 ダンベルカッター 写真-3 試験片打ち抜き加工状況

オゾン
濃度

引張
ひずみ

[伸長率]
(pphm) (％)

Ａ 3 100 50 なし

Ｂ 3 100 50 あり
Ｃ 3 100 5 なし
Ｄ 3 100 20 なし
Ｅ 3 100 80 なし
Ｆ 3 10 50 なし
Ｇ 3 50 50 なし
Ｈ 3 10 50 あり

※温度は全ての試験で40℃とした．
※オゾン暴露試験は192時間を最大とした．

試験名
試験
片数

ワックス
拭き取り

表-1 オゾン暴露試験条件 

写真-4 試験片のジグへの取付状況とオゾン試験機への取付状況
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4．研究結果 

 試験の結果一覧を表-2 に，オゾン暴露後の表面状態の例を図-3

に示す． 

100pphm,5％伸長(試験 C)の場合は，亀裂は確認されず，引張試

験においても道路橋支承便覧 2)で求められる規格(破断伸び 550％

以上，引張強さ15MPa以上) を満足する結果であった。 

オゾン暴露中の時間‐荷重関係のグラフを，伸長率の違いによる

ものを図-4 に，オゾン濃度の違いによるものを図-5 に示す。時間

は 12 時間毎のプロットとし，荷重は，暴露試験開始時点の荷重を

100とし，そこからの低下率を示す。各試験のデータは試験片3体

の平均値でプロットしている。伸長率及びオゾン濃度が高いほど荷

重低下速度は速く，破断に至る時間も速くなっており，伸長率及び

オゾン濃度に起因する線形傾向を示すことが分かる。 

表面老化防止剤としてのワックス拭き取り有無による違いは，

100pphm，50％伸長時(試験 A,B)では，表面状態及び破断までの時

間に明確な差は見られなかった。10pphm，50％伸長時(試験 F,H)

においても同様であり，引張試験の結果も明確な差は見られなか

った。しかし，試験 F,H については，引張試験時に伸長なしの状

態と伸長率80％の状態でマイクロスコープによる表面観察（図-6）

を行ったところ，伸長なしの状態では明確な差異は見受けられな

かったものの，伸長を与えた状態では，拭き取り無しのものは小

さい亀裂が無数に発生しているのに対し，拭き取り有りのものは

個々の亀裂が大きい状態となっていることが確認された。 

 

24h後 48h後 72h後 96h後 120h後 144h後 168h後 192h後
引張強さ
(MPa)

破断伸び
(％)

n1 C-3 C-4 破断 - - - - -

n2 C-3 C-4 C-5 破断 - - - -
n3 C-3 C-4 破断 - - - - -
n1 C-4 C-4 破断 - - - - -
n2 C-4 C-4 C-5 破断 - - - -
n3 C-3 C-3 C-5 破断 - - - -
n1 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 26.4 630
n2 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 25.9 630
n3 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 亀裂なし 26.2 630
n1 B-4 B-5 B-5 B-5 破断 - - -
n2 B-4 B-5 B-5 B-5 破断 - - -
n3 B-4 B-5 B-5 破断 - - - -
n1 C-3 C-5 破断 - - - - -
n2 C-3 C-5 破断 - - - - -
n3 C-3 C-5 破断 - - - - -
n1 亀裂なし C-2 C-2 C-3 C-3 C-3 C-4 C-4 7.16 380
n2 亀裂なし C-2 C-2 C-3 C-3 C-3 C-4 C-4 8.14 400
n3 亀裂なし C-2 C-2 C-3 C-3 C-3 C-4 C-4 9.13 390
n1 C-2 C-3 C-4 C-4 C-5 C-5 破断 -
n2 C-2 C-3 C-4 C-4 C-5 C-5 破断 -
n3 C-2 C-3 C-4 C-4 C-5 C-5 破断 -
n1 C-2 C-2 C-2 C-2 C-3 C-3 C-3 C-3 6.31 370
n2 C-2 C-2 C-2 C-2 C-3 C-3 C-3 C-3 6.62 340
n3 C-2 C-2 C-2 C-2 C-3 C-3 C-3 C-3 7.40 370

100

100

100

F：50%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り無し

10

G：50%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り無し

50
破断のため

引張試験なし

H：50%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り有り

10

C： 5%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り無し

D：20%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り無し

破断のため
引張試験なし

E：80%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り無し

破断のため
引張試験なし

B：50%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り有り

100
破断のため

引張試験なし

A：50%伸長
ﾜｯｸｽ拭き取り無し

100
破断のため

引張試験なし

試験条件
オゾン
濃度

(pphm)

試験
片

オゾン暴露試験 表面状態 引張試験

表-2 試験結果一覧

図-3 オゾン暴露試験後の 
表面状態の例 
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101.6mm、軸方向鉄筋φ3mm×6 本 (降伏ひずみ 2500με)の RC 杭、鋼管矢板壁模型は外径 100mm、板厚 3mm のア

ルミニウム管 (材質 A6063-t5、降伏ひずみ 2554με) で構成される。フーチング模型は杭径より大きな内径を有する

鋼管を組み合わせた構造であり、杭頭の結合条件は剛結を想定しており、杭とフーチング模型の鋼管の隙間に無収

縮モルタルを注入することにより杭頭を結合されている。杭の先端は土槽底面にピン結合されている。 

模型地盤には背面盛土、液状化層ともに Dr = 50%の宇部珪砂 6 号であり、地下水位は橋台前面側である。 

本加振は計 2 回実施された。入力地震動は道路橋示方書 5)におけるレベル 2 地震動のうち 2-I-I-3 の時間スケール

を (1/4.5)0 5 倍に縮尺したものである。入力地震動の加速度振幅の指令値は、加振 1 回目で原波形と同一 (100%)、

2 回目で原波形の 150%である。 

 

4. 振動台実験により得られた地震時挙動 

4.1地盤の応答 

補強供試体位置の前面地盤における過剰間隙水圧の

経時変化を図-3 に示す。100%加振では、G.L.-0.44m、

G.L.-0.88m における過剰間隙水圧は初期有効上載圧 

σv0’の 0.7～0.8 倍程度に達し、液状化が生じたと判断

される。一方、G.L.-1.32m では過剰間隙水圧が最大で

もσv0’の 0.5 倍程度であり、液状化は生じていない。 

150%加振では、G.L.-0.44m～1.32m において、水圧は

初期有効上載圧σv0’の 0.7～0.8 倍程度に達している。 

4.2 杭の応答 

既設杭の軸方向鉄筋および補強鋼管の最大引張ひず

み分布を図-4、図-5 に示す。100%加振では、無補強供

試体既設杭の一部で軸方向鉄筋が降伏ひずみを超過し

た箇所があるものの、それ以外は既設杭、補強鋼管と

もに弾性範囲内にとどまった。これは 100%加振により

液状化が発生した範囲がのり尻～前面地盤の表層のみ

であり、地盤の流動化による土圧作用範囲が限定的で

あったためと考えられる。150%加振では既設杭軸方向

鉄筋のうち、後列杭背面側鉄筋の杭頭および前列杭前

面側鉄筋の広い範囲で降伏ひずみを超過した。両供試

体で降伏ひずみを超過する範囲に差は見られなかったが、無補強供試体の方が一部で大きなひずみが生じた。一方、

補強鋼管のひずみは弾性範囲内にとどまった。 

150%加振後に地盤を掘り起こし、既設杭の損傷状況を記録した。既設杭の後列杭、前列杭の損傷状況展開図を

図-6 に示す。なお、既設杭のコンクリートの剥落、補強鋼管の損傷は見られなかった。 

無補強供試体、補強供試体ともに、前列杭の前面側で水平方向のひび割れが発生した。ひび割れ範囲は杭の深部
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図-4 100%加振の既設杭軸方向鉄筋・補強鋼管の最大引張ひずみ分布

0

0.5

1

1.5

2

2.5
025005000

最大引張ひずみ  () 

補強供試体 既設杭

既設杭
後列杭
中列杭
前列杭
降伏ひずみ

背面側

0

0.5

1

1.5

2

2.5
025005000

最大引張ひずみ  () 

補強鋼管
後列鋼管
中列鋼管
中列鋼管
前列鋼管
降伏ひずみ

補強供試体 補強鋼管

背面側

0

0.5

1

1.5

2

2.5
025005000

土
槽

下
面

か
ら

の
高

さ
 (

m
)

最大引張ひずみ  () 

無補強供試体 既設杭

既設杭
後列杭
中列杭
前列杭
降伏ひずみ

背面側

0 2500 5000

前面側

0 2500 5000

前面側

0 2500 5000

前面側

図-5 150%加振の既設杭軸方向鉄筋・補強鋼管の最大引張ひずみ分布







 

201 
 

経年劣化がゴム支承の鉛直剛性に与える影響に関する事例検討 

 

チーム名等  橋梁構造物研究グループ 

氏   名  髙野 真  

 

 

1. まえがき 

平成7年兵庫県南部地震以降、支承構造としてゴム支承が広く普及しており、ゴム支承のストックが増加してい

る。そのため、ゴム支承の維持管理を適切に実施していく観点から、近年、長期間供用下にあったゴム支承の経年

劣化に関する研究 1-3）や、地震により損傷したゴム支承の研究がなされている 4-5)。しかしながら、ゴム支承の歴

史は浅く、十分な知見を有しているとは言えない。このため橋梁の架け替え工事や、地震による損傷等により更新

される撤去支承については研究対象として知見を蓄積していくことが必要である。 

 

2. 研究目的 

ゴム支承の経年劣化の影響については、ゴム支承を橋梁に用いる上で把握しておく必要があるが、その影響の度

合いを評価する方法は確立されていない。そこで本研究では、ゴム支承の力学的な性能評価手法の構築とゴム支承

の耐久性に関する知見を集約することを目的として、約26年間供用されていたゴム支承を用いて、載荷試験によ

りその性能を検討する。 

 

3. 研究方法 

本研究では、一般国道362号静岡県浜松市春野

町に架橋されている宮川橋に使用されている支承

を用いて検討を行った（写真-1）。本橋梁の構造一

般図を図-1に示す。平成3年3月に供用開始した

わが国で 初の免震橋であり、橋長105m、全幅

10.5mの山間部の渡河橋である。平成27年におけ

る交通量は1319台/日となっている。架設計画当

時、国土交通省（旧建設省）において、わが国の

地震、地質等の状況に適合した設計手法の開発、

橋梁の耐震性の向上を目指して、免震設計法の現

場への適用性が検討されており、宮川橋はそのパ

イロット事業として全国から選定された8橋のう

ちの1橋である 6）。本橋に使用されている支承は

鉛プラグ入り積層ゴム支承であり、1支承線上に5

基設置されている。本研究では、A1橋台に設置さ

(a) 全景 (b) 支承部 

写真-1 宮川橋 

図-1 宮川橋構造一般図 

(a) 側面図 

(b) 上部構造 (C) 橋脚 
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れていた支承を回収し、載荷試験により性能確認を行い、

当時の試験結果と比較検討を行う。 

本橋については、これまでに洪水による顕著な劣化を受

けた事例は発生していないが、支承の取外しの際に用いた

バーナーによる熱の影響は不明である。 

 

 

3.1 撤去支承の概況 

3.1.1 支承諸元 

表-1に供試体支承の諸元、図-2に供試体の概形寸法を示

す。ゴムの種類は天然ゴム(NR）であり、せん断弾性係数は

G8、平面寸法は□350mmであり、側面の被覆ゴムは10mmで

ある。ゴム層は9mmの 14層であり、各ゴム層の間には内部

鋼板として3.2mmの SPCC鋼板が使用されている。ゴム支承

の中心部にはφ75の鉛プラグが1本内挿されている。ゴム

の平面に対する鉛プラグの比率は4.23%である。一次形状係

数は8.79、二次形状係数が2.62である。桁の温度伸縮によ

る移動量は16mm、せん断ひずみとしては12.7%で、一般に

オゾン劣化が生じるといわれるひずみレベルより小さく、

オゾン劣化は生じていなかったと考えられる。 大設計変

位量は133mmであり、積層ゴムに対するせん断ひずみは

106%程度となっている。設計計算上の常時の 大圧縮応力

度は、許容値8N/mm2に対して5.2N/mm2である。  

本検討ではA1橋台の5支承のうちG1、G4、G5主桁を支

持する支承(以下供試体A、B、Cとする)を対象とした。こ

れはG2及びG3の支承に現地での撤去作業時の取付プレー

ト等の溶断によると思われる表面被覆のただれ痕が見られ

たためである。 

3.1.2 供試体の外観状況 

載荷試験を実施するに際し、外観検査を行った。供試体A

の残留変位状況を写真-2示す。各供試体の残留変位量を表

-2に示す。供試体に対し7mmから11mmの残留変位が橋軸方

向に主桁が伸びる方向に残留変形が生じていたが 亀裂等

の損傷は生じていなかった。 

表-1 支承諸元 

図-2 供試体寸法 

写真-2 供試体A の残留変位状況 

供試体 A B C

残留変位(mm) 11 7 8

表-2 供試体A の残留変位状況 

ゴム種 天然ゴム(NR) 

せん断弾性係数 G8

平面寸法

鉛プラグ φ75

ゴム層 9mm×14層=126mm

一次形状係数 8.79

二次形状係数 2.62

鉛直鉛比率 4.23%

350mm✕350mm 
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寸法検査の結果、ゴム支承の下端部では平面寸法は

当初の設計値である350mmで変わりがなかった。鉛直

寸法については図-3に示す①から⑧の位置についてt

寸法について計測を行った。寸法測定の結果を表-3に

示す。出荷当時の寸法検査記録が残っていないため明

確な比較ができないが、設計上の鉛直方向寸法240mm

に対し平均と比較すると、供試体Aで1.1mm、供試体B

で0.7mm、供試体Cで1.2mm鉛直方向に積層ゴムが低

くなっていることが確認された。 

 

3.2 力学試験の概要 

本研究では、当時の試験結果と比較するため、平成

2年に行われた試験方法と同じ条件にて、水平復元力

特性試験、鉛直変形特性試験を行った。得られた結果

から、水平荷重－水平変位の関係や等価剛性、等価減

衰定数、鉛直剛性につき検討を行った。水平荷重-水平

変位の関係、等価剛性、等価減衰定数についての検討

は、別途報告しているため7）、ここでの内容は鉛直剛

性について報告する。試験機は、2軸試験機(試験機能

力：水平荷重3MN、鉛直荷重20MN)を用いて行った(図

-4)。鉛直変形特性試験の状況を写真-3に示す。また、

試験実施時の雰囲気温度は31℃～32℃、支承表面温度

は28℃～30.5℃であった。平成2年当時の試験時温度

は不明であるが、周辺都市の気象記録から、同等の雰囲気温度であったと考えられる。 

 

 

3.2.1鉛直変形特性試験の方法 

 鉛直圧縮方向に、0kNから支承 大反力（Vmax）を載荷後、死荷重に相当する荷重（Vmin）まで除荷し、その後、

支承 大反力へ載荷を行う荷重振幅（Vmax-Vmin）の繰り返し載荷を5回行う。加振振動数は0.04Hz、加振波形は

正弦波として荷重を与えた。なお当時の加振振動数、加振波形は不明である。 

 

3.2.2 鉛直変形特性試験の評価の方法 

 本試験は現行の圧縮試験8)の方法と異なるため、鉛直剛性の算定方法は、当時と同じ方法にて算定し、当時の鉛

直剛性と比較することとした。鉛直剛性は、静的鉛直剛性（Kv）と動的鉛直剛性(Kve)の 2種類を算定する。静的

鉛直剛性(Kv)は、繰り返し5回の載荷のうち、2波目の載荷荷重の 大値Vmaxを 2波目の 大変位δmaxにて除し

図-3 鉛直寸法測定位置 

表-3 鉛直寸法測定結果(単位:mm) 

図-4 試験機のセットアップ図 

写真-3 鉛直変形特性試験の状況 

A B C

① 223.5 223.1 223.4
② 222.4 223.9 223.5
③ 223.1 223.6 222.4
④ 223.2 223.2 222.2
⑤ 222.4 222.8 223.8
⑥ 222.4 223.1 222.8
⑦ 223.2 223.7 221.8
⑧ 223.0 223.0 222.6

222.9 223.3 222.8

測定値
測定位置 設計値

224.0

平均
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た値である。また動的鉛直剛性(Kve)は 2波目の 大荷重Vmaxから 小荷重Vminを引いた値を2波目の 大変位

δmaxから 小変位δminを引いた値で除した値である。 

 

4.試験結果 

 試験の結果及び静的鉛直剛性、動的鉛直剛性の算出結果を表-4に示す。静的剛性変化率は、34.0%から42.5%の

剛性の低下、動的剛性の変化率は、22.4%から28.1%の剛性の低下を示した。 

 

5. まとめ 

本研究では、経年劣化がゴム支承に与える影響を検討するために、設置から26年間経過した鉛プラグ入りゴム

支承の性能について検討した。本研究の範囲内ではあるが、得られた知見は以下のとおりである。1)回収した支承

の外観検査を行ったところ、ゴム支承に残留変形は生じていたが、亀裂等の損傷は生じていなかった。2）ゴム支

承の鉛直寸法は無載荷状態で0.7mmから1.2mm程度低くなっている可能性がある。3）ゴム支承の鉛直剛性が低下

していた。なお、ここでは詳述していないものの、同時期に行った同供試体の水平載荷試験の結果では、等価剛性

が大きくなり、等価減衰定数が小さくなっていることを確認している 7)。 
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表-4 鉛直変形特性試験の結果 

静的鉛直
剛性
Kv

当時との
静的剛性の変化率

(%)

動的鉛直
剛性
Kve

当時との
動的剛性の変化率

(%)
max min max min (kN/mm) (kN/mm)

供試体A 613 436 2.24 1.99 273.7 -42.49 708.0 -28.15
供試体B 612 436 2.00 1.77 306.0 -35.69 765.2 -22.35
供試体C 612 438 1.95 1.71 313.8 -34.04 725.0 -26.43

当時の試験結果 570 499 1.20 1.13 475.8 - 985.4 -

鉛直荷重(KN)
V

変位量(mm)
δ供試体名
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塩害橋の再劣化を防止するための維持管理技術に関する研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究グループ 

氏   名  松尾 健二  

 

 

1. まえがき 

電気防食工法 1)，2)は、コンクリート構造物の塩害対策工法として広く適用されてきているが、近年、電気防食適

用中の橋梁で、鋼材腐食に起因するひび割れやはく離などの再劣化が生じている事例も報告されている。 

本研究は、電気防食後の再劣化のメカニズムを明らかにし、電気防食の簡便かつ効率的な維持管理手法の確立を

目的とする。平成 29 年度は、平成 27 年度に詳細調査を行った 3 橋梁のうち 1 橋に対して追加調査を行った。 

 

2. 研究目的 

電気防食の簡便かつ効率的な維持管理手法の確立を目的として、橋梁を対象に調査を行って電気防食工法の維持

管理における課題や留意点を抽出していく。平成 29 年度は、平成 27 年度に詳細調査を行った 3 橋梁のうち 1 橋に

対して追加調査を行った。 

 

3. 研究方法 

(1)調査橋梁の選定 

平成 27 年度は、6 橋について現地で概略調査を行い、構造物の変状や電気防食システムにおける不具合状況な

どを考慮して表 1に示す 3 橋を選定し、詳細調査を行った。本年度はこの 3 橋のうち B 橋で確認された不具合に

関して追加調査を実施した。 

 表1 調査対象橋梁の概要 

A 橋 B 橋 C 橋

所 在 地 東北地方 日本海沿岸 北陸地方 日本海沿岸 九州地方 太平洋沿岸

竣 工 年 月 1976（昭和51）年10月 1974（昭和49）年4 月 1963（昭和38）年4月

構 造 形 式
2径間単純PCT桁橋

(6主桁：海側G1→陸側G6)
17径間単純PCT桁橋

(11主桁：海側G1→陸側G11)
2径間単純RCT桁橋

(5主桁：海側G1→陸側G5)

橋長L・全幅員W L=39.2m・W=10.8m L=340.02m・W=11.35m L=30.0m・W=9.2m

桁 下 状 況 河川（約4.2ｍ下） 砂浜（約5.2m下） 河川および砂浜（約2.8m）

海岸からの距離 約800ｍ 約20～40m 約20m

適 用 年 度 1999（平成11）年 1996（平成8）年 2006（平成18）年

適用時の劣化過程*
加速期前期 加速期前期 加速期前期

適 用 箇 所 主桁下フランジ 主桁下フランジ（第8径間） 主桁，床版，橋脚

a：チタンメッシュ（面状）方式

b：チタングリッド（線状）方式

c：亜鉛シート（面状流電）方式

項 目

* 劣化過程＝電気防食適用時の推定劣化進行過程（コンクリート標準示方書【維持管理編】準拠）

橋

梁

諸

元

電

気

防

食
電 防 方 式 チタンロッド（点状）方式

チタンリボンメッシュ
（縦置き線状）方式
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(2)追加調査の内容 

対象とした B 橋は同一橋梁で 3 種の電気防食工法を採用していることが特徴であり、それぞれの電気防食工法

において追加調査の実施項目を表2に示す。 

①通電・復極量調査 

 各電気防食工法において、電圧・電流の調査と埋設照合電極による復極量計測を行った。 

②不具合調査 

 過年度実施した調査において、各電気防食工法で確認された不具合に関して以下に示す調査を行った。 

(a)鉛照合電極不具合調査 

 チタンメッシュが採用されている 4 つの桁のうち G3 桁に埋設されていた照合電極の不良が確認され、照合電極

までの結線状況の調査、照合電極自体の不良であれば取り出して照合電極不良の原因調査を行う。 

(b)被覆モルタル浮き部調査 

 桁下面部の打音検査により、チタングリッド施工部に浮きが確認されている。この浮き部をはつり調査を行う。 

(c)亜鉛シート残量調査 

 過年度の調査により防食効果は持続されていることは確認されているが、亜鉛シートは耐用年数 15 年の製品に

対して、追加調査時は約 21 年経過している状況であった。そこで、現状の確認のため、亜鉛シートの消耗量調査

を行った。 

 

4. 研究結果 

①通電・復極量調査 

測定結果を表3に示す。方式全ての照合電極において復極量は防食基準である 100mV 以上の電位変化量を得ら

れていることが確認された。また，インスタントオフ電位は水素脆化の懸念される－1000mV より貴であり，適正

な範囲での通電が行われていることを確認した。 

②不具合調査 

表2 追加調査項目 

調査橋梁

(a) (b) (c)

チタンメッシュ(面状)方式 チタングリッド(線状)方式 亜鉛シート(面状流電)方式

電源方式 外部電源方式(定電流) 外部電源方式(定電圧) 流電方式(定電圧)

②埋設照合電極による復極量計測 （通電停止後24時間経過後）

調 査 範 囲
第8径間

G3桁
第8径間

G5桁
第8径間

G9桁

B橋

①電圧・電流の計測（電源装置表示値の確認，テスター等による直接計測）

③過年度調査結果との比較

(1) 通電状況・復極量調査

亜鉛シート残量調査被覆モルタル浮き部調査鉛照合電極不具合調査

電気防食方式

(2) 不具合調査
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図5に示すように消耗量の調査を行った。陽極消耗量率は（桁底面部：95.2%，側面部山側：50.4％，側面部海側：

61.0％）であり，底面防食板の消耗率が大きいことが確認された。 

5. まとめ 

 本研究で得られた知見を、以下にまとめる。  

・照合電極不具合調査 

  照合電極の計測不良に対して、配線調査を行った。結果としては、直流電源装置側のビスの緩みによる接触不

良が原因であることが分かった。 

・被覆モルタル浮き調査 

  チタングリッド方式の施工部の浮きに対して、復極量に関しては十分であったが、はつり調査を実施した。 

 浮きの原因として、チタングリッドのリボンが2重になり、モルタルの施工において、隙間が発生したことが考

えられた。 

・亜鉛シート残量調査 

  十分な復極量を発揮していた亜鉛シートではあったが、供用年数の15年を5年以上過ぎていた。亜鉛シート

は底面のシートが95%消耗しいたため，15年の供用期間を厳守することが望ましいことが確認された。 

 

得られた知見は電気防食工法を適用した道路橋の維持管理マニュアル（案）としてとりまとめH30.7に公開した。 

 

6. 謝辞 

本研究は、東北大学、日本エルガード協会、ＣＰ工法研究会、土木研究所による共同研究の一環で行われたもの

で、調査にご協力いただいた関係各位に謝意を表する。また，橋梁構造研究グループの石田上席研究員をはじめ、

山口研究員にご指導を頂きました。ここに厚くお礼申し上げます。 

所属：前田建設工業株式会社 

 

<参考文献> 
1) ASTM：ASTM C876-91 Standard Test Method for Half-Cell Potentials of Reinforcing Steel in Concrete，1999 
2) NACE International Standard Practice：Control of External Corrosion on Underground or Submerged Metallic Piping 

Systems（SP0169），2007 

図 4 亜鉛シート設置状況 図5 消耗量調査状況 



 

209 
 

道路橋杭基礎の性能規定及び部分係数設計法に関する研究 

 

チーム名等  橋梁構造研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

氏   名  坂下 学  

 

 

1. まえがき 

平成 29 年 道路橋示方書・同解説（以下，H29 道示）では，新たに信頼性を考慮した部分係数設計法が導入さ

れた。基礎に関連する部分係数設計法を導入した背景やねらいとして①個々の構造物が有する安全性のばらつきの

低減、②精度の高い技術が持つ信頼性の考慮があげられる。本研究では、これらの背景やねらいに対応し、(a) 地

盤条件・構造条件の違いによる信頼性のばらつきの改善、及び、(b) 施工法・地盤調査法の精度に応じた部分係数

の差別化の観点から検討を行った。 

 

2. 杭基礎の安定照査における部分係数の検討 

本研究では、常時およびレベル 1 地震時において生じる軸方向押込み力に対して，杭の応答の可逆性を確保す

る照査で抵抗側に考慮する部分係数の検討について示す。杭の応答の可逆性には杭体の降伏と地盤の降伏が影響す

るが，ここでは一般に設計上クリティカルとなる地盤から決まる杭の降伏支持力を対象とした。 

2.1 不確実性の評価と信頼性の評価 

杭基礎の支持力照査では，杭基礎全体を地盤抵抗要素も含めて設計計算モデルでモデル化し，杭頭における軸方

向押込み力を算出したうえで，抵抗力を超えないか照査を行う。したがって，杭基礎の支持力照査における抵抗側

の信頼性に関しては，抵抗力である降伏支持力の推定式に関する不確実性の影響だけでなく，軸方向押込み力の算

出に用いる設計計算モデルに関係する不確実性が影響する。 

本検討では，荷重を確定値として扱い，杭の降伏支持力，軸方向押込み力双方の算出に関係する不確実性を評価

したうえで，信頼性の評価や部分係数の検討を行った。ここで，本検討における信頼性とは，荷重を確定値として

いるため，性能評価全体ではなく，抵抗側の不確実性のみを考慮した信頼性である。 

杭の降伏支持力 R の不確実性については，表-1 に示す推定式の不確実性の統計量を用い、軸方向押込み力の算

出に用いる設計計算モデルのうち，杭の軸方向ばね定数 KVについては，表-1 に示す推定式の不確実性の統計量を

用いた。水平方向地盤反力係数 kHについては，地盤調査法や地盤の種類に応じて 5 つの Case での検討を行い，

それぞれ異なる統計量を設定した（表-2）。軸方向押込み力 P の不確実性の統計量は，条件を変化させた杭基礎を

従来の道路橋示方書に基づき試設計した上で，KVと kHの統計量を用いたモンテカルロシミュレーションによる設

計計算を行って算定した。なお、モンテカルロシミュレーションの計算方法については，参考文献１）にゆずる。 

従来の道路橋示方書により設計された杭基礎の信頼性は，対数正規分布を仮定した R と P の差（1n(R)－1n(P)）

のバイアス（G）と標準偏差（G）を用いて式(1)により信頼性指標を計算して評価した。 

  G  G・・・・・・・・・・・・・・・(1) 
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 図-1 に，従来の道路橋示方書により設計された杭基礎の降伏支持力に関するの計算結果を示す。なお，ここで

は設計上クリティカルとなる Level 1 地震時の結果を示している。図に示すように，Case による違い，すなわち

地盤調査法や地盤の種類に応じた違いは比較的小さい一方，杭工法による違いが大きい。杭工法の中では，打込み

杭工法，場所打ち杭工法および中掘り杭工法（以下，「従来工法」）の値が小さく，近年示方書に規定されたプレボ

ーリング杭工法，鋼管ソイルセメント杭工法および回転杭工法（以下，「新工法」）の値が大きい傾向にある。近年

開発された新工法は施工管理方法が高度化されており，精度の高い施工ができることが要因として考えられる。こ

のように従来の示方書で設計された杭基礎のがばらつく中で，どの程度の信頼性を確保するかが問題となるが，

本検討条件では目標とする杭基礎の抵抗に関する信頼性指標RT＝0.50 とした。これは，道路橋示方書が初めて制

定された際に規定されていたのが３つの従来工法であり，支持力の照査に用いる安全率も当時定められたものであ

ることから，従来工法におけるの値を基本とし，標準的な地盤調査法である Case-2 での値や条件によるばらつ

きなどを考慮して定めたものである。また，従来の設計法に基づき構築された杭基礎について，過去に特段の不具

合が確認されていないことも考慮している。なお，前述のように，荷重を確定値として扱っているため，ここに示

すRTについても，性能評価全体に関するものではなく，抵抗側の不確実性のみに関係するものである。 

 

表-1 鉛直支持力の不確実性（実測値／計算値）の統計量、Kv の不確実性（実測値／計算値）の統計量 

杭工法 
鉛直支持力 Kv 

平均 変動係数 平均 変動係数 

打込み杭工法 1.00 0.45 1.00 0.40 

場所打ち杭工法 1.00 0.40 1.00 0.50 

中掘り杭工法 1.00 0.35 1.00 0.45 

プレボーリング杭工法 1.00 0.25 1.00 0.35 

鋼管ソイルセメント杭工法 1.00 0.15 1.00 0.30 

回転杭工法 1.00 0.20 1.00 0.40 

 

 

表-2 検討 Case と kHの不確実性（実測値／計算値）の統計量 

Case kHの算出に用いるE0の推定方法 平均 変動係数 
1 杭の水平載荷試験により求める場合 

1.00

0.25 

2 
標準貫入試験に加えて室内試験又は孔内

水平載荷試験を行って求める場合 
0.45 

3 標 準 貫 入

試 験 の み

か ら 求 め

る場合 

N値が5以上の砂質土 0.60 
4 N値が5以上の粘性土 0.70 

5 
N値が5未満 

1.00 
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次に，感度係数を計算した（図-2）。なお，感度係数とは，部分係数の算出において，抵抗値の不確実性と応

答値の不確実性のどちらが支配的となったかを確認する指標となる値である。すると，抵抗力である R の不確実

性が支配的であることが確認された。この場合，抵抗力に関する部分係数については，感度係数が高いことや杭

工法別の支持力推定精度の影響を受けることから，杭工法に応じて異なる値とすることが考えられる。この際，設

計実務の利便性を考慮して，従来工法，新工法それぞれで部分係数をまとめることも有効である。一方，応答に関

する部分係数については，地盤調査法等の条件に応じた差別化はせず，一定の値とすることが考えられる。ただし，

杭の鉛直載荷試験を行う場合には，不確実性がきわめて小さくなるため，高い部分係数を別途設定することが適切

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-2 R とP の感度係数（場所打ち杭工法の場合） 

 

3. まとめ 

 本文では，杭の支持力照査に関する部分係数の検討について示した。新たに考案された支持力推定式を用い，信

頼性評価を行ったうえで，杭基礎の降伏支持力に関する部分係数を提案した。従来の示方書では基本的に安全率が

一律となっていたことに対して，今回，杭工法に応じて異なる部分係数としたことにより，推定精度の違いによら

ず同等の信頼性を確保する設計が可能となる。また，精度の高い杭工法を適用した場合に合理的な設計を行うこと

が可能となる。なお，別途、杭体の部材照査に関する部分係数の検討を行っている。そこでは、地盤調査法や地盤

条件等の違いによる影響が大きいことが明らかとなり、地盤調査法等に応じて差別化された部分係数を提案してい

る。 

 

4．謝辞 

本研究を進めるに当たり，七澤上席研究員，吉田英二研究員並びに構造物メンテナンス研究センターの皆様には

ご指導を頂きました。紙面を拝借いたしまして，ここに感謝の意を表します。 
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繰り返し再生したアスファルトにおける再生用添加剤成分の影響 

 

チーム名等  材料資源研究グループ 

氏   名  田湯 文将  

 

 

1. まえがき 

近年のアスファルト混合物の出荷量に占める再生アスファルト混合物（以下，再生混合物）の出荷割合は 75％

前後で推移しており，再生骨材配合率も全国平均で 50％となっている 1)．今後，繰り返し再生された骨材を含む

混合物の利用が増えていくことが予想されるため，再生混合物の品質確保がアスファルト舗装の長期供用性能を維

持するために重要となっている．一方で，再生混合物製造の際に使用される再生用添加剤は，その成分により再生

混合物性状に影響を及ぼす可能性が示唆されている 2)．混合物の再生利用を恒久的に続けていくには、再生用添加

剤の成分差異が再生アスファルトおよび再生混合物性状におよぼす影響を把握する必要がある． 

このため，昨年度までに室内試験によりアスファルトの劣化と再生用添加剤を用いたアスファルトの再生を繰り

返し行うことで，繰り返し劣化・再生に伴うアスファルトおよび，その混合物の性状変化を分析した 3)．また，成

分組成の異なる 2 種類の再生用添加剤を用いて同試験を行うことで，再生用添加剤の違いが再生アスファルトとそ

の混合物の性状に与える影響について検討を行った 4)．これらの研究によりアスファルトの繰り返し再生による劣

化の進行度合いや旧アスファルトに対する再生用添加剤の再生効果に差異があることを明らかにした．しかし，国

内で使用されている再生用添加剤の種類は多く，再生効果の差異についてさらなる検討が必要と考えられる． 

2. 研究目的 

本研究では，昨年度までの研究をさらに進め，成分の異なった 5 種類の再生用添加剤を用いてアスファルトを

繰り返し劣化・再生し，再生アスファルトおよび，それ

を使用した再生混合物における再生用添加剤の成分差異

の影響について検討を行った． 

3. 研究方法 

(1) 再生用添加剤および新規アスファルトの性状 

表-1に再生用添加剤（以下，添加剤）の性状，表-2に

新規のストレートアスファルト 60/80（以下，ORG）の性

状を示す．添加剤は，製造メーカーや成分の異なる添加

剤 A から添加剤 E までの 5 種類を用いた．添加剤 A およ

び添加剤 B は 4 成分組成において芳香族分の割合が約

90%となっており，芳香族分を多く含む添加剤（以下，

芳香族系）となっている．添加剤 C および添加剤 D は四

成分組成において飽和分と芳香族分の割合が約 50%を占

表-1 再生用添加剤の性状 

  添加剤A 添加剤B 添加剤C 添加剤D 添加剤E

密度(g/cm3) 0.975 1.013 0.909 0.948 0.863

組

成

(%)

アスファル
テン分 0.1 0.2 0.0 0.6 0.0 

レジン分 6.1 3.7 2.5 2.1 0.0 

芳香族分 88.1 91.1 47.7 47.4 0.1 

飽和分 5.7 4.9 49.9 49.8 99.9 

PCA 対応 5) 準拠 準拠 準拠 準拠 ― 

 

表-2 ストレートアスファルト 60/80(ORG)の性状 

密度(g/cm3) 1.039 

針入度(1/10mm) 70 

軟化点(℃) 46.5 

伸度 15℃(cm) 100+ 
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